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஍ҬɾྖҬผ՝୊਺ʢ݅ʣ
地域

プロジェクト実施中
実施実績※

環境 CN 生物資源 防災 感染症 計
アジア 10 9 10 6 6 41 108
中東 - - - 1 1 2 4
欧州 3 2 - - - 5 8
アフリカ 5 4 4 2 4 19 51
中南米 1 - 4 3 - 8 28
大洋州 - - - 1 - 1 3
計 19 15 18 13 11 76 202

※CN：カーボンニュートラルの略称
※2008年の事業開始以降、SATREPS事業として推進してきた課題の累計
※�複数国を相手国とするプロジェクトは、実施中プロジェクトの領域分布としては相手国それぞれに1件ずつ配置していますが、地域・領
域別課題数としては1件と数えます。そのため、実施中プロジェクトの領域分布の数と、上表の数は一致しません。

：プロジェクト実施中の国・地域
：プロジェクト実施実績のある国・地域
実施中プロジェクトの領域分布：■環境　■カーボンニュートラル　■生物資源　■防災　■感染症
※�感染症分野の研究課題は平成27年度より日本医療研究開発機構（AMED）が所管（平成26年度までに終了したプロジェクトを除く）。
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ͱൺ΂ͯଟ͍なͲ͍ߴ科学技術力

Λ持͍ͬͯ·͕͢ɺ開発్্国ʹର

ͯ͠科学技術Ͱੵۃతʹ͍ͯ͠ݙߩ

͘ମ੍͸΋ͬͱڧԽ͢Δ༨஍͕͋り

·͢ɻ国ͱ国ͱ͕݁Ϳ科学技術協力

協ఆʹ͓͍ͯ΋ɺ日本͸ଞのઌਐ

国ͱൺֱͯ͠ɺ開発్্国ͱのక݁

͕গな͍のͰ͢ɻ日本の科学技術

Λ͔͠׆開発్্国͔Βのظ଴ʹ

Ԡ͑ྑ޷なؔ܎Λ構ங͢Δ政ࡦͱ͠

ͯɺ科学技術֎ަΛ෯͘޿ల開͢Δ

͜ͱ͕ॏཁͱ͍ͯ͡ײ·͢ɻ

4"53&14͸ͲͷΑ͏ ͳҙ
ຯΛͭ࣋ͷ ʁ͔

ɹSAT3E1S͸ैདྷ͔Βの政෎開

発ԉॿ（0DA）ʹ ɺ政෎の科学技術

༧ࢉΛ組み߹Θͤͨ日本ͱ開発్

্国の国際ڞಉ研究Λࢧԉ͢Δϓ

ϩάϥϜͰ͢ɻ஍نٿ໛՝୊ͱ͍͏

国際తな協力͕ٻΊΒΕΔ՝୊ʹ

ରͯ͠日本ͱ開発్্国の研究ऀ

͕ର౳ʹڞಉ研究Λਪਐ͠·͢ɻ

SAT3E1S͸஍نٿ໛՝୊のղܾ

͚ͩͰな͘ɺ国際తなڞಉ研究Λ௨

ͯ͠ɺएख人ࡐのҭ੒͓Αͼάϩʔ

όϧԽɺ৽ͨな஌ݟ΍技術の֫ಘ

Λ௨ͨ͡Πϊϕʔγϣϯの૑ग़ɺ研

究੒ՌΛ૬ख国のࣾձʹࠜ෇͔ͤ

ΔͨΊのࣾձ࣮૷の࣮ݱΛ目͠ࢦ

·͢ɻ
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෼໺ڀݚ

છ঱෼໺ײ
HIV／エイズ、マラリア、デング熱、結核、高病原性
鳥インフルエンザ、エボラ出血熱、COVID-19な
ど新興・再興感染症は、人と物の往来が頻繁な今
日、開発途上国のみの問題にとどまらないことか
ら、日本国内での感染症発生時に備えた知見の
集積等のため、我が国に侵入し得る感染症に関す
る国際協力を強化します。 
� 課題ͷྫڀݚ
ɾߴ පੑݪௗΠϯϑϧΤϯβɺݘڰපͳͲͷਓ्ڞ௨ײછ঱
ɾ�)*7�ΤΠζɺΤϘϥग़݂೤ɺϚϥϦΞ౳ͷݪ஬ٴͼدੜ஬ɺ�
σϯά೤ɺ݁ ֩ɺΧϧό΃ωϜ΍ίϦενϯͳͲͷ�
�છ঱ͷײڵ࠶ɾڵ౳ͷ৽ەༀ଱ੑە߅
Ӹֶɺ਍அɺ༧๷ɺྍ࣏౳�

๷ࡂ෼໺
安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市・社会の実現を目指して、
自然災害や都市化に伴う大規模災害の防災・減災に関する研究を、日本
の経験・知見を生かしながら、全地球的な枠組の中で総合的・組織的に
展開します。
� 課題ͷྫڀݚ
w�஍਒ɾ௡೾ɾՐࢁ෾Րɾ๫෩ɾ߽ Ӎߴɾ ைɾߑਫɾׯ͹ ɾͭ೤೾ɾ஍͢΂Γ౳ͷࣗવݱ৅ͷൃੜ
ϝΧχζϜͷղ໌ͱ༧ଌɺ͜ ΕΒʹىҼ͢Δ֐ࡂϦεΫ΍ඃ֐ͷେن໛Խ཈ࢭɾ�
ڀݚՌʹؔ͢Δޮࢿ౤ࡂɺͳΒͼʹ๷ࡦͷͨΊͷํڵɾ෮چͼ෮ٴݮܰ
wީؾ�มಈͱେن໛ࣗવ֐ࡂͱͷؔ࿈ੑͷ೺Ѳٴͼީؾมಈ �ʹ
ڀݚΔؔ͢ʹࡦ΁ͷదԠ֐ࡂΘΕΔࢥҼ͢Δͱى
w�౎ࢢԽʹ൐͍ਂࠁԽ͢Δେن໛֐ࡂʢہ஍త߽Ӎ΍ւ໘্ঢɾ�
஍൫௜ԼʹΑΔ౎ܕࢢਫ֐ɺ੬ऑͳݐ଄෺΍౎ߏࢢ଄Λ๊͑Δ஍ҬͰͷ�
஍਒֐ࡂɾͦ Εʹ൐͏ԆমՐࡂ౳ɺϥΠϑϥΠϯɾަ ௨໢ͳͲͷࣾձΠϯϑϥͷଛই౳ʣ�
ʹର͢Δେن໛ԽͷϝΧχζϜͷղ໌ɺٴͼඃࡦํݮܰ֐ʹؔ͢Δڀݚ
w֐ࡂ�৘ใͷਝ଎ͳऩूٴͼޮՌతͳ׆༻Λ௨ͨ͠ɺ஍Ҭ΍౎ࢢͷ๷ࡂɾ͢ࢿʹࡂݮΔݚ
Ӵ੕ɺϦϞʔτηϯγϯάɺ6"7ɺ(*4ɺ(/44ɺ*$5ɺ*P5ɺϏοάσʔλɺ"*�ͳͲࢹ؂֐ࡂʢڀ
σδλϧٕज़ͷར༻ٕज़։ൃΛؚΉ

w͍ڧʹ֐ࡂ�ɺϨδϦΤϯτͳࣾձܗ੒ɾҡ࣋ʹ༗ޮͳࠃ౔ڧਟԽɺ੍ ౓ઃܭɺ౔஍ར༻ܭ
ը΍֗ͮ Γ͘ɺٴͼࣾձΠϯϑϥͷڧԽɾ࣋ଓతӡ༻ɾߋ৽ʹؔ͢Δڀݚ
w�ࣗ વՊֶͱਓจɾࣾ ձՊֶྖҬͷΞϓϩʔνΛ༥߹ͤͨ͞๷ࡂɾࡂݮɾ෮ڵͷͨΊͷڀݚ
w�৽ܕίϩφ΢Πϧεײછ঱ൃੜΛػܖͱ͠ ͼࣾձͷϨδϦΤϯεٴͷ͋Γํࡦର֐ࡂͨ
ͷ૯߹ྗ্޲ʹؔ͢Δڀݚ

஍نٿ໛ͷڥ؀՝୊
生態系・生物多様性の劣化、環境汚染の拡大、都市への人
口集中、生産・消費活動の増大、気候変動などにより地球
規模で直面している環境問題の解決を目指します。
� 課題ͷྫڀݚ
wީؾ�มಈͷ؍ଌɾ༧ଌɾӨڹධՁٴͼదԠࡦʹؔ͢Δڀݚ
w�ਫݯࢿͷොଘྔͷ೺Ѳ΍কདྷ༧ଌɺ̓ શͰ࣋ଓՄೳͳਫݯࢿͷ؅ཧɾ
ར׆༻ɾॲཧʹؔ͢Δڀݚʢؔ࿈͢ΔۀࣄͷೳྗڧԽɾαʔϏε্޲ʹ
ؔ͢ʹ੒ͷ͋Γํܗௐ੔΍߹ҙ֐Λ८ΔརݯࢿΔఏҊɺ·ͨ͸ਫ͢ࢿ
Δڀݚ΋ؚΉʣ
w�॥ࣾܕ؀ձͷߏஙʹؔ͢Δڀݚ�
ʢഇغ෺΍༗༻ݯࢿͷճऩɾ࠶ར༻ΛؚΉʣ
w�཮Ҭ΍ւҬʹ͓͚Δੜ෺ଟ༷ ɾੑ�
ੜଶܥαʔϏεͷอશɾ࠶ੜʹؔ͢Δڀݚ
w�εϚʔτγςΟߏஙʹ͚ͨ޲౎ࢢͷڥ؀อશʢ྘ԽΛؚΉʣɺ౎ࢢԽʹΑ
Δྼڥ؀Խͷ؇࿨ɺީؾมಈ؇࿨ʹ͢ݙߩΔ౔஍ར༻΍౎ܭࢢըͷ
ڀݚஙɾӡ༻ʹؔ͢Δߏ
w�େن໛֐ࡂʹΑΔڥ؀ͷྼԽɾഁ յͷ෮ݩɾम෮ʹؔ͢ΔڀݚʢจԽҨ
ͷอશ౳ΛؚΉʣ࢈
w�ࣗ વݯࢿͷ࣋ଓՄೳͳར༻ʹؔ͢Δڀݚ
w�༗֐෺࣭ͳͲʹΑΔԚછٴͼͦͷϦεΫ௿ݮɺڥ؀म෮ʹؔ͢Δڀݚ

ɾΤωϧΪʔ෼໺ڥ؀

ΧʔϘϯχϡʔτϥϧ
温室効果ガスによる気候変動を緩和するカーボンニュートラ
ルの実現を目指して、エネルギー消費の抑制、再生可能エネル
ギーの促進、スマートソサイエティなどの研究開発を行います。
� 課題ͷྫڀݚ
w�ΧʔϘϯϓϥΠγϯάɺΤωϧΪʔτϥϯδγϣϯ౳ɺ�
௿୸ૉࣾձͷ࣮ݱ΍άϦʔϯτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯʢ(9ʣ�
ূ࣮ݧࢼͼٴ౼ݕΔࣾձγεςϜͷಋೖ͢ࢿʹ
w�ଠཅ ɾޫଠཅ೤ɺ෩ྗɺւ༸ΤωϧΪʔɺ஍೤ɺ�
όΠΦϚε౳ͷ࠶ੜՄೳΤωϧΪʔͷڀݚ
w�୤୸ૉ΁ͷݙߩΛ目తͱ͠ ͨΧʔϘϯϦαΠΫϧɾάϦʔϯਫૉɾϒϧʔਫ
ૉɾΞϯϞχΞɾϝλϯ౳ͷੜ੒ɾར༻Λଅਐ͢Δڀݚ
w�ੜ࢈ϓϩηε౳ͷলΤωϧΪʔԽʹؔ͢Δڀݚ
w�σδλϧٕज़Λ׆༻ͨ͠εϚʔτγςΟɺεϚʔτίϛϡχςΟɺεϚʔτ೶ۀɺ
ަ௨༌ૹ໢ɺ次ੈ୅Πϯϑϥ౳ɺ࣋ଓՄೳͳݯࢿ॥ܕ؀ͷ౎ࢢɾ஍Ҭͮ Γ͘
ʹؔ͢Δڀݚ
w�$0��ͷ෼཭ɾஷଂ΍༗ޮ׆༻ʢ$$64ʣɺٴͼωΨςΟϒΤϛογϣϯ౳ʹؔ͢
Δཁૉٕज़
w�ඇΤωϧΪʔݯىͷԹࣨޮՌΨεʢ$)�ɺ/�0ɺ)'$�౳ʣͷഉग़͢ࢿʹݮ࡟
Δڀݚ
w࣋�ଓՄೳͳۭߤ೩ྉʢ4"'ʣٴͼ༌ૹػց༻߹੒೩ྉɺӡ༌ηΫλʔ෼໺ͷ
ഉग़୸ૉΨε௿͏͠ݙߩʹݮ Δڀݚ

ੜ෺ݯࢿ෼໺
近年、農地の砂漠化や塩類集積、病害虫の蔓延、気温や降雨の不
安定化等により、生物資源の持続的な生産が脅かされています。
食料や薬、飼料、繊維やエネルギー源など、生物資源がもたらす恩
恵を将来にわたって享受し続けるために、持続可能な生産・利用
方策を提示します。
� 課題ͷྫڀݚ
w�ੜ෺ݯࢿͷ࣋ଓతੜٴ࢈ͼར༻ʹ͢ࢿΔڀݚʢ২෺ɾಈ෺ɾւ༸ੜ෺ɾඍੜ෺
౳ͷ؅ݯࢿཧɺҭछɺ࠿ഓ�ൟ৩�ഓཆٕज़ɺੜ࢈ɾྲྀ ௨γεςϜ౳ʣ
w�ະར༻ݯࢿΛؚΉੜ෺ݯࢿͷධՁɾ༗ޮར༻ʹؔ͢Δڀݚ�
ʢੜ෺ݯࢿʹ༝དྷ͢Δ༗༻෺࣭ͷ୳ࡧɾಉఆɾੜ࢈ͳͲ�
ੜ෺ଟ༷ੑͷར׆༻ΛؚΉ��ώτ΁ͷ૑ༀ͸ؚ·ͳ͍�ʣ
w�ੜ෺ݯࢿͷ͓͔Ε͍ͯΔڥ؀ͷ੔උʹؔ͢Δڀݚ�
ʢ೶࡞෺ɾՈச౳ͷඃ֐๷আɺάϦʔϯΠϯϑϥͷ�
૑ग़ɾվળ౳ʣ
wީؾ�มಈ͕ੜ෺ݯࢿੜٴʹ࢈΅͢Өڹͷ؇࿨ʹ͢ࢿΔڀݚ

4"53&14Ͱ͸次ͷझࢫͷԼɺڀݚ෼໺ɾྖ ҬΛఆΊ͍ͯ·͢ɻ

ɾڞಉڀݚͷ੒ՌΛ౰֘։ൃ్্ࠃΛ͸͡Ίɺࣾ͘޿ձʹؐ͢ݩΔকདྷߏ૝Λ༗͢Δ͜ͱ

ɾ։ൃ్্ࠃʹ͓͍ͯɺ՝୊ղܾͷͨΊͷڀݚ։ൃͷ࣮ٴࢪͼऀڀݚͷೳྗ্޲ʹର͢Δχʔζ͕͍͜ߴͱ

ɾ஍نٿ໛՝୊ͷղܾٴͼՊֶٕज़ͷ͢ࢿʹ্޲Δ͜ͱ

※ 日本からの単なる技術の移転・知識の提供等、共同研究を伴わない課題や、科学技術の発展に寄与しない単なる調査等、また、成果が一国にし
か還元できない研究等は、対象外とします。

※ 研究主幹は、研究領域の研究推進のとりまとめ責任者であり、採択（条件付採択を含
む）課題候補を決定する審査委員会を外部有識者とともに構成します。採択課題決
定後は、各研究課題の研究計画の調整、研究代表者との意見交換、研究への助言、
課題評価、その他必要な手段を通じて研究領域の研究マネージメントを行います。

Δ͢ݙߩʹ໰୊ͷղܾڥ؀
ࣾձ࣮૷ܕՊֶͷਪਐ

　気候変動や生物多様性損失などの地球環境問題は依然とし
て深刻な状況です。SATREPSでは、継続的な観測・評価・新規
技術の利活用体制の整備などを通じて、研究成果を環境問題
の解決に向けて実際に役立てることを重視しています。相手国
の研究者だけでなく、行政機関・企業・市民団体と連携した社
会実装型の研究を推進しています。

山口 靖
研究主幹

髙村 ゆかり
研究主幹

ΧʔϘϯχϡʔτϥϧͳ�
ະདྷΛڞ૑͢Δ

　地球温暖化や気候危機は、もはや
世界中で現実の脅威になりつつありま
す。SATREPSは日本と新興国が先端技

術を共創し、社会実装を通じてこの困難に立ち向かいます。世
界中で展開されるプロジェクトはそれぞれの国・地域の特徴を
生かしてカーボンニュートラルと経済発展を両立させ、地球規
模課題の解決を目指しています。

中岩 勝
研究主幹

4%(T ݯࢿΔੜ෺͢ݙߩʹ

　人類の将来にとってかけがえのない生
物資源の保全と有効利用のために、生物資
源分野の人材育成を含めた開発協力を強
化・発展させていくことが重要です。SDGs
の課題解決にとっても重要な生物資源を世界共通財産として
再認識し、原産国の利益配分に十分に配慮しつつ、国際共同研
究による生物資源の生産・利用・管理に関わる研究開発を求め
ています。

入江 憲治
研究主幹

長峰 司
研究主幹

๷ࡂͷՊֶٕज़Λ�
4%(T ͷ࣮ݱ΁
　災害は様々な要因であることに
加え、近年の気候変動や社会の複

雑化は、災害対策を一層困難なものにしています。SDGs
の実現は簡単なものではありませんが、科学技術はそれ
を解決するための重要な鍵です。SATREPS防災分野は、
この不断の努力に必要な科学技術を研究開発・実装し、
途上国と協働で展開します。

井口 正人
研究主幹

ੈքʹ͓͚Δײછ঱΁ͷରԠೳྗͷڧԽΛʂ
　SARS、新型インフルエンザウイルス感染症（H1N1pdm）、
エボラ出血熱、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)ら
の流行で示されたように、感染症は迅速かつ効果的な対策
が施されないと、瞬く間に世界中に拡大してしまいます。そ
のため、各国においてその発生の兆候を迅速に把握し、適切な対応（発生動向
調査、診断・治療および予防）を行えるキャパシティー・ビルディングの強化が重
要です。SATREPS事業を通し、我が国の大学・研究機関が培ってきた科学技術
を世界各国のために活用することにより、感染症への対応に貢献します。

渡邉 治雄
プログラムスーパーバイザー

山田 章雄
プログラムオフィサー

森兼 啓太
プログラムオフィサー

北 潔
プログラムオフィサー

՝୊͸ฏ੒��೥౓ΑΓڀݚછ঱෼໺ͷײ
೔ຊҩྍڀݚ։ൃߏػʢ".&%ʣ͕
ॴ؅ʢฏ੒��೥౓·Ͱʹऴྃ͠ ͨ
՝୊Λআ ʣ͘

矢原 徹一
研究主幹

相賀 裕嗣
プログラムオフィサー

徳永　勝士
プログラムオフィサー

増田 美砂
研究主幹

神本 正行
研究主幹

鹿園 直毅
研究主幹

浅枝 隆
研究主幹

田村 圭子
研究主幹

ϓϩάϥϜ֓ཁ
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෼໺ڀݚ�˙
　環境・エネルギー/生物資源/防災/感染症 ※

※感染症分野の研究課題は平成27年度より日本医療研究開発機構
　（AMED）が所管 （平成26年度までに終了した課題を除く）

ؒظڀݚಉڞࡍࠃ�˙
　３～5年

˙�ର৅ͱͳΔࠃʢڞಉڀݚ૬खࠃʣ
ɹ ODAの技術協力の対象となっている
　 開発途上国等

˙�ϓϩδΣΫτͷن໛
　 １課題あたり１億円程度/年

　 【内訳】 
 JST ： 3,500万円程度/年
  または
 AMED ： 3,200万円程度/年

 JICA ： 6,000万円程度/年

ࢀ 　 র  SATREPS公募情報
　 https://www.jst.go.jp/global/koubo.html

Point
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ʹ୒ʣ࠾ʢਖ਼ࣜࢪ࣮ڀݚಉڞࡍࠃ ͷ४උ͚ͯ޲
　国際共同研究を実施するに当たって、相手国研究機関等とJICAとの間で技術協力プロジェクトの実施内容の合意
のため、討議議事録（R/D：Record of Discussions）が、また研究機関（当事者）間で共同研究に関わる合意文書

（CRA: Collaborative Research Agreement等）が署名されることが必要になります。

̨̟ ɾ̩".&%ɺ̟ ̞̘̖ͷධՁ
　JST・AMED、JICAは連携・協力してプロジェクトの評価を行います。JST・AMEDは地球規模課題解決に資する、科
学技術の向上、科学技術政策および社会への貢献などの観点から、日本国内および相手国を含めた国際共同研究全
体の評価を行います。また、JICAは、相手国機関と共同でODA事業としての相手国の人材育成、能力強化及び相手国
ニーズに対する貢献などの観点から評価を実施します。

+45ɾ".&%ͷڀݚ՝୊ͱ+*$"ͷٕज़ྗڠϓϩδΣΫτཁ੥ืू
　JST・AMEDでは国内の大学、研究機関等に所属する研究者を対象に、研究領域ごとに研究提案を募集し、並行して
外務省／JICAは、開発途上国から国際共同研究を行う技術協力プロジェクトの要請を受け付けます。日本側の研究代
表者はJST、AMEDへの研究課題の応募に当たって、相手国側研究者と共同研究内容を十分に調整していただくとと
もに、相手国研究機関から相手国のODA担当省庁を通じて、技術協力プロジェクトの正式要請が所定の期限までに、
相手国にある日本大使館を経由して、日本の外務省に提出されることが要件となります。

̨̖ ̧̩ ̥̚ ϓ̨ϩδΣΫτͷܾఆʢ৚݅෇࠾୒ʣ
　JST・AMEDによる研究課題の選考と外務省／JICAによる技術協力プロジェクトの採否検討のプロセスを連携して
実施することにより、研究課題と技術協力プロジェクト要請のいずれもが採択に値すると判断された場合に、当該研
究課題と技術協力プロジェクト要請が実施課題（プロジェクト）として条件付きで採択（条件付採択）※されます。

̫ۚࢿڀݚ૪తڝ 0%"ٕज़ྗڠϓϩδΣΫτ

　 S A T R E P S では 、国 内 研 究 機 関 へ の 研 究 助 成 のノウ ハ
ウ を 有 する J S T 、国 内 研 究 機 関 へ の 医 療 分 野 に お ける 研
究 助 成 を 行 うA M E D が 、そ れ ぞ れ 開 発 途 上 国 へ の 技 術
協 力 を 実 施 する J I C A と、国 際 共 同 研 究 全 体 の 研 究 開 発 
マネージメントを協力して行います。
　この国際共同研究の推進により日本側の研究機関は開発途上
国にあるフィールドや対象物を活用した研究を効果的に行うこ
とができ、開発途上国側の研究機関（公共性のある活動を行って
いる大学・研究機関等。ただし軍事関係を除く。）は研究拠点の機
材整備や共同研究を通した人材育成等により、自立的・持続的活
動の体制構築が可能となることが期待されます。
　日本国内等、相手国内以外で必要な研究費についてはJST、
AMEDが委託研究費として支援し、相手国内で必要な経費※に
ついてはJICAの技術協力プロジェクトの枠組みにおいてJICAが
支援します。

※  JICAの経費は相手国の自立発展性を重視するODA技術協力プロジェクトによる
支援であるため、相手国側の自助努力が求められます。したがって、相手国側の人
件費、相手国における事務所借上費、相手国側が使用する消耗品、供与機材の運
用や維持管理の経費、相手国側研究者の相手国内旅費、会議日当等は、原則とし
て相手国側負担となります。

※  条件付採択：相手国関係機関との実務協議の内容や相手国情勢などによっては、研究課題名・概要の軽微な変更、研究期間の短縮、 
および研究の中止などの可能性もあるため、この時点では「条件付き」での採択としています。

中間時点

終了3～6ヶ月前

協力要請

終了

定期モニタリング
（6ヶ月毎）

討議議事録（R/D） の署名
（JICAと途上国側関係機関間）

詳細計画策定調査・
事前評価

要請国政府への通報
及び国際約束形成

採否検討

公募

終了

終了時評価

中間時の評価

CRA締結
（研究機関間）

条件付採択

審査（書類・面接選考）

追跡評価事後評価調査

JICA
JST
・

AMED

プロジェクトの詳細検討

国際共同研究開始

正式採択

約一年を
かけCRA
及びR/D
を署名

連携・協力

共同で採択

 

JICA

JST AMEDＯＤＡ要請

協力要請

採択 〈JICA〉
現地研究費等支援
プロジェクト管理・評価

〈JST〉〈AMED〉
国内研究費等支援
プロジェクト管理・評価

採択 採択研究課題
提案

科学技術等の関連機関・省庁
→技術協力担当省庁

相手国大学・研究機関等

研究代表者＆
研究チーム

研究代表者＆
研究チーム

国内大学・研究機関等共同研究の合意文書
（CRA）の取り交し

在外研究員派遣
機材供与

外国人研究員受入

・共同で採択
・連携・協力
・相互補完的にファンディング

外務省 JICA 文部科学省

相手国（開発途上国） 日本

ϓϩάϥϜ֓ཁ
"CPVU�UIF�4"53&14�1SPHSBN

4"53&14�����
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■ 採択年度：2015年度（平成27年度）
■ 相手国：ザンビア共和国
■ 相手国研究機関：ザンビア大学（UNZA）
■ 国内研究機関：北海道大学
■ 研究期間：5年間
■ 参考データ：https://www.jst.go.jp/global/kadai/h2701_zambia.html

ଟ෼໺༥߹ܕͷ�
ΞϓϩʔνͰԖԚછ�
໰୊ΛղܾͤΑʂ

現在の日本では見られないタイプの環境汚染について、毒性
学的な影響などを明らかにできるという研究面での利点に加

え、学生や若手研究者の育成、環境汚染克服への貢献によるアフリカ
における日本のプレゼンスの向上といった成果が期待できます。

鉛汚染のメカニズムとリスクの解明、汚染環境の修復技術
の開発、今後の汚染を防ぐ教育活動や経済的損失の可視化

など、分野横断的な研究活動によって環境の修復、人や動物の健
康回復が期待できるほか、共同研究を通して人材育成が図れます。

ϑΟʔϧυڀݚ

北海道大学  
大学院獣医学研究院 教授

研究代表者
ルーク・ムンバ

ザンビア大学  
副学長

　ザンビア中央部のカブウェの鉱床周辺では、水・土壌への環
境汚染や、人体・家畜への高濃度の鉛の蓄積が確認されていま
すが、その汚染メカニズムや、人の健康および社会経済に対す
る具体的な影響はこれまで明らかになっていませんでした。本
プロジェクトでは様々な分野の専門家が参画した複合的なアプ
ローチにより、①汚染メカニズムの解明、②健康・経済リスク
評価、③環境修復技術の開発を行い、環境汚染や深刻な健康被
害などの課題に対する具体的解決策に繋げることを目指します。

　プロジェクト期間中にザンビアで環境修復や医療支援を行う
国際機関と覚書を締結。本プロジェクトで得た鉛汚染に関する
系統的データや研究ノウハウは、治療活動や環境修復活動の科
学的根拠となっています。また、本プロジェクトで得られた保
健・経済影響の評価や、有効な環境修復技術などは、最終的に
ザンビア政府に政策提言として提出します。これらによりアフ
リカにおける環境汚染への認識が高まり、問題の解決に繋がる
ことが期待されます。

ଟ෼໺ͷઐ໳ՈͷࢀըͰ�
Ԛછ໰୊ͷղܾ΁ڥ؀

ಘΒΕͨσʔλ΍ϊ΢ϋ΢͔Βɺ�
۩ମతͳࢧԉ׆ಈʹ͛ܨΔ

鉱業はザンビアの経済成長の原動力ですが、その一方で、
鉱業開発によって引き起こされる水・土壌などの環境汚染
や家畜・人体の有害金属汚染が深刻化しています。汚染

対策が強く要望されているものの、
汚染の実態は解明されておらず、
汚染対策の政策が決定できないま
まになっていました。

ɾڥ؀
ΤωϧΪʔ
ʢ஍نٿ໛ͷ
՝୊ʣڥ؀

ザンビア共和国日本

研究代表者
石塚 真由美

肝臓と同じくらい肺に
も鉛が蓄積している！

呼吸による鉛粉塵の
吸い込みが要因？

ଞϓϩδΣΫτͱͷ࿈ܞ

ධՁࡁܦ

本プロジェクトで得られた情報
に基づき、国際機関が実施する
他プロジェクトにて住民に対す
る治療活動を実施

住民に対して、社会経済に
関する質問票調査を実施

ଞϓϩδΣΫτͱͷ
৘ใަ׵ձ

Χϒ΢Σ஍Ҭͷಔɺ
ԖɺѥԖ੡࿉ࢪઃ

Ԗͷෆ༹Խ࣮ݧ

マイニングサイト鉱さ
い中の鉛の地下水への
しみ出しを防ぐため、鉛
の不溶化実験を実施

݂தԖೱ౓ͷଌఆ

人・動物の血中鉛濃度を測
定し、鉛の人体・動物への侵
入経路の特定

βϯϏΞେֶะ৔

ϗοτεϙοτͷಛఆ

衛星写真から対象地域の土地利用
の変遷を辿り、土壌の鉛汚染エリア

（ホットスポット）を特定

半焼成ドロマイトが
鉛を固定している！

市街地や緑地より裸
地の鉛濃度が高い！

鉛の侵入経路
を絶つ！

ݧ࣮࠿ઃपลͷ২ࢪ

微細な土壌粒子の飛散を抑える技術
として、マイニングサイトの周辺裸地
で植栽実験（レモングラスなど）を実施

෩ԼΤϦΞ

Χϒ΢Σ߭ࢁ஍Ҭ 
৔޻۷࠾

βϯϏΞҐஔ

େ੢༸

Πϯυ༸

தԝभΧϒ΢Σ Ոச͔Β 
の݂ӷαϯϓϧ

Ո଒構੒΍ 
 ɺ͍ͯͭʹگঢ়ࡁܦ
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暫定期間
R/D、CRA締結に向けた活動 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 終了後

ҭ੒ࡐͷਓࠃ༩ͱ૬खڙࡐػ

　ザンビア大学にモニタリングラボを開設し、測定・分析用精密機器などを設置。汚染地域で採取した試料
を現地で分析できるように整備しました。また、カブウェに構築したモニタリング農場では、実際に植物を
植えて植生による鉛の粉塵の飛散抑制効果を見るほか、鉛濃度の高い土壌で育つ植物などを探索しています。
　機材の扱い方やデータの解析方法は、ザンビア大学の教員や学生20数
名を日本に招聘して実習形式で指導しました。ザンビア大学のモニタリン
グラボでも、日常的に技術移転を行っています。「動画では見たことがあ
るが、本当に使えるなんて」「留学先で使ったことがある」など、機器を実
際に使えることを非常に喜び、熱心に操作していました。
　また、本プロジェクトは獣医学・医学・農学・工学・経済学等の幅広い領
域にわたるため、研修は分野ごとに実施しています。これらを通してザン
ビア側の人材の研究力育成に貢献しています。

ϓϩδΣΫτͷਖ਼ࣜԽ΁͚ͯ޲

　ザンビアの多くの省庁に参加いただいている
ため、合意形成や手続きには時間がかかります。
過去の経験から、組織の上層部に直接訴えるこ
とが有効であることを知りました。そこで、プロ
ジェクト実施により期待される成果や、日本の機
関が参画する意義を明確に共有することで、ザ
ンビ ア 側 の
合 意 を 得 る
こと が で き
ました。

एखऀڀݚͷίϝϯτ

　現地に長期滞在し、現
地調査や行政機関等との
調整、研究ノウハウの技
術移転などを担っていま
す。日本と異なる価値観
の中で苦労はあります
が、共同研究者の考えや
アイデア、現地の文化を
尊重して進めることを意
識し、良好な協力関係を
築いています。

ใಓɾ޿ใ׆ಈ

　プロジェクトの概要やカブウェの汚染事例につい
て、2016年7月、2018年10月〜11月に日本国内の
新聞報道で多数の記事が掲載されました。ザンビア
でも2018年12月に主要紙に記事が掲載され、2019
年8月には国営放送でニュース報道されています。
　また、マスクや手洗いが感染症等への対策のみな
らず鉛風塵対策にも有効であることから、マスクや
手洗いの教育動画を作成。在ザンビア日本大使館の
協力のもと、ザンビア政府経由で動画を地方州に送っ
てもらうなど、鉛対策を広く知らせる努力をしてい
ます。

4"53&14΁Ԡื͖͔͚ͨͬ͠

　北海道大学とザンビア大学との交流は37年に及びます（2020
年時点）。石塚教授も2007年にザンビア大学を訪問した際、現地
で「毒性学が専門ならザンビアの鉛汚染について研究できないか」
と問われ、それから10年以上、共同研究に取り組んできました。
その後、北海道大学で博士号を取得したザンビア人獣医師がザン
ビア大学に教員として戻るなど、
研究体制・ネットワークが整いつつ
ある中、汚染環境への対処法を研
究する工学系研究者からSATREPS
について聞き、研究を次の段階に
進めるために応募しました。

JCC（初回）
キックオフミーティング

JCC（最終）
終了時評価

JCC JCCJCC
中間評価

୅දऀͷίϝϯτڀݚ

　現地の問題解決に貢献すること、
アフリカの環境汚染問題への認識が
広がり、研究成果が波及していくこ
とを目指しています。
　環境問題は特定の分野からの解決
が難しく、多分野の連携が肝となり
ます。本プロジェクトで多くの専門
家が連携し、基礎的な知見から社会
実装にまでつなげたノウハウは、他
の問題にも応用できるでしょう。治
療や環境修復後の変化については、
実測データを取得して効果を検証す
る必要があるため、プロジェクト終
了後も研究を続ける予定です。

૬खऀڀݚࠃͷίϝϯτ

　KAMPAIプロジェクトでは、女性や子
供を含む住民から血液・尿サンプルを採
取し、そこに含まれる鉛の量を調査して
きました。その調査結果から、鉛が周辺
環境や人体に与える様々な影響が明らか
になってきています。
　また、それら新たな知見をカブウェ市
役所や保健省と連携して情報発信するこ
とで、周辺住民や医療従事者の鉛汚染に
対する関心や問題意識が向上しています。
　今後も鉛汚染の無い社会を実現するた
めの有効な対策を提示できるよう、鉛汚
染の影響調査や環境修復活動へ参加し続
けたいと考えています。

正式化

採択されたプロジェクトは、 
相手国研究機関等とJICAが技術協力 

プロジェクトの実施内容について合意し 
「正式化」することで、はじめて国際共同研究を 

実施できるんだ。
暫定期間には、研究代表者等とJST（AMED）と 

JICAで複数回打合せたり、研究代表者等が相手国 
研究機関等に渡航して内容を協議したり、 

約1年かけてR/D（Record of Discussion:討議 
議事録）及びCRA（Collaborative Research 
Agreement:共同研究に関わる合意文書） 

の署名に向けて活動します。

略称は、プロジェクト 
終了時に両国が笑顔で乾杯 

できるようにという願いを込めて、 
「KAMPAI（KAbwe Mine 

Pollution Amelioration 
Initiative）」。

Χ΢ϯλʔύʔτ研मɻ
日本の߭ࢁʹ  ͯ

ԖԚછରࡦΛ学Ϳɻ

βϯϏΞେ学ʹઃஔͨ͠
ϞχλϦϯάϥϘʹ  ͯ

෼ੳख法Λ学Ϳ

ϓϩδΣΫτओ࠵の 
国際γϯϙδ΢Ϝ

αϯϓϦϯάの߹ؒʹ 
ϝΠζ（ͱ͏ ΋Ζ͜͠）δϡʔε 
ͱΦϨϯδδϡʔεͰখܜٳ

ΩοΫΦϑձ （ٞୈ�ճJCC）Χϒ΢Σ߭ࢁ஍Ҭ

JCCの༷ࢠ

 ʹへௐࠪߍ஍のখ学ݱ
行 ͱ͘ɺ͕ͪͨڙࢠ 

੝େʹܴͯ͘͠׻ΕΔ

4"53&14�����
4"53&14τϐοΫε
4"53&14�5PQJDT
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ΠϯυωγΞʹ͓͚Δ஍ ೤ൃిͷେ෯ଅਐΛ目ͨ͠ࢦ�
ৠؾεϙοτݕग़ͱ࣋ଓ తݯࢿར༻ͷٕज़։ൃ

ԹઘਫɾΨεの෼ੳ

༙ग़͢ΔԹઘਫ΍Ψεʹ 
ؚ·ΕΔ੒෼のೱ౓΍ಉҐମの 

෼ੳΛ͢Δ͜ͱͰɺਫɺΨεのݯى΍ 
ྲྀΕ͍ͯΔ৔ॴͱؒ࣌ɺஷཹ૚のԹ౓ 

なͲΛ஌Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δɻ

ͷϝϦοτڀݚಉڞ

�ੜՄೳΤωϧΪʔΛ࠶
Αʂͤ༺׆
஍೤ൃిͰ目͢ࢦ௿୸ૉࣾձ

地熱研究のフィールドが豊富なインドネシアで、日本の研究グ
ループが多様な課題についてバンドン工科大学（ITB）と連携し

たことにより、若手人材の育成とグローバル化が展開できます。また、
日本企業のタービンの活用は将来のビジネスチャンスにつながります。

ৠؾεϙοτのಛఆ技術͕開発͞Ε஍೤開発͕ਐల͢Δ͜ͱ
Ͱɺকདྷのফඅి力૿େʹඋ͑ΒΕΔͱͱ΋ʹɺԹࣨޮՌ

Ψεഉग़ྔΛ཈੍͠な͕Βɺ研究Λ௨ͨ͠人ࡐҭ੒΍ɺIT# の研究
ઃඋのඈ༂తなॆ࣮ԽʹΑり研究力΋େ෯ʹ্͠޲·͢ɻ

ϑΟʔϧυڀݚ

研究代表者
小池 克明

京都大学  
大学院工学研究科 教授

研究代表者
スダルト  
ノトシスウォヨ

バンドン工科大学  
鉱山石油工学部 教授

ɾڥ؀
ΤωϧΪʔ
ʢΧʔϘϯ�
χϡʔτϥϧʣ

インドネシア
共和国日本

　通常、地熱発電に適した場所を特定するには地下深部まで掘
削する必要があり、多額の費用がかかります。さらに、試掘は
失敗する場合もあり、初期費用の高さと事業リスクの大きさか
ら新規開発があまり進んでいませんでした。本プロジェクトは、
リモートセンシング技術や地球化学、鉱物学等の手法を統合し、
地熱発電に最適な場所（蒸気スポット）をより高精度に特定す
る技術の開発と、初期費用および事業リスクの低減という難題
を両立させ、インドネシアの地熱開発の進展に貢献することを
目指しました。

　地熱発電に適した蒸気スポットを高精度に検出する技術によ
り、探査掘削の本数を抑えられ、初期コストを削減できます。
また、環境に調和する地熱利用を可能とする環境モニタリング
技術や、地熱エネルギーを長期的に使い続けるための最適化シ
ステムも、併せて開発しています。こうした技術によって電力
供給源の地熱の割合を増加させることで、インドネシアの今後
の電力需要の増大への対処と、二酸化炭素排出量の大幅な低減
が可能になると期待されています。

ਫ਼౓ͷಛఆٕज़Λ։ൃ͠ߴ
ॳظඅ༻ͷ཈੍ʹݙߩ

஍೤ͷ௕࢖ظ༻Λ目͠ࢦ
దԽγεςϜ΋։ൃ࠷

ラドンガスが多かった！
この辺りは蒸気が上

がっているようだ

地熱流体の起源や 
流れ方、貯留層の温度

がわかった！

蒸気が上がっていそうな
地下の亀裂を特定！

ϥυϯΨεͷ໺֎ଌఆ

஍࣓ؾ஍ిྲྀ
ʢ.BHOFUPUFMMVSJD��.5ʣ๏

ԹઘਫɾΨεͷ෼ੳ

ϦϞʔτηϯγϯά

衛星画像で直線的な地形
（リニアメント）を探し、地熱
貯留層に繋がる亀裂を見つ
ける。火山や地熱発電の植
生への影響も調べられる。

手堀りした5mの井戸にチュー手堀りした5mの井戸にチュー
ブを差し込みラドンガスを測ブを差し込みラドンガスを測
定し、地下の蒸気スポットを見定し、地下の蒸気スポットを見
つけるつける

自然の電磁場変動で地下深くの構
造を探索する。

ࢁՐ׆

何億円もかけたのに 
蒸気が出ない･･･ 

高確率で蒸気が出る場所を
見つけたいなぁ

今度は蒸気が出た！
でも運任せだなぁ火山地帯だからきっと

地熱発電ができるぞ！

஍೤ൃిॴ

Ҫݩؐ

ੜ࢈Ҫ

ৠؾੜྔ࢈ͷଟ͍஍೤ஷཹ૚�
ͷ৔ॴ́ ৠؾεϙοτ

ϚάϚͩ·Γ

஍Լਫ�
ͷྲྀΕ

地中の様子がわかった！
この辺りは亀裂が 

ありそうだ

■ 採択年度：2014年度（平成26年度）
■ 相手国：インドネシア共和国
■ 相手国研究機関：バンドン工科大学（ITB）
■ 国内研究機関：京都大学
■ 研究期間：5年間
■ 参考データ：https://www.jst.go.jp/global/kadai/h2601_indonesia.html

　インドネシアの人口は二億人を超え、非常に大きな電力需要があります。
インドネシアは国策としてエネルギーの脱炭素化を進めており、多くの活火山
を有する国土の特徴から有望な再生可能エネルギーとして地熱が注目されてい
ます。しかし、地熱資源が豊富な地下の場所を特定するには大規模な試掘が

必要であり、初期投資の
大きさと失敗するリスクの
高さから、地熱発電量の
増加が期待通りに進んで
いない現状がありました。ΠϯυωγΞҐஔ

੢δϟϫभόϯυϯࢢ

Πϯυ༸

ଠฏ༸
஍೤発ి͸ԹࣨޮՌΨεΛ 

ഉग़͠な͍࠶ੜ可能ΤωϧΪʔɻ 
෩力΍ଠཅޫͱൺ΂ͯ҆ఆͨ͠ 

ग़力ΛಘΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δ͍ߴ

ϓϩδΣΫτ։࢝લ

4"53&14�����
4"53&14τϐοΫε
4"53&14�5PQJDT
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暫定期間
R/D、CRA締結に向けた活動 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 終了後

3�%ɺ$3"క݁ͰؾΛ͚ͭͨ ͱ͜ɺେมͩͬͨ ͱ͜

　プロジェクト開始当時、ITB側とのやりとりは主にメールベース
でした。しかし、それでは議論が深まりにくく、時間もかかります。
直接の打ち合わせによる意思疎通が重要と考え、暫定期間の開始後
すぐに、ITB側の主要研究者を京大に招聘し、研究目標、内容、ス
ケジュール、必要な機器類とソフトウェア、得るべき成果などに関
して、丸２日間みっちり打ち合わせしました。
先方の行事や風習にも配慮したスケ
ジュール立てを含め、お互いの文化
を尊重しながら、密なコミュニケー
ションを取り合うことは、スケジュー
ルの遅れなく研究を進め、成果を上
げるためにとても重要です。

(BOFTB�8JSZB�+BTB�"EJVUBNB৆�
ʢόϯυϯ޻Պେֶ৆ʣ

　ITBによる表彰の中で、最も高く位置付け
られる賞。長年にわたる共同研究の実施、
特に研究設備の飛躍的な充実、人材育成に
よる研究力の大幅向上、プロジェクト開始
時からの着実な研究成果の蓄積が高く評価
されました。

༩ڙࡐػ

　走査型電子顕微鏡や各種クロマトグラフなど、12種の
先端的な計測・分析装置と３種のソフトウェアを搬入しま
した。ITBでの活用はもちろん、
インドネシア全域の大学や研
究機関、警察や税関などから
の分析依頼も受け、フル稼働
の状態です。消耗品やメンテ
ナンス費用はITB側で確保さ
れ、機器は常に使用可能な状
態に維持されています。

૬खࠃͷਓࡐҭ੒

　インドネシアにおける
地熱開発を担う人材の育
成を目指して、毎年、ITB
の大学院生、若手研究員、
企業の若手技術者ら十数
名を日本に招聘し、幅広
い内容の研修を実施。座
学のほか、大分県での現
地調査や試料の分析実習、
それに成果発表会も行い
ました。

ܞͱͷ࿈ۀا

　相手国の複数の企業と連携しており、共同
で行った現地調査の成果が国際誌に掲載さ
れたり、新規掘削地点の選定にプロジェクト
の成果が採用されたりしています。また、途
中から他地区にも研究を展開できたことで、
蒸気スポット検出の精度を検証できるサイト
も増え、より社会実装につながりやすくなり
ました。日本側企業からは、地熱開発におけ
る諸問題や数値シミュレーション等に関して
協力いただきました。

4"53&14΁Ԡื͖ͨͬ͠ ͔͚

　バンドン工科大学（ITB）の資源工学・地球科
学分野と小池教授のつながりは強く、ITBの教
員4名はかつて小池教授のもとで博士号を取得
しています。2004年に石炭の資源量評価など
に関する共同研究を開始し、国際会議の開催や
共著での論文執筆などを通して交流を深めてき
ました。SATREPSに京都大学の同学科からも採
択されていることを知り、持続可能エネルギー
分野でも共同研究をさらに深めたい、地熱研究
に総合的に取り組んで研究力を向上させたいと
考え、応募しました。

JCC（初回） JCC（最終）
終了時評価

JCC JCC

JST・AMED、JICAは連携・ 
協力してプロジェクトの評価を 

行います。評価の観点は 
P.13を見てね！

JCC
中間評価

୅දऀͷίϝϯτڀݚ

　地熱発電を促進して低炭素社会に貢
献するというミッションを果たすととも
に、インドネシアやその他の国の共同研
究者と日本との研究・人材交流・連携強
化を進めることで、世界をリードできる
研究へと発展させていきたいと考えて
います。今後はSATREPSで得られた成
果を基礎に、すでに開発された地区で
発電量を増大させるための貯留層深部
の探査技術開発や、エジプトやモザン
ビークなどと共同研究も行い、研究も
ネットワークも発展させていきます。

૬खऀڀݚࠃͷίϝϯτ

　BAGUSプロジェクトは、探査失敗の
リスクとコストを低減するために比較的
安価で高精度な技術を必要としていた
インドネシアの地熱資源開発のニーズ
を満たすものでした。
　最新の実験装置やソフトウェアの導
入など、BAGUSプロジェクトの活動は、
科学技術の発展、探査方法の向上、そ
してもちろんITBの人材育成にもつなが
りました。育った人材は技術者や大学
教員/研究者として地熱分野に広がり活
躍しています。

正式化

JCCとは、Joint Coordination  
Committee:合同調整委員会のこと。 

プロジェクトの全ての関係者が集まる最高 
意思決定機関であり、プロジェクトの経過報告 

や今後の予定などの報告、プロジェクト 
に関わる事項を協議・決定する重要な 

会議を毎年行います。

Ͱ஍தΨεΛ෼ੳதࡐ༩機ڙ
஍ௐࠪ΍෼ੳ࣮शݱ

日本ͱΠϯυωγΞの୅දऀʹΑΔॺ໊ IT#Ͱのදজࣜ

ϓϩδΣΫτのਐ௙ঢ়گΛ·ͱΊͨ
χϡʔεϨλʔ（ܭ�ճ発行）

国際γϯϙδ΢Ϝのలࣔϒʔε

ധ·りࠐみの໺֎ 
ௐࠪͰ৯΂ͨφγɾϒϯΫεɻ 
ళ಄ʹੵ·Ε͓ͨ૯͔ࡊΒ 

 ାͰแΜͰࢴな෺Λબͼɺ͖޷
͓ห౰ʹ͠·͢ɻ

໺֎Ͱの૷ஔの立্ͪ͛ 
΍ܭଌの଴ͪؒ࣌ʹ͸ɺ͚ Μۄ 

΍ଡ଼なͲの日本の؝۩の 
༡ͼํΛ঺հͯ͠ަྲྀΛ 

ਂΊΔ͜ͱ΋

本プロジェクトのロゴ。
略称であるBAGUSは 

インドネシア語で 
Very Goodの意味。

4"53&14�����
4"53&14τϐοΫε
4"53&14�5PQJDT
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ͻͲ͘ԚΕͨ઒ͷਫΛ�
҆৺ͯ͠ҿΊΔਫ ʂʹ

『�水汚染耐性のある水供給システムの構築』

高度浄水処理方法の初期費用と運転費用を８０パーセント低減！

ɹϕτφϜΛؚΉ౦ೆΞδΞ஍ҬͰ͸ਫಓਫݯͰ͋ΔՏ઒のਫ࣭Ԛછ͕ਐΜͰ

͓りɺҰൠతなড়ਫॲཧํ法Ͱ͸ਫಓਫの҆શੑΛ֬อͰ͖な͘な͍ͬͯΔɻ͞

ΒʹɺԚછ෺࣭のআ͕ڈ可能Ͱ͋Δߴ౓なড়ਫॲཧํ法͸ɺͦ のॳظ౤ࢿͱӡ

༻අ༻͕ࢭߴʹڞ·り͠ ͍ͯΔͨΊɺ開発్্国ʹී͍ͯ͠ٴな͍ɻͦ ͜Ͱ本研

究Ͱ͸ɺ̓ Ձɾ௒লΤωɾݱ஍ௐୡΛ࣮͢ݱΔߴ౓ড়ਫॲཧํ法ͱɺਫの҆શੑ

ΛΦϯϥΠϯͰ͢ࢹ؂Δਫ࣭ܭଌ技術Λ開発͢Δɻ

住民と産業への持続的な水供給を実現

ɹߴ౓ড়ਫॲཧΛ開発్্国のਫಓࢪઃ	ড়ਫ৔ɺ঎ۀϏϧɺۀ޻༻ਫΛ࢖༻

͢Δۀ࢈
ɺ̓ͤ͞ٴීʹ શͰ҆Ձなਫ͕ॅຽͱۀ࢈ʹ持続తʹ͞څڙΕΔࣾ

ձの࣮͢ݙߩʹݱΔɻ·ͨɺݱ஍の本๜ۀا�法人ʹ҆Ձなߴ౓ॲཧ

ਫΛͯ͠څڙ൴Βのੜ׆࢈ಈのਐలʹد༩͢Δɻ

୅දऀڀݚ
τϥϯɾςΟɾϰΟΤτɾφʔ
ϋϊΠݐઃେֶ ֶ޻ڥ؀෦ 
।ڭत

୅දऀɹڀݚ
౻Ԭ ߒو
௕࡚େֶ େֶӃڀݚֶ޻Պ
तڭ

૬खؔػڀݚࠃ  ϋΠϑΥϯਫಓެࣾɺτΡΠϩΠେֶɺϋϊΠݐஙେֶɺϕτφϜ্ԼਫಓڠձɺݐઃলɺD/P΢Υʔλʔ
େֶɺཾཱࢢ๺۝भ  ؔػڀݚ಺ࠃ ୩େֶɺٕۀ࢈ज़૯߹ڀݚॴɺژ౎େֶɺڠ࿨ࣜגۀ޻ిػձࣾɺ 

ձࣾࣜגඛέϛΧϧΞΫΞɾιϦϡʔγϣϯζࡾ ձࣾϑι΢ɺࣜגϕτφϜɺిػ࿨ڠ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ϋΠϑΥϯࢢશମのড়ਫ৔の
ӡసঢ়ଶΛࢹ؂Ͱ͖ΔϞχλʔ

JICAແঈۚࢿ協力ۀࣄʹΑͬ ͯ
ಋೖ͞Εͨਫಓઃඋの࡯ࢹ

Տ઒ਫ࣭のԚછঢ়گのௐࠪ

ϕτφϜ�
ࣾձओٛ�
ࠃ࿨ڞ

ఱવΰム೶Ԃʹ຾ΔແݶͷՄೳੑ�
ʠΰムछࢠʡʹ ΑΔ̜̭ͷ࣮ݱ΁

『�未利用天然ゴムの種の持続的カスケード利用による�

地球温暖化およびプラスチック問題緩和策に関する研究』

ゴム種子に秘める可能性の追求：集めるところから徹底利用まで

ɹԹஆԽ΍ւ༸ごみなͲのڥ؀໰୊ΛഎܠʹɺλΠͰ͸#CG（όΠΦɾ॥ܕ؀ɾά

Ϧʔϯ）ࡁܦϞσϧͱ໏ଧͪɺ࠶ੜ可能ݯࢿの׆༻ͱݯࢿ॥؀ʹΑりڥ؀ௐ࿨ͱۀ࢈

ؒのࠩ֨ࡁܦの௿ݮʹ取り組みɺ持続తなࡁܦ発లΛ目͍ͯ͠ࢦΔɻͦ ͜ͰɺλΠͱ

のύʔτφʔγοϓΛ構ங͠ɺఱવΰϜۀ࢈Ͱະར༻ݯࢿͱ͞Ε͖ͯͨΰϜछࢠの׆

༻Λ目తʹɺछࢠௐୡ͔ΒάϦʔϯϓϩμΫπの૑ग़͓Αͼ࠷ऴ੡඼·ͰのόϦϡʔ

νΣʔϯ構ஙのಓےΛ࡞Δɻ

天然ゴム種子の付加価値化を通じた社会的インパクトの創出

ɹఱવΰϜछࢠのՁ஋Λݟ௚͠ɺόϦϡʔνΣʔϯ構ஙʹΑり৽ͨなόΠΦϚ

εۀ࢈Λ૑ग़͢Δɻछ͕ࢠՁ஋Λ持ͭ͜ͱͰɺੜऀ࢈のऩӹ্޲ͱؒۀ࢈の

ڥେʹΑりɺ؀֦ٴみग़͞ΕΔ੡඼のී࢈な͕Δɻ·ͨɺͭʹݮの௿ࠩ֨ࡁܦ

΍ݯࢿʹؔ͢Δࣾձ໰୊の؇࿨ʹݙߩͰ͖Δɻ

୅දऀɹڀݚ
ਅೋ ڮ݉
౦ژ೶޻େֶ େֶӃڀݚֶ޻Ӄ 
Ԡ༻Խֶ෦໳ ݉ άϩʔόϧΠϊ
ϕʔγϣϯڀݚӃ ।ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  νϡϥϩϯίϯେֶɺΧηαʔτେֶɺϫϥΠϥοΫେֶɺλΠཱࠃՊֶٕज़։ൃிʢ/STD"ʣ

ηϯλʔʢ+*R$"Sʣڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃେֶɺۀ޻େֶɺ೔ຊژણҡେֶɺ౦ܳ޻౎ژେֶɺཱެࡕେֶɺେ޻೶ژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
εϫϒϯ νϥνϟϯνϟΠ
νϡϥϩϯίϯେֶ  
ੴ༉ɾੴ༉ԽֶڀݚՊ ڭत

ఱવΰϜ೶ԂͰ์ஔ͞ΕΔະར༻ݯࢿ 
ʠఱવΰϜのछࢠʡ 

ఱવΰϜੈքੜྔ࢈�Ґの 
λΠのఱવΰϜ೶Ԃ

ఱવΰϜのछࢠʹؚ·ΕΔ
২෺༉ࢷのࡡ༉ݧࢼ

参加型の下痢リスク可視化で水・衛生改善計画を自らデ

ザインする

ɹβϯϏΞɾट౎ϧαΧのपԑʹ͕޿Δ௿ॴಘ஍۠Ͱ͸ίϨϥのΞ΢τϒ

ϨʔΫ͕ࢄ発͍ͯ͠Δɻ人ʑ͸ܞଳి࿩Λ持͕ͭɺӴੜతなτΠϨΛ持ͨ

な͍ɻਫͱӴੜ͸୯なΔ͓ۚの໰୊Ͱ͸な͘ɺ༏ઌॱҐの໰୊Ͱ͋Δɻ開

発͢ΔΞϓϦのࢧԉΛड͚ͯɺॅ ຽࣗΒ͕਎のճりのԚછΛௐ΂ɺԼཀྵϦ

εΫΛ͑ݟΔԽ͢ΔɻʮڭΘΔʯのͰ͸な ʮ࣮͘͢ײΔʯ͜ ͱͰɺॅ ຽࣗ਎ʹΑ

ΔվળํࡦのσβΠϯͱओମతな࣮ફΛ可能ʹ͢Δɻ

衛生環境の劣悪なアフリカ都市スラムで下痢・コレラを未然に防ぐ

ɹϦεΫʹͮ͘جվળܭըΛॅຽࣗ਎͕σβΠϯ͠ɺ࣮ ಈΛ࣮ફ͢Δ͜ͱͰɺਫΛԚ͞׆վળͮ͘جʹײ

ͣɺ৯΂෺ΛԚͣ͞ɺԼཀྵ΍ίϨϥΛະવʹ๷͗ɺ݈ ຽ科学ͱઌ୺科学ࢢΔɻ͢ݱͰӴੜతな฻Β͠Λ࣮߁

Λ༥߹͢Δ͜ͱͰਂࠁなࣾձ՝୊Λղܾ͢Δ৽͍࣮͠ફత科学Λ૑りग़͢ɻ

�Δɻ͢ײΘΔͷͰ͸ͳ࣮͘ڭ
ΞϑϦΧͰ࣮͢ݱΔ҆શͳਫͱӴੜ

『�下痢リスク可視化によるアフリカ都市周縁地域の�

参加型水・衛生計画と水・衛生統計』

୅දऀڀݚ
Χϫϫɾόϯμ
βϯϏΞେֶ
౷߹తਫ؅ݯࢿཧηϯλʔ
ࢣߨڃ্

୅දऀɹڀݚ
ӳయ ాݪ
 ౎େֶژ
ΞϑϦΧ஍Ҭࢿڀݚྉηϯλʔ 
।ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  βϯϏΞେֶɺϧαΧऺެࢢӴੜہɺϧαΧࢢਫӴੜެࣾ

౎େֶɺ๺ւಓେֶɺ౦๺େֶژ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ϧαΧपԑの௿ॴಘ஍Ҭʹ͋ΔτΠϨɻ
෍Ͱ෴ΘΕͨதʹ͸ഉᔔ෺ΛͨΊΔ͕ۭ͍͍݀ͯΔ͕ɺ

֖なͲ͸な͘ɺӍقʹなΕ͹த਎͸ҲΕग़͢ɻ

��〜��ੈଳͰڞ༗͢Δ 
԰֎のਫಓਫખͰਫΛټΉ༷ࢠɻ 

ਫѹ͕௿͍ͨΊɺऄޱ͸஍໘εϨεϨʹ͋Δɻ
 Μͩਫ͸ՈͰཷΊΒΕΔ͕ټ

ҿΉ·ͰʹԚછ͕͢͢Ήɻ

஍Ҭのएऀ͕ͨͪࣗΒͱͬ ͖ͯͨ 
αϯϓϧのେ௎ࠪݕەΛ͢Δ༷ࢠɻ

βϯϏΞ�
ࠃ࿨ڞ

λΠԦࠃ

ͦͷ৔Ͱ෼ੳͰ͖Δ技術ͱ�
ਓࡐʹΑΓɺڥ؀Ԛછ໰題Λղܾ΁ʂ

『�食と環境の安全・安心を実現する�

ハイテク簡易オペレーション分析デバイスの開発と人材育成』

水質や大気を現場で分析できるデバイス技術開発と人材育成

ɹϕτφϜͰ͸ɺ࣌ ɾؒίετɾ࿑力の͔͔Δ෼ੳϥϘͰの෼ੳγεςϜ͕ωοΫͱ

なりɺස発͢Δڥ؀໰୊ʹରԠͰ͖͍ͯな͍ɻͦ ͜Ͱɺਫ΍େؾのͦの৔Ͱの෼ੳ

Λ可能ʹ͢ΔϚΠΫϩྲྀମσόΠε技術΍ిؾԽ学ݕग़技術ɺϞχλϦϯά技術

Λ開発͢Δɻ͞ ΒʹɺϕτφϜఱવڥ؀ݯࢿলͱ࿈ͨ͠ܞ෼ੳ֨ࢿೝఆγεςϜ

Λ構ஙͯ͠෼ੳ人ࡐΛҭ੒͠ɺϏοΫσʔλのσʔλαΠΤϯεʹ΋取り組Ή͜ͱ

Ͱɺݱ৔ܕの෼ੳγεςϜΛ֬立͢Δɻ

環境分析の網の目（メッシュ）を細かくして環境問題を解決する

ɹ日ৗత͔ͭେྔのڥ؀෼ੳΛ可能ͱ͢Δݱ৔ܕ෼ੳγεςϜの構ஙʹΑりɺ

ϕτφϜのڥ؀໰୊のղܾΛ目͠ࢦɺࡁܦ発లஶ͍͠ϕτφϜの持続త発లʹ

Խ͢Δɻ·ͨɺ本ϞσϧΛଞの発ੑ׆Λྲྀަࡐ学人࢈Δͱͱ΋ʹɺ日ӽؒの͢ࢿ

ల్্国ʹ΋͛޿ɺ஍نٿ໛のڥ؀໰୊ղܾʹ͢ࢿΔɻ

୅දऀɹڀݚ
അ౉ ࿨ਅ
ૣҴాେֶ  
৘ใੜ࢈γεςϜڀݚՊ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ϕτφϜࠃՈେֶࣗવՊֶେֶɺఱવڥ؀ݯࢿলɺόοΫχϯఱવہڥ؀ݯࢿ

ॴ࡞ձࣾງ৔੡ࣜגձࣾɺࣜגେֶɺ౦ѥσΟʔέʔέʔژҴాେֶɺ౦ૣ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ϊΠ άΤϯ όϯɹ
ϕτφϜࠃՈେֶࣗવՊֶେֶ 
σΟϨΫλʔ

IPT෼ੳσόΠεɺϞχλϦϯάεςʔγϣϯ

)PB -BD஍۠7/6৽౩の෼ੳ3�Eηϯλʔ
（本ϓϩδΣΫτの技術開発ɺ人ࡐҭ੒ڌ఺）

όοΫχϯলʹ͓͚Δ
Ԛછڥ؀

ϕτφϜ�
ࣾձओٛ�
ࠃ࿨ڞ

෼ੳ人ࡐҭ੒

՝୊ʣڥ໛ͷ؀نٿɾΤωϧΪʔʢ஍ڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	(MPCBM�TDBMF�&OWJSPONFOUBM�*TTVFT
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ΧϯϘδΞのେؾԚછʹؔ͢Δ
SAT3E1S ϓϩδΣΫτɾΩοΫΦϑ 
ϛʔςΟϯά	ITC
 ��
 SFQ�����


ΧϯϘδΞڥ؀ল԰্ʹ 
ઃஔ͞ΕͨେؾԚછ 

ϞχλϦϯάαΠτの࡯ࢹ

ΧϯϘδΞ
Ԧࠃ

ΧϯϘδΞͷେؾԚછΛղܾ͢Δਓࡐ�
Λҭ੒ͤΑʂ؍ଌɺ෼ੳɺͦ ͯ͠対ࡦ΁

『�カンボジアにおける大気汚染リスク管理�

プラットフォームの構築』

大気汚染を科学する最先端の観測網と人材育成体制の構築

ɹΧϯϘδΞͰ͸ࡁܦ発లʹ൐͍ಓ࿏ަ௨΍ݐઃࣄ޻の૿Ճɺແடংな໺ম͖

౳͕ݪҼͱなͬͯେؾԚછ͕ਂࠁԽ͍ͯ͠Δ͕ɺ͜ ͏͠ ʹঢ়Λ科学తなཧղݱͨ

ਖ਼͍ͯͮ͘͠ج ධՁɾվળͰ͖Δ人͕ࡐෆ଍͍ͯ͠Δɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺΧϯϘ

δΞ޻科େ学΍ಉ国ڥ؀ল౳のؔ܎機ؔͱ協力ͯ͠େؾԚછ؍ଌ໢ͱධՁɾ研

究ࢪઃΛ੔උ͠ɺେؾԚછʹΑΔڥ؀ϦεΫΛকདྷʹΘͨͬͯ持続తʹ௿͢ݮΔ

ͨΊの人ࡐҭ੒ɾ政ࡦఏݴମ੍Λ構ங͢Δɻ

鍛え上げられた人材が、大気環境を改善する

ɹ本研究Ͱ࣮͢ࢪΔڞಉ研究Λ௨ͯ͠ɺ構ஙͨ͠େؾԚછϞχλϦϯά໢Λ持

続తʹҡ持؅ཧ͢Δ技術ऀ΍ɺ؍ଌσʔλʹ࠷͍ͯͮجઌ୺の研究Λࣗ立ͯ͠

行͏研究ऀのҭ੒ΛਐΊΔɻಘΒΕͨڥ؀৘ใΛࢢ͘޿ຽへެ開͠ɺ͜ ΕΒʹج

·Λ取りݴఏࡦのͨΊの政ݮϦεΫ௿߁݈͍ͯͮ

ͱΊΔɻ

୅දऀڀݚ
ϙ ΩϜτ
ΧϯϘδΞ޻Պେֶ ֶ௕

୅දऀɹڀݚ
಺ ਖ਼ඒݹ
ۚ୔େֶ ཧڀݚ޻Ҭ ڭत

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ΧϯϘδΞ޻ՊେֶɺӴੜՊֶେֶɺܦཱࠃӦେֶɺڥ؀ল

ۚ  ؔػڀݚ಺ࠃ ୔େֶɺ௕࡚େֶɺେཱެࡕେֶɺେࡕେ୩େֶ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

༦ํのܹ͍͠ަ௨ौ଺
（ITCۙྡަࠩ఺）

಺ͱࢢ଎ʹม๴͢ΔϓϊϯϖϯٸͰࣄ޻ઃݐ
G1Sड৴ςετ（ITC԰্͔Β）

�ɺ͠࠿छබΛબൈɾ২ۀਟͳྛڧ
Αʂͤݙߩʹมಈ໰題ީؾ

『�気候変動適応へ向けた森林遺伝資源の利用と管理による�

熱帯林強靭性の創出』

ゲノム情報を活用して気候変動に対する強靱性が優れた樹種を選抜

ɹ本研究͸ɺ೤ଳྛ࠶ੜ΍ࣾձྛۀ（ॅຽࢀՃܕのྛۀ）ʹ దͨ̒ͭ͠のथछʹͭ

͍ͯɺީؾมಈʹΑりڧ͍ߴਟੑΛ持ͭ༏ྑݸମのήϊϜ৘ใ（D/AதのԘج഑

ྻ）Λ׆༻ͯ͠બൈ͠ɺͦ ΕΒ༏ྑݸମのछබΛࡉ๔ഓཆなͲʹΑͬͯྔ͢࢈Δ技術

Λ֬立͢Δɻ͞ Βʹɺީؾมಈʹରͯ͠ϨδϦΤϯεのۀྛ͍ߴΛଅਐͨ͠৔߹のޮ

ՌΛɺ໦ࡐੜྔ࢈΍ੜଶܥ機能（ԹࣨޮՌΨεٵऩ΍ඇ໦ྔݯࢿࡐなͲ）ɺ஍Ҭࣾձ

΍஍Ҭࡁܦの؍఺͔ΒධՁ͠ɺྛ ଅਐのඞཁੑ΍༗༻ੑΛ科学తʹ໌Β͔ʹ͢Δɻۀ

迫り来る気候変動下でも熱帯林業を持続可能な産業に改善

ɹީؾมಈదԠܕ২ྛʹର͢Δ国際ɾ஍ҬΠϯηϯςΟϒΛ

ར͕ݯࢿมಈԼͰ΋持続తʹ৿ྛީؾΛʮۀଘྛط੒͠ɺܗ

༻Ͱ͖Δۀ࢈ʯへվળ͢Δɻকདྷతʹߴɺ มಈదԠ能Λީؾ͍

༗͢ΔछබʹΑΔڥ؀ɾࡁܦɾࣾ ձ持続తな৿ྛܦӦϞσϧ

͕ల開͞ΕɺީؾมಈదԠɾ؇࿨͕ଅਐ͞ΕΔɻ

୅දऀڀݚ
ϞϋϚυ φΠϜ
ΨδϟϚμେֶ ྛֶۀ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
୩ ঘथ
  ηϯλʔڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
һڀݚҬ ओ೚ྖۀྛ

૬खؔػڀݚࠃ ΨδϟϚμେֶɺֵڀݚཱࠃ৽ி 

ηϯλʔɺॅڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ  ؔػڀݚ಺ࠃ ༑ྛࣜגۀձࣾɺஜ೾େֶɺ৿ྛڀݚɾ੔උߏػɺ௕࡚େֶɺڀݚڥ؀ཱࠃॴɺؔ ੢େֶ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ର৅थछ（ϑλόΨΩ科）の 
੒௕ ଌܭΛ（ܘの௚װྔ）

২࠿༻࣮ੜの࠿ഓ޻ఔΛௐࠪ͠ɺ
ήϊϜ৘ใの׆༻ʹΑΔબൈΛܭը

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

૬ख国の೤ଳྛҨ఻ݯࢿΛௐࠪ

ग़͢ΔνʔΫのए໦ɺ࢈Λࡐなڃߴ
ྛচͰ͸τ΢ϞϩίγΛ࠿ഓ

材料革新×メタン発酵・電気生産・光合成＝資源回収型水処理

ɹϚϨʔγΞ͸ੈքୈ�ҐのύʔϜ༉ੜ࢈国Ͱ͋ΔҰํɺࡡ༉ഇਫʹΑΔਫ࣭

Ԛ୙͕ࢦఠ͞Ε͍ͯΔɻ本՝୊Ͱ͸ɺࡡ༉ഇਫ͔ΒϝλϯΨεੜ࢈なΒͼʹඍੜ

෺೩ྉి஑ʹΑΔి力ճऩΛ行͍ɺӫཆԘΛޫ߹੒ʹΑりճऩ͢Δͱͱ΋ʹɺॲ

ཧਫ͔Β࠶ੜਫΛ੡଄͢ΔγεςϜ開発Λ目͢ࢦɻ֤ ϓϩηεͰඍੜ෺൓ԠΛ

ଅਐ·ͨ͸཈੍͢Δɺ·ͨ͸ର৅෺࣭の෼཭機能ΛߴΊͨࡐྉの開発ʹΑりߴ

ޮ཰なݯࢿճऩܕਫॲཧΛ֬立͢Δɻ

廃水処理を新たな価値を創造する資源循環システムに

ɹैདྷのΤωϧΪʔফඅܕഇਫॲཧΛݯࢿ॥؀ϓϩηεʹసͯ͠׵ɺਫ࣭Ԛ୙

໰୊のղܾのみなΒͣԹࣨޮՌΨεΛେ෯ʹ͠ݮ࡟ύʔϜ༉ۀ࢈の持続可能ੑ

ΛڧԽͰ͖Δɻ͜ ΕʹΑりɺͻΖ͘ޫ߹੒ʹΑΔ୸ૉݻఆͰੜみग़͞ΕΔ೩ྉੜ

の੩຺Πϯϑϥͱ͠࢈ ͯॏཁなϞσϧέʔεͱなΔɻ

ύʔムΦΠϧࡡ༉ഇਫ͔Β�
ਫɾి 力ɾϛωラϧݯࢿΛճऩͤΑʂ

『�材料革新に基づく持続可能なエネルギー・資源・水回収型�

パームオイル搾油廃水（POME）処理システムの開発』

୅දऀڀݚ
ΞʔϚουɾϑΝ΢δɾ 
ΠεϚΠϧ
ϚϨʔγΞ޻Պେֶ ෭ֶ௕

୅දऀɹڀݚ
٢ా ಸԝࢠ
  େֶۀ޻԰ݹ໊
େֶӃڀݚֶ޻Պ ।ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ϚϨʔγΞ޻ՊେֶɺϚϨʔγΞɾύʔϜ༉ҕһձɺ ςφΨɾφγϣφϧڀݚॴɺϚϨʔγΞཱࠃਫྗڀݚॴ

౎େֶژେֶɺۀ޻԰ݹ໊ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ύʔϜ೶Ԃの༷ࢠ

ύʔϜΦΠϧࡡ༉ഇਫॲཧ৔の༷ࢠ

ςφΨɾφγϣφϧ研究ॴ๚໰

Խੴ༝དྷͷࡐྉ͔Βɺ࣋ଓՄೳͳ�
ఱવΰム༝དྷͷࡐྉʹସ͑Δ͕࣌དྷ ʂͨ

『�天然ゴムを用いるグローバル炭素循環プロセスの�

科学技術イノベーション』

タンパク質フリー天然ゴムの精製、製品開発と、資源循環のための生分解技術

ɹ本研究͸ɺ持続可能なੜ෺ݯࢿͰ͋ΔఱવΰϜʹண目͠ɺͦ のجۀ࢈൫Λ৽ͨʹ構ங͢Δ

͜ͱΛ目͢ࢦɻ·ͣ͸ɺΞϨϧΪʔ΍ੑ能௿ԼのݪҼʹなΔఱવΰϜのͨΜͺ࣭͘Λআͨ͠ڈ

ఱવΰϜૉࡐのେྔੜ࢈技術Λ開発͢Δɻͦ のޙɺͨ Μͺ࣭͘ϑϦʔఱવΰϜૉࡐΛ༻͍ͨ

ࣗಈं༻λΠϠ΍医療༻ΰϜ੡඼の開発ɺఱવΰϜ੡඼のੜ෼ղ技術の開発ɺ͓ Αͼڥ؀ௐ

࿨ܕのഇਫॲཧ技術の開発ʹ取り組みɺ૯ͯ͡ԹஆԽΛ௿ͤ͞ݮΔɻ

天然ゴム科学ワールドを創り出し、温暖化を低減しよう

ɹ本研究Ͱ͸ɺͨ Μͺ࣭͘ϑϦʔのఱવΰϜʹؔ࿈͢Δ஌ڧࡒ

Խͱ国際標४ԽΛਪਐ͠ɺै དྷの߹੒ΰϜʹସΘΔఱવΰϜ࢈

࢈อશڥ࿈͢Δ؀ؔʹ॥؀ݯࢿΛ૑ग़͢ΔɻซͤͯఱવΰϜۀ

ྉΛ༻͍ΔࣾձʹมΘΔࡐɻఱવΰϜ༝དྷの͢ࢦの૑ग़Λ目ۀ

͜ͱͰԹஆԽ΋௿͢ݮΔɻ

୅දऀڀݚ
ϑΝϯɾνϡϯɾχΞ
ϋϊΠ޻Պେֶ 
ΰϜՊֶٕज़ηϯλʔ௕ɾ।ڭत

୅දऀɹڀݚ
ོ࢘ ޱࢁ
௕Ԭٕज़ՊֶେֶେֶӃ 
तڭ Պڀݚֶ޻

૬खؔػڀݚࠃ  ϋϊΠ޻Պେֶ
௕Ԭٕज़Պֶେֶɺެ  ؔػڀݚ಺ࠃ ཱௗऔڥ؀େֶɺ౦ߴۀ޻ژ౳ઐ໳ֶߍɺপ௡ߴۀ޻౳ઐ໳ֶߍɺڀݚڥ؀ཱࠃॴɺ

ॅ༑ΰϜۀ޻ʢגʣɺॅ ༑ཧ޻ʢגʣɺനੴΧϧγ΢Ϝʢגʣɺʢגʣനੴதԝڀݚॴɺߴۀ޻ޖ౳ઐ໳ֶߍ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ఱવΰϜ科学ɺφϊϚτϦοΫεの
ਅࣸڸඍݦࢠి

ఱવΰϜՃ޻༝དྷのݯࢿ॥؀の
ͨΊのਫɾ࠶ݯࢿੜ૷ஔ࡞り

ఱવΰϜ෼ղەʹΑΔ 
ϥςοΫεάϩʔϒ෼ղ

ϕτφϜ
ࣾձओٛ
ࠃ࿨ڞ

ϔϕΞの໦͔ΒのఱવΰϜɺ
ϑΟʔϧυϥςοΫεのऩ֭

ϚϨʔγΞ

՝୊ʣڥ໛ͷ؀نٿɾΤωϧΪʔʢ஍ڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	(MPCBM�TDBMF�&OWJSPONFOUBM�*TTVFT
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όΠΦϚεௐ （ࠪथߴଌఆ）

ϢʔΧϦ人ྛ޻
όΠΦϚεௐࠪϓϩοτઃఆ

ՐೖΕの༷ࢠ

৿ྛ科学Λ学Ϳେ学ੜʹର͢Δ 
೤ଳӍྛのੜ෺ଟ༷ੑʹؔ͢Δ໺֎तۀ

（ϥϯϏϧώϧζ国立ެԂ）

 Ͱのף��Nのथ͞ߴ
๚Ֆੑࠛ஬ू࠾

 ੜଉੑࠛ஬のௐࠪףྛ
（ϥϯϏϧώϧζ国立ެԂ）

๛͔なੜ෺ଟ༷ੑΛ༴͢Δ 
αϥϫΫभの೤ଳӍྛのྛף 
（ϥϯϏϧώϧζ国立ެԂ）

ւ༸プラενοΫ͝Έͷൃੜܦ࿏΍�
ւ༸ڥ؀΁ͷӨڹΛղ໌ͤΑʂ

『東南アジア海域における海洋プラスチック汚染研究の拠点形成』

海洋プラスチックごみの発生経路や海洋環境への影響を明らかに

ɹ౦ೆΞδΞ஍Ҭ͸ɺւ༸ϓϥενοΫԚછのϗοτεϙοτͱ͑ߟΒΕ͍ͯΔɻ͠ ͔

͠ɺւ༸ϓϥενοΫ͕ੜଶܥ΍人ؒ׆ಈʹٴ΅͢Өڹ͸͜Ε·Ͱे෼ʹղ໌͞Ε

͍ͯな͍ɻͦ ͜Ͱɺ本ϓϩδΣΫτ͸λΠʹ研究ڌ఺Λઃ立͠ɺւ༸ϓϥενοΫの発

ੜܦ࿏΍ւ༸ڥ؀へのӨڹΛௐࠪ͢Δɻ·ͨɺ཮Ҭ͔ΒւҬʹ͔͚ͯのϓϥενοΫ

ごみの発ੜܦ࿏΍発ੜྔΛϞχλϦϯά͠ɺকདྷతなւ༸ϚΠΫϩϓϥενοΫのഉ

ग़ྔ༧ଌΛ目͢ࢦɻ

海洋プラスチックごみ軽減に向けた行動計画をタイ政府へ提案

ɹ科学తな஌͍ͨͮجʹݟւ༸ϓϥενοΫݮ࡟政ࡦの࡞੒ʹ͍ͭͯλ

Π政෎Λࢧԉ͢Δɻ͞ ΒʹɺλΠʹ͓͚Δ取り組みΛपล国へల開͠ɺ౦ೆ

ΞδΞ஍Ҭの持続తなւ༸ϓϥενοΫ͢ݙߩʹݮ࡟Δɻͦ のதͰɺಉ研

究ڌ఺͸ݮ࡟政ࡦのڧԽʹ͚ͨ޲科学తࠜڌΛࣔ͢໾ׂΛ୲͏͜ͱ͕ظ

଴͞ΕΔɻ

୅දऀڀݚ
ϰΥϥϊοϓ ϰΟϠΧʔϯ
νϡϥϩϯίϯେֶ  
ཧֶ෦ւ༸ՊֶՊ ڭत  
ਫڀݚݯࢿ࢈ॴ௕

୅දऀɹڀݚ
үล ಞ඙
۝भେֶ Ԡ༻ྗֶڀݚॴ  
େؾւ༸ڀݚڥ؀ηϯλʔ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ νϡϥϩϯίϯେֶɺΠʔελϯΞδΞେֶɺϫϥΠϥοΫେֶɺఱવڥ؀ݯࢿল

ւ༸େֶɺࣛژ۝भେֶɺ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ ॴڀݚ஍౔໦פ ॴڀݚେֶɺதԝେֶɺ౔໦޻೶ژ౎େֶɺ౦ژຊେֶɺ۽ౡେֶɺࣇ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

νϡϥϩϯίϯେ学Ͱ行ΘΕͨ
3Dॺ໊ʹ際ͯ͠のऀهձݟ

ௐࠪҐஔͰ͋ΔαϚΤαϯౡの 
ւ؛ඬணϓϥενοΫごみ

λΠ
Ԧࠃ

λΠఱવڥ؀ݯࢿল 
1PMMVUJPO CPOUSPM DFQBSUNFOU 

ͰのϓϩδΣΫτ֓ཁઆ໌

ϖϧʔ�
ࠃ࿨ڞ

��ଓతͳ৿ྛ؅ཧͰΞϯσε࣋
ΞϚκϯ͕௚໘͢Δ課題ͷղܾΛʂ

『�アンデス-アマゾンにおける山地森林生態系保全のための�

統合型森林管理システムモデルの構築』

森林生態系サービス保全・利用のための森林管理システムを開発

ɹΞϯσε͔ΒΞϚκϯʹࢸΔࢁ஍৿ྛੜଶܥͰ͸ɺ人ؒ׆ಈ΍ީؾมಈʹىҼ͢Δ

༷ʑな人ҝ֧ཚ΍ਫݯࢿのෆ଍ʹΑりੜଶܥ機能の௿Լ͕ݒ೦͞Ε͍ͯΔɻͦ ͜Ͱɺ૿

Ճ͢Δ৿ྛՐࡂ΍െ࠾のӨڹɺڅڙ可能なਫྔݯࢿʹ͍ͭͯのཧղΛ௨ͯ͡ɺ஍Ҭॅຽ

͕ੜଶܥαʔϏεΛڗड͠な͕Β৿ྛอશΛ可能ͱ͢Δ৿ྛ؅ཧγεςϜΛ開発͠ɺ஍

Ҭॅຽのਫݯࢿ΍৿ྛ؅ݯࢿཧのͨΊのҙܾࢥఆࢧԉπʔϧͱ͠ ͯࣾձ࣮૷Λ目͢ࢦɻ

地域住民の参加を通じ、持続的な山地森林生態系保全と利用を実現

ɹॅຽのར༻χʔζͱੜଶܥอશΛ྆立ͤ͞Δ৿ྛ഑ஔΛఏࣔ͢Δ͜ͱ͕可能な౷

৿ྛ؅ཧγεςϜΛ開発͢Δɻ͜ܕ߹ のγεςϜΛ׆༻͢Δ͜ͱͰɺ஍ҬॅຽʹΑΔΞ

ϯσεʵΞϚκϯ஍Ҭの੬ऑなࢁ஍৿ྛੜଶܥのอશͱੜଶܥαʔϏεの持続తར

༻͕ଅਐ͞ΕΔ͜ͱ͕ظ଴͞ΕΔɻ

୅දऀڀݚ
ιΠϥɾΞ΢ϩϥɾΫϧεɾ 
ϒϧΨ
ϥɾϞϦʔφཱࠃ೶Պେֶ  
৿ྛՊֶ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
ฏా ହխ
৿ྛڀݚɾ੔උߏػ  
৿ྛ૯߹ڀݚॴ ڀݚઐ໳һ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ϥɾϞϦʔφཱࠃ೶Պେֶɺ৿ྛ໺ੜಈ෺ி

ձڠॴɺઍ༿େֶɺ۝भେֶɺҰൠࣾஂ๏ਓ೔ຊ৿ྛٕज़ڀݚ߹৿ྛ૯ ߏػɾ੔උڀݚ৿ྛ  ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

�༺తརۃ৘ใͱԘੜ২෺ͷੵ࣮ؒ࣌
Ͱ࣋ଓՄೳͳ೶ۀΛ࣮ͤݱΑʂ

『�アラル海地域における水利用効率と�

塩害の制御に向けた気候にレジリエントな革新的技術開発』

内部循環型塩生農業に有用な作物の選定と実時間情報の利活用

ɹ௕೥ʹΘͨΔᕲᕱ೶ۀʹΑͬͯΞϥϧւ͕ॖখ͠ɺपล஍ҬのԘ֐΍ׯ͹͕ͭਂ

ଌӴ੕৘ใ͔ΒΞϥϧւप؍ٿσʔλ΍஍ީؾԽ͍ͯ͠Δɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺࠁ

ลͰར༻可能なਫݯࢿ ɾྔৠ発ࢄ ɾྔ೶࡞෺のੜҭঢ়گΛ೺Ѳ͢Δɻ͞ ΒʹɺԘ֐の

ਐ行Λ๷͙ͨΊɺద੾なᕲᕱഉਫの؅ཧํ法ɺԘੜ২෺Λ׆༻ͨ͠Ԙੑ౔৕のੜ෺

学తम෮ɺਫར༻ޮ཰のྑ͍࡞෺छの࠿ഓΛ組み߹Θͤͨ持続త೶ۀϞσϧの開

発ʹ取り組Ήɻ

農地水・塩分管理を実現する内部循環型のビジネスモデルの開発

ɹར༻可能なਫྔݯࢿɺৠ発ྔࢄ΍࡞෺ੜҭのঢ়گΛ౿·͑

ͨᕲᕱɾഉਫ؅ཧɺԘ֐஍ʹ͓͚ΔԘੜ২෺のੵ࠿ۃഓΛ௨

ͨ͡ɺޮݯࢿ཰తͰ持続可能な೶ۀΛ࣮͢ݱΔͨΊʹɺԘ෼

΍ס૩ʹର͢Δ଱ੑ΍౔৕Ԙ෼のআڈ能力ɺਫར༻ޮ཰の؍

఺͔Β࠷దな࡞෺छの組み߹ΘͤΛఏҊ͢Δɻ

୅දऀڀݚ
ϋϏϒϥΤϑ  
όώτδϟϯ αΪυΡϨϏον
ΞϥϧւྲྀҬࡍࠃΠϊϕʔγϣϯ
ηϯλʔ ηϯλʔ௕

୅දऀɹڀݚ
ాத ࣏ݡ
तڭ ॴڀݚࡂ౎େֶ ๷ژ

૬खؔػڀݚࠃ  ΞϥϧւྲྀҬࡍࠃΠϊϕʔγϣϯηϯλʔɺ΢ζϕΩελϯਫจؾ৅ڀݚॴɺλγέϯτᕲᕱ೶ػۀցԽٕज़ڀݚॴɺ 
΢ζϕΩελϯཱࠃେֶɺ΢ζϕΩελϯઃڀݚܭॴɺλγέϯτ೶ۀେֶψΫεߍ

େֶɺௗऔେֶཱࢢॏେֶɺ๺۝भࡾେֶɺઍ༿େֶɺށ౎େֶɺਆژ ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

Ԙੜ২෺ΞϧϋΪͱϥΫμ

Ԙੜ২෺ࠞ߹ࣂྉΛ৯΂Δ༽

΢ζϕΩ�
ελϯ�
ଌ؍ΞϧϑΝϧϑΝാͰの౔৕ਫ෼ࠃ࿨ڞ

౔৕ਫ෼ͱECのܭଌ

ϚϨʔγΞ

αラϫΫभ೤ଳӍྛʹજΉ�
ੜ෺ଟ༷ੑͷશ๴Λղ໌ͤΑʂ

『�マレーシア国サラワク州の保護区における熱帯雨林の�

生物多様性多目的利用のための活用システム開発』

熱帯雨林における生物多様性の評価・利用システムの構築

ɹ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺD/AόʔίʔσΟϯάなͲのઌ୺技術Λ༻͍ͯɺαϥϫΫभʹ఺

Λ໢ཏతʹௐࠪ͢Δɻ·ͨɺͦگঢ়ޢΔ೤ଳӍྛのଟ༷なੜ෺の෼෍Ҭ΍อ͢ࡏ の݁Ռ

Λूੵͨ͠σʔλΞʔΧΠϒΛ構ங͠ɺαϥϫΫभʹ͓͚Δੜ෺ଟ༷ੑ研究のͨΊの研

究ج൫Λ੔උ͢Δɻ͞ Βʹɺڭҭɾࣾ ձීٴϓϩάϥϜΛࡦఆ͠ɺੜ෺ଟ༷ੑの஌తݯࢿ

のՁ஋ʹର͢Δݱ஍ॅຽのೝࣝΛߴΊɺ科学తな技能Λඋ͑ͨ人ࡐのҭ੒ʹ͢ݙߩΔɻ

熱帯雨林における生物多様性の多面的利用・管理を強化

ɹσʔλΞʔΧΠϒʹ஝ੵ͞Εͨ৘ใΛ౿·͑ɺ೤ଳӍྛʹ͓͚Δੜ෺ଟ༷ੑΛଟ໘

తʹར༻ɾ؅ཧ͢ΔͨΊの政ࡦఏݴΛࢧԉ͢Δɻ·ͨɺੜ෺ଟ༷ੑʹؔ͢Δ࠷৽の஌

ҭͱ͍ͬͨ஍Ҭࣾձの༷ʑなχʔζڭڥɺ科学ɾ؀ۀ࢈ɺόΠΦۀ࢈ޫ؍Λ੔ཧ͠ɺݟ

ʹଈͨ͠৘ใΛ発৴͢Δɻ

୅දऀڀݚ
ϧೋ γϧϕελʔ ϓϯΨ
αϥϫΫभ৿ྛہ ্੮ࠤิ׭࣍

୅දऀɹڀݚ
࿕޹ Ԭࢢ
  ౎େֶେֶӃژ
஍ֶڥ؀ٿಊ ڭत

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

૬खؔػڀݚࠃ αϥϫΫभ৿ྛہɺαϥϫΫ৿ྛެࣾɺੜ෺ଟ༷ੑηϯλʔ
ɺߴ౎େֶɺಙౡେֶɺౡࠜେֶژ  ؔػڀݚ಺ࠃ ஌େֶɺڀݚڥ؀ཱࠃॴɺ౦ژ౎ཱେֶ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

՝୊ʣڥ໛ͷ؀نٿɾΤωϧΪʔʢ஍ڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	(MPCBM�TDBMF�&OWJSPONFOUBM�*TTVFT
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μϚϧδϣάݧࢼ೶৔のஷਫλϯΫ಺の
ੜҭ૶ྨಉఆのͨΊのαϯϓϦϯά

Ξϧλ஍࣮۠ূݧࢼ೶৔ʹ͓͚Δ 
લௌ͖取りௐࠪࣄ

σΟΩϧಞ೶Ո೶Ԃの 
 ෺ੜҭϞχλϦϯάのͨΊの࡞
ϚϧνεϖΫτϧηϯα౥ࡌ 

υϩʔϯۭࡱ

σΟΩϧಞ೶Ո೶Ԃの
ιʔϥʔϙϯϐϯάγεςϜの

ޮ཰ղੳ�発ిྔͱύ
ωϧԹ౓のௐࠪ

Ϛϥ΢ΠބͰ࢖͘޿ΘΕ͍ͯΔ
ද૚͖ר໢（νϦϛϥɾωοτ）ʹ

ΑΔړ࿑

ଜのϏʔνʹ໭͖ͬͯͨړધʹ 
 ෺のᗉ੡ʹ͸पลの৿͔Β࢈Ίͯू·Δ人ʑਫٻΛڕ

ಘΒΕΔಛఆのथछの਋͕޷·ΕΔ

Ϛϥ΢Π�
ࠃ࿨ڞ

஍ҬのΠϊϕʔςΟϒな೶Ոの
ാʹ࡞ΒΕͨখن໛ᕲᕱਫ࿏

δϒν�
ࠃ࿨ڞ

ਫݯࢿͷൃలత؅ཧͰδϒνͷ�
࠭യʹ࣋ଓత೶຀ۀΛͭ͘Εʂ

『ジブチにおける広域緑化ポテンシャル評価に基づいた

　発展的・持続可能水資源管理技術確立に関する研究』

広域水資源・緑化潜在力を把握しアグロパストラル（農牧業）実証

ɹδϒν͸国౔のେ෦෼͕౔യのࣗવ͕ڥ؀աࠅな国Ͱ͋りɺ৯ྉࣗڅ཰͸���ఔ

౓ˎͰ͋Δɻδϒνのਫݯࢿの޿Ҭ͔ͭ立ମతな෼෍ɾ॥ܦ؀࿏ɾ持続可能ར༻ྔΛ

೺Ѳ͠ɺ೶຀ۀのల開஍ҬΛ͛޿Δ͜ͱΛ目͢ࢦɻδϒνશ౔ʹ͓͍ͯӴ੕ɾ6A7ը

૾Λ༻͍྘Խ力ɾ຀ཆ力ͱਫݯࢿͱの͔ؔ܎Βݱঢ়೺ѲΛ行͏ɻ·ͨɺ౎ࢢΰϛΛ༗ޮ

ۀ೶຀ܕΛ発లͤͨ͞અਫۀྉの開発ʹΑりΦΞγε೶ࣂ྘Խɺ༗༻২෺ɾͨ͠༺׆

ϞσϧΛఏҊ͢Δɻ
ˎֹۚϕʔε

水資源を有効活用し乾燥地に荒廃地緑化・農牧地を実装普及！

ɹ࠷ద྘Խ஍ҬΛࣔ͠ɺద஍ʹ͓͚Δ࣮ূݧࢼΛ௨ͯ͠ס૩஍ʹద

ͨ͠持続可能な೶຀ۀ（Ξάϩύετϥϧ）Λల開͢Δɻ͜ のաఔͰ

δϒνશ౔のਫ॥؀ɺͻ͍ͯ͸ΞϑϦΧ֤஍Ҭの国ڥΛӽ͑ͨ஍Լ

ਫ॥ܥ؀Λ໌Β͔ʹ͠ɺଞのס૩஍Ҭへの࣮૷可能ੑΛࣔ͢ɻ

୅දऀڀݚ
δϟϚ Ϟϋϝυ ϋοαϯ
δϒνେֶ ֶ௕

୅දऀɹڀݚ
ౡా ୔඙
౦ژ೶ۀେֶ  
஍Ҭڥ؀Պֶ෦ ڭत

୒೥౓ ฏ੒��೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ δϒνେֶɺδϒνௐࠪڀݚηϯλʔɺδϒν೶ۀਫۀړݯࢿச࢈ւ༸ݯࢿল
େֶɺؔۀ೶ژ౦  ؔػڀݚ಺ࠃ ੢େֶɺౡཱࠜݝେֶɺژ౎େֶɺࣜגձࣾ஍ڥ؀ݍςΫϊϩδʔɺ 

ձࣾΦϦΤϯλϧίϯαϧλϯπάϩʔόϧࣜג
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

ແடংͳύʔム೶Ԃ֦େʹετοプʂ�
015Λ࣋͠༺׆ଓత೶Ԃ΁

『オイルパーム農園の持続的土地利用と再生を目指した�

　オイルパーム古木への高付加価値化技術の開発』

パーム農園が抱える諸問題の解決に向けたパーム古木利用技術開発

ɹϚϨʔγΞ͸ੈքのύʔϜ༉の໿ׂ̏Λੜ͍ͯ͠࢈Δɻࡁܦण໋Λܴ͑ͯെ͞࠾Εɺ೶

Ԃ಺ʹ์ஔ͞ΕͨΦΠϧύʔϜݹ໦（01T）͸ɺ౔৕ප֐のຮԆ΍෼ղʹ༝དྷ͢ΔԹࣨޮ

ՌΨεの発ੜ΍ɺ৽ͨな೶Ԃ開ࠖʹ൐͏೤ଳྛെ࠾౳ΛҾ͖͢͜ىɻ本研究Ͱ͸ɺ01Tの

์ஔ͕΋ͨΒ͢ӨڹΛ科学తɺࡁܦతʹධՁ͢Δͱͱ΋ʹɺόΠΦΨε΍ੜ෼ղੑૉࡐ౳ɺ

ଟ༷なߴ෇ՃՁ஋੡඼Λ੡଄͢Δ技術Λ開発͢Δ͜ͱͰɺ01Tのߴ౓ݯࢿԽΛୡ੒͢Δɻ

OPT利用技術開発による持続的農園経営の実現と新たな産業創出

ɹϚϨʔγΞͱ日本ʹ͓͚Δ࢈学׭࿈ܞΛج൫ʹɺ01TΛߴͨ͠༺׆෇ՃՁ஋੡඼の੡

଄技術Λ開発͢Δ͜ͱͰ01TのݯࢿՁ஋ΛߴΊɺ৽ͨな

২ྛ͕࠶01Tのൖग़ɾར༻͕ਐみɺύʔϜ೶Ԃ಺Ͱのͨ͠࠾の૑ग़ΛਤΔɻെۀ࢈

可能ʹなΔͨΊɺ持続తなύʔϜ೶ԂܦӦの࣮ݙߩʹݱͰ͖Δɻ

୅දऀڀݚ
εσγϡɾΫϚʔϧ
ϚϨʔγΞཧՊେֶ  
ੜ෺ֶ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
খਿ ত඙
  ηϯλʔڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
ੜ෺ݯࢿɾར༻ྖҬ  
ϓϩδΣΫτϦʔμʔ

૬खؔػڀݚࠃ  ϚϨʔγΞཧՊେ ʢֶ6S.ʣɺϚϨʔγΞύʔϜΦΠϧிʢ.P0#ʣɺϚϨʔγΞ৿ྛڀݚॴʢ'R*.ʣɺϚϨʔγΞඪ४ڀݚۀ޻ॴʢS*R*.ʣ

ձࣾࣜגࣄձࣾɺ೔৽঎ࣜגॴɺύφιχοΫڀݚڥ؀ཱࠃౡେֶɺ޿ձࣾ*)*ɺࣜגηϯλʔʢ+*R$"Sʣɺڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ฏ੒��೥౓࠾

ϚϨʔγΞʹઃஔ͍ͯ͠Δ
01Tར׆༻技術࣮ূઃඋɻ

඼࣭01TϖϨοτΛ͸͡Ίɺߴ
όΠΦΨεੜ࢈ɾ発ిɺਫॲཧઃඋΛඋ͑ɺ

θϩΤϛογϣϯͰ01T͔Β
෇ՃՁ஋੡඼Λ੡଄͢Δɻߴ

ϚϨʔγΞ

ΦΠϧύʔϜのെݱ࠾৔ɻെޙ࠾ɺ 
01T͸೶Ԃʹ์ஔ͞Εɺ౔৕පەݪのຮԆなͲɺ

౔৕ڥ؀へਂࠁなӨڹΛ༩͑Δͱ͞ΕΔɻ

ΦΠϧύʔϜɻύʔϜՌ๪のੜੑ࢈ 
௿ԼのͨΊ໿��೥ごͱʹെ͞࠾Εɺ 

২ྛ͕行ΘΕΔɻ࠶

地Ҭͷਓʑͷ࣮ફͱ学際科学ͷ༥߹͕ɺ�
ଓՄೳͳະདྷΛ୓࣋͘

『�マラウイ湖国立公園における統合自然資源管理に基づく�

持続可能な地域開発モデル構築』

自然資源の統合管理によって自然環境と資源の持続可能性を高める

ɹޙ発開発్্国Ϛϥ΢Πの೶ړࢁଜの人ʑ͸ɺ๛͔なࣗવ͕΋ͨΒ͢ଟ༷なࣗવ

དྷの஌ࡏ؅ཧ科学ͱɺ஍Ҭの人ʑ͕ݯࢿ৽の࠷Δɻ͍ͯ͠׆ґଘͯ͠ੜʹݯࢿ ɾࣝ技術

Λج൫ʹ࣮ફ͍ͯ͠ΔޮՌతな取り組みΛɺτϥϯεσΟγϓϦφϦʔ研究ˎΛ௨ͯ͡

༥߹͠ɺ͜ Ε·Ͱର৅ݯࢿごͱʹݸผʹ࣮͞ࢪΕ͖ͯͨଟ༷な؅ݯࢿཧΛॱԠతʹվ

ળɾڧԽ͢Δͱಉ࣌ʹɺͦ のޮՌのγφδʔΛੜみग़͢౷߹؅ݯࢿཧの࢓組みΛ構ங͢Δɻ
 ˎΠϊϕʔςΟϒな࣮ફऀなͲ஍Ҭ಺֎のଟ༷なεςʔΫϗϧμʔ（科学ऀ΋ؚΉ）͕ ີʹ協ಇͨ͠஌ࣝの協ಇੜ࢈ɺࢼ行ͱϑΟʔυόοΫʹΑΔॱԠతな研究のϓϩηε

統合資源管理システムを活用して人々 の生活と福利の向上を促す

ɹ஍Ҭの࣮ફऀͱ科学ऀ͕協ಇͯ͠ɺ๛͔なࣗવ͕΋ͨΒ͢ଟ༷なݯࢿの౷߹؅

ཧγεςϜΛ構ங͠ɺ஍Ҭの人ʑ͕ओಋ͢ΔޮՌతなҙܾࢥఆͱ࣮ફの࢓組みΛ

੔͑Δ͜ͱʹΑͬͯɺࣗ વݯࢿの持続可能な؅ཧΛ࣮͠ݱɺ人ʑのੜ׆の࣭ͱ෱ར

の͢ݙߩʹ্޲Δ͜ͱ͕ظ଴͞ΕΔɻ

୅දऀڀݚ
Ϙεί ϧεϫɹ
Ϛϥ΢Πେֶνϟϯηϥʔߍ  
ཧֶ෦ ੜ෺ֶՊ ڭत

୅දऀɹڀݚ
఩ ౻ࠤ
Ѫඤେֶ SD(sਪਐࣨ ಛ໋ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  Ϛϥ΢ΠେֶνϟϯηϥʔߍɺϦϩϯά΢Σ೶ֶࣗવֶݯࢿେֶɺਫہ࢈ɺެཱࠃԂ໺ੜੜ෺ہ

େֶɺཾۀ೶ژେֶɺ౦ژѪඤେֶɺ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ ୩େֶɺԣ඿ཱࠃେֶࠤɺ լେֶ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

՝୊ʣڥ໛ͷ؀نٿɾΤωϧΪʔʢ஍ڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	(MPCBM�TDBMF�&OWJSPONFOUBM�*TTVFT
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ɾΤωϧΪʔʢΧʔϘϯχϡʔτϥϧʣڥ؀
4"53&14�����

&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	$BSCPO�/FVUSBMJUZ


ɾΤωϧΪʔʢΧʔϘϯχϡʔτϥϧʣڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	$BSCPO�/FVUSBMJUZ
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微細藻類から燃料と新発酵食品を生産する技術を開発

ɹΠϯυωγΞ͸ɺΤωϧΪʔのଟ͘Λੴ୸Ր力ʹґଘ͓ͯ͠りɺੴ୸

Ր力の௿୸ૉԽɾ୤୸ૉԽ͕ٻΊΒΕ͍ͯΔɻ·ͨɺශࠔ૚のӫཆෆྑ

΋ਂࠁͰ͋りɺӫཆෆྑΛղফ͠ϔϧεέΞʹ͢ݙߩΔ৽ٻ͕ۀ࢈Ί

ΒΕ͍ͯΔɻ本研究Ͱ͸ɺඍࡉ૶ྨのେྔഓཆ΍発߬技術ɺόΠΦϚε

͔Βのਫૉੜ࢈ɺਫૉϕʔε೩ྉのࠞমʹΑΔੴ୸Ր力発ిの௿୸ૉ

ԽɺのͨΊの技術開発ʹ取り組Ήɻͦ ͯ͠ɺ੒ՌΛ΋

ͱʹࡁܦ߹ཧੑの͋Δ政ࡦఏҊΛ行͏ɻ

微細藻類でCO2を固定し、発酵食品や水素ベース燃料を生産

ɹC0�Λඍࡉ૶ྨͰޮ཰Α͘ݻఆ͢Δ技術ɺඍࡉ૶ྨΛ発߬৯඼のߴ෇ՃՁ஋Խʹར༻͢Δ技

術ɺόΠΦϚε͔ΒάϦʔϯਫૉΛੜ͢࢈Δ技術ɺόΠΦϚε΍ਫૉϕʔε೩ྉΛੴ୸ͱࠞম͢Δ

技術͕開発͞ΕΔ͜ͱͰɺੴ୸Ր力の௿୸ૉԽͱ発݈߬߁৯඼ʹΑΔӫཆվળへのظ͕ݙߩ଴͞

ΕΔɻ

研究機ثΛઃஔ͢Δ
ύδϟδϟϥϯେ学の研究ࢪઃ

ύΠτϯ஍۠ʹ立ͪฒͿੴ୸Ր力発ిॴ

୅දऀɹڀݚ
Ұܙ ా࣋
ཧԽֶڀݚॴ 
ηϯλʔڀݚՊֶݯࢿڥ؀
νʔϜϦʔμʔ

୅දऀڀݚ
ττɾεϒϩτ
ύδϟδϟϥϯେֶ ڭत

ਓ΋地球΋݈߁ʹ�
ඍࡉ૶ྨͰೋࢎԽ୸ૉΛݯࢿԽͤΑʂ

『�微細藻類による二酸化炭素の固定と資源化によるエネルギー

および食料資源の持続的生産システムの創出』

૬खؔػڀݚࠃ  ύδϟδϟϥϯେ ʢֶ6/P"Dʣɺόϯυϯ޻Պେ ʢֶ*T#ʣɺΠϯυωγΞڭҭେ ʢֶ6P*ʣɺΨδϟϚμେ ʢֶ6(.ʣɺ 
ΠϯυωγΞࠃՈڀݚΠϊϕʔγϣϯிʢ#R*/ʣ ɺδϟϫύϫʔʢ+aXa PoXerʣɺ"Xina Sinergi *nternational

ʣϢʔάϨφגେֶɺʢژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

ଠཅޫ͔Β地Լݯࢿ·ͰΛϑϧ׆༻�
ͨ͠ਫૉ੡଄技術Λཱ֬ͤΑʂ

『�ウズベキスタンの地域特性に配慮したカーボンニュートラル社会実現の�

ための効率的・革新的グリーン／ブルー水素製造技術開発プロジェクト』

ウズベキスタンの地域特性を活かした水素製造技術の開発

ɹ༉ా΍޿େな࠭യ͓Αͼ๛෋な日রྔなͲɺ΢ζϕΩελϯの஍ҬಛੑΛ͔ͨ͠׆ෳ਺

のਫૉ੡଄技術Λ֬立͢Δɻಉ国の࿝ٺ༉ాʹ࢒ଘ͢Δੴ༉Λ஍ԼͰਫૉԽ͠ɺ෭੒͢Δ

C0�͸ͦの··஍Լʹݻఆͭͭ͠ਫૉのみΛੜ͢࢈Δϒϧʔਫૉੜ࢈技術΍ɺϖϩϒεΧΠ

τଠཅి஑ͱਫৠిؾղΛ組み߹Θͤͨޮߴ཰άϦʔϯਫૉの੡଄技術ɺなΒͼʹۚଐεϥ

άΛ༻͍ͨ৽نάϦʔϯਫૉੜ੒ޫ৮ഔΛ開発͠ɺಉ国のਫૉࣾձԽのج൫Λ֬立͢Δɻ

現有資源を活用した現実的かつ持続可能な水素社会の構築に貢献！

ɹ΢ζϕΩελϯͰແཧな͘ௐୡ可能なݯࢿΛ࠷େݶʹར༻ͨ͠ෳ਺のਫૉ੡଄技術

Λ֬立͢Δ͜ͱʹΑりɺ̓ ఆͨ͠ਫૉڅڙମ੍ʹͮ͘ج持続可能なਫૉࣾձの構ஙʹߩ

Δɻ͜͢ݙ ΕΒの技術͸日本発の࣭の͍ߴ技術ͱ͠ の஍ҬಛੑΛ༗͢ΔதԝΞδࣅྨͯ

Ξॾ国͔Βੈքへのల開͕ظ଴Ͱ͖Δɻ

୅දऀɹڀݚ
ੁҪ ༟Ұ
۝भେֶ 
େֶӃڀݚֶ޻Ӄ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ΢ζϕΫɾ೔ຊ੨೥ٕज़ֵ৽ηϯλʔɺ΢ζϕΩελϯཱࠃେֶɺ 
φϘΠभཱٕ߭ۀज़େֶɺ࠶ཱࠃੜՄೳΤωϧΪʔڀݚݯࢿॴ

۝भେֶɺૣ ؔػڀݚ಺ࠃ Ҵాେֶ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ζϑϥ ΧσΟϩϰΝ
΢ζϕΫɾ೔ຊ੨೥ٕज़ֵ৽ 
ηϯλʔ  ෭ॴ௕

国立࠶ੜ可能ΤωϧΪʔ 
 ༧ఆのࢪ研究ॴͰ࣮ݯࢿ

ϖϩϒεΧΠτଠཅి஑ϑΟʔϧυ
ςετのଧͪ߹Θͤ

ੴ༉ஷཹ૚͔Βੜ͞࢈ΕΔ 
༉Ҫ಺のྲྀମௐࠪの༷ࢠ

ੴ༉の஍ԼਫૉԽ技術の
研究ର৅༉ాௐࠪ

農業残渣を微生物の力で燃料や化学品に変換

ɹ೶͕ۀ੝ΜなΠϯυωγΞͰ͸ɺύΠφοϓϧɺΩϟοαόɺύʔϜなͲ༷ʑな೶

Ε͍ͯΔɻ͠͞࢈໛ʹੜن෺͕େ࡞ ͔͠ɺͦ のՃ޻のաఔͰେྔの࢒ᕓ（ഉਫɺݻ

ମ࢒ᕓɺ༉なͲ）͕ 発ੜ͢Δɻ͜ ΕΒ࢒ᕓ͸ɺഇ͞غΕΔͱϝλϯΨεの発ੜݯͱな

りɺ஍ٿԹஆԽのݪҼͱなΔɻ本研究Ͱ͸͜の೶࢒ۀᕓΛ༗ޮར༻͠ɺඍੜ෺の

力ͰόΠΦ೩ྉ΍όΠΦԽ学඼へのม׵Λ目͢ࢦɻͦ ͠

ͯɺ೶ۀͱ࿈ͨ͠ܞ৽͍͠Խ学ۀ࢈Λ૑Δɻ

大規模農業から出る農業残渣を減らして、地球温暖化を防止

ɹ೶ۀഇغ෺Λ༻͍ͯόΠΦ೩ྉ΍Խ学඼ʹม͞׵ΕΕ͹ɺࠓ·ͰԽੴݯࢿʹґଘͯ͠

͍ͨԽ学ۀ࢈Λɺ೶ۀͱ࿈ͨ͠ܞ৽͍͠Խ学ۀ࢈へͱόʔδϣϯΞοϓग़དྷΔɻ͜ のۀ࢈

構଄のมֵ͸ɺ日本のԽ学ۀ࢈ʹ͓͚Δ֬ݯࢿอͱ஍ٿԹஆԽ๷ࢭʹେ͖なΠϯύΫτ

͕͋Δɻ

ΠϯυωγΞͷ೶ۀͱ࿈ͨ͠ܞ�
৽͍͠Խ学ۀ࢈Λ૑Γͩ ʂͤ

『�フードエステート廃棄物の変換技術による�

バイオ循環経済の樹立』

୅දऀڀݚ
ϓεϐλ ϦζσΟϠϯςΟ
 ΠϊϕʔγϣϯிڀݚՈࠃ
ੜ໋γεςϜਐԽֶڀݚηϯλʔ 
तڭڀݚ

୅දऀɹڀݚ
Ԯ໺ ઍळ
ਆށେֶ େֶӃڀݚֶ޻Պ 
Ԡ༻Խֶઐڭ ߈त

૬खࠃ  ؔػڀݚࠃՈڀݚΠϊϕʔγϣϯிɺόϯυϯ޻Պେֶɺϥϯϓϯେֶɺύδϟδϟϥϯେֶ

େֶཱݝηϯλʔɺౡࠜڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃେֶɺށਆ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ύʔϜ޻৔͔Βഇ͞غΕΔഉਫ

೶৔͔Β޻৔ʹӡ͹
Εͯ Δ͘Ωϟοαό

ΠϯυωγΞɾ 
όΠΦ೩ྉ協ٞձͱの 
ࣾձ࣮૷ʹ͚ͨ޲໘ஊ

όΠΦ೩ྉ΍ 
Խ学඼Λ੡଄͢Δ༧ఆの 

ϕϯνϓϥϯτ

ਫ؅ཧΛ௨͡ �ͯ
ਫా͔Βഉग़͢ΔϝλϯΛͤݮ࡟Αʂ

『�トンレサップ湖西部水田における広域的水田水管理システムの�

確立による温室効果ガス排出削減技術の開発と社会実装』

広域の水田を対象としたメタン排出削減型水管理システム

を開発

ɹΧϯϘδΞΛؚΉΞδΞϞϯεʔϯ஍ҬͰ͸ɺਫా͔Βഉग़͞ΕΔϝλϯ

͕ओཁなԹࣨޮՌΨε（G)G）のഉग़ݯͱな͍ͬͯΔɻؒ அᕲᕱΛಋೖ͢

Δ͜ͱʹΑりɺਫా͔Βഉग़͞ΕΔϝλϯ͕͞ݮ࡟ΕΔ͜ͱ͕஌ΒΕ͍ͯΔ

͕ɺ޿ҬのਫాΛର৅ͱͨ͠ূݕ͸΄ͱΜͲ行ΘΕ͍ͯな͍ɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺਫҴのऩྔΛ௿Լͤͣ͞ʹϝλϯ

のഉग़Λ཈੍͢Δ޿Ҭతなਫ؅ཧख法ɺG)Gのྔݮ࡟ΛϞχλϦϯάɾධՁ͢Δख法Λ開発ɺࣾ ձ࣮૷͢Δɻ

効率的な水管理、MRV、農家のインセンティブ創出手法の確立

ɹؒஅᕲᕱΛ޿ҬͰ࣮͢ࢪΔͨΊのྲྀҬ͔Βะ৔Ϩϕϧ·Ͱのޮ཰తなਫ؅

ཧख法ɺϝλϯのഉग़ྔݮ࡟Λଌఆɾใࠂɾݕ （ূM37）͢ Δख法ɺ日本国政෎

͕ਪਐ͢Δೋ国ؒΫϨδοτ੍౓（JCM）なͲの୸ૉΫϨδοτΛ׆༻͠೶Ոʹ

ର͢ΔΠϯηϯςΟϒΛ૑ग़͢Δख法Λ開発͢Δɻ

૬खؔػڀݚࠃ  Ԧཱ೶ۀେֶɺΧϯϘδΞ޻Պେֶ
 େֶɺֶܳژɺ౦ߏػڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈ɾ৯඼ۀηϯλʔɺ೶ڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ  ؔػڀݚ಺ࠃ

౦ژ೶ۀେֶɺ๺ւಓେֶɺ۝भେֶ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀɹڀݚ
ઘ ଠ࿠
 ηϯλʔڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
೶ଜ։ൃྖҬ 
ϓϩδΣΫτϦʔμʔ

୅දऀڀݚ
λϑɾιϑΟΞοΫ
Ԧཱ೶ۀେֶ 
৿ྛՊֶ෦ ֶՊ௕୅ཧ

ϞσϧαΠτのਫా

೶Ո͔Βのฉ͖取りௐࠪのঢ়گ

ϓϩδΣΫτのެࣜϩΰ

νϟϯόʔ法ʹΑΔਫా͔Β
ഉग़͞ΕΔϝλϯの
αϯϓϦϯάঢ়گ

ΧϯϘδΞ
Ԧࠃ

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

΢ζϕΩ�
ελϯ�
ࠃ࿨ڞ

υϩʔϯʹΑりࡱӨͨ͠ϞσϧαΠτのਫా

ϓϩδΣΫτϩΰɿਫૉ（)�）ͱ 
΢ζϕΩελϯ（6[）͕ ݁߹ͨ͠ 

෼ࢠϞσϧʹ৽ͨなՁ஋Λ૑଄͠Α͏ͱ 
͢ΔϓϩδΣΫτཧ೦͕ࠐΊΒΕ͍ͯΔɻ 

྘ͱ੨͸GSFFO�#MVF IZESPHFOΛ 
Πϝʔδ͢Δͱڞʹ΢ζϕΩελϯ国ض 

の৭Ͱ΋͋Δɻ

ɾΤωϧΪʔʢΧʔϘϯχϡʔτϥϧʣڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	$BSCPO�/FVUSBMJUZ
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 ར༻͞Ε͍ͯΔۀ࢈
ඍࡉ૶ྨの�छͰ͋ΔϢʔάϨφ



ウキクサと共存微生物を組み合わせたホロビオント資源研究センターを創設

ɹߴೱ౓C0�ͱԚછਫͰੜҭ可能ͰݯࢿՁ஋の͍ߴ΢ΩΫα科২෺の


�	Δɻ۩ମతʹ͸ɺ͢ݙߩʹΑりɺ持続可能ࣾձ構ஙʹ༺׆΢ΩΫαڞ�

ଘඍੜ෺ෳ߹ੜ෺ݯࢿόϯΫの੔උ 	�
΢ΩΫα੒௕଎౓ΛՃ଎͢Δඍ

ੜ෺ڞੜ࡞༻のཧղͱڧԽ 	�
௿୸ૉܕਫॲཧ技術ͱ΢ΩΫαੜ࢈技術

の開発 	�
όΠΦ೩ྉwόΠΦϓϥενοΫwՈசࣂྉの੡଄ 	�
৯༻΢Ω

Ϋαのੜ্޲ੑ࢈ͱߴ機能ੑ৯඼の開発Λ行͏ɻ

温室効果ガス削減技術とウキクサ食品から燃料まで有価物をつぎつぎと開発

ɹ΢ΩΫαΛ࣠جͱͨ͠ੜ෺ݯࢿ੔උ͔Β৽ۀ࢈૑ग़·ͰҰؾ௨؏ʹ

取り組Ή͜ͱͰɺλΠ国政෎͕ਪਐ͢Δੜ෺॥؀άϦʔϯ #CGࡁܦ政ࡦ

͓ΑͼΧʔϘϯΦϑηοτʹ͢ݙߩΔɻ

΢ΩΫαਫॲཧͰ௿୸ૉԽͱ 
҆Ձੜ࢈Λ࣮ݱ

΢ΩΫα೶Ո 
ʮ΋ͬͱ҆ఆʹ 

ੜ࢈Ͱ͖Ε͹な͋ʯ

ϛΫロڞੜͷൿΊ͔ͨͪΒΛൃ۷�
Αʂͤݙߩʹݱ॥؀ࣾձͷ࣮ݯࢿͯ͠

『�タイ国・生物循環グリーン経済実現に向けた�

ウキクサホロビオント資源価値の包括的開拓』

୅දऀڀݚ
ΞϦϯνοϓ  
αϜνϟΠϖωοτ
Χηαʔτେֶɹ 
ཧֶ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
৿઒ ਖ਼ষ
๺ւಓେֶ  
େֶӃ஍ڥ؀ٿՊֶڀݚӃ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ΧηαʔτେֶɺίϯέϯେֶɺνϡϥϩϯίϯେֶɺϚώυϯେֶɺφίʔϯύτϜϥʔνϟύοτେֶɺ 
λΠཱࠃҨ఻ࢠੜ໋ڀݚֶ޻ηϯλʔ	#*0T&$
ɺλΠཱࠃφϊςΫϊϩδʔڀݚηϯλʔ	/"/0T&$
ɺ"dvanced (reen'arm

ձࣾࣜגॴɺαϥϠڀݚڥ؀ཱࠃསେֶɺࢁ౎େֶɺ౦๺େֶɺژେֶɺࡕ๺ւಓେֶɺେ  ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

λΠ
Ԧࠃ

΢ΩΫαϗϩϏΦϯτのݦඍ࡯؍ڸ

Χηαʔτେ学௕ɺ 
ཧ学෦௕へのදܟ๚໰

୸ࢎԘ߭෺ԽͰೋࢎԽ୸ૉΛٵऩɻ�
ಉڥ؀ʹ࣌ড়ԽΛʂ

『�脱炭素社会に向けた炭酸塩化を利用した�

カーボンリサイクルシステムの開発』

気候中立を目指した炭酸塩鉱物化による炭素循環システムの開発

ɹηϝϯτۀ࢈͸C0�ഉग़ݮ࡟のͨΊʹ༷ʑなΞϓϩʔνΛ行͍ͬͯΔɻ

ͦのな͔Ͱɺͪͨࢲ͸��ˋΛ઎ΊΔϓϩηε༝དྷのC0�ഉग़ݮ࡟ʹண目

͠ɺΞϧΧϦੑ෭࢈෺΍ഇغ෺Λར༻͠ɺ୸ࢎԘ߭෺ԽΛ行͍ɺ෭ੜ੒෺

Λ׆༻͢Δ୸ૉ॥؀γεςϜの開発Λ目͍ͯ͠ࢦΔɻಘΒΕͨ୸ࢎԘ͸η

ϝϯτ੡଄ʹݯࢿ॥؀͠ɺ͞ Βʹ॥؀͕ෆ可能なݯࢿʹ͍ͭͯ͸ڥ؀ড়Խ

ͱ͠ࡐ ͯར༻͠ɺ৽ͨな॥؀ϧʔϓΛ࡞Δɻ

炭酸塩鉱物化を用いたCO2削減と環境浄化によって循環経済に貢献

ɹ్্国ʹ͓͍ͯ΋機ثのௐୡɾՔಈɾϝϯςφϯε͕༰қͰC0ݶ�քݮ࡟අ༻͕௿͍技

術開発Λ行͍ɺΧʔϘϯχϡʔτϥϧʹ͚ͯ޲લਐ͢Δɻ·ͨɺΞϧΧϦੑ෭࢈෺΍ഇغ෺Λ

ʹഇਫのॲཧなͲ޵ੑࢎなͲの௿ίετͰ༗༻な੡඼͕開発͞Εɺࡐড়Խڥྉͱͨ͠؀ݪ

΋࢖༻͞ΕΔ͜ͱ͕ظ଴Ͱ͖Δɻ

୅දऀɹڀݚ
൧௩ ३
౦๺େֶ 
େֶӃڥ؀ՊֶڀݚՊ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  έʔϓϖχϯγϡϥ޻Պେֶɺέʔϓλ΢ϯେֶɺ΢Σελϯέʔϓେֶɺ஍ٿՊֶ৹ٞձ

ձࣾࣜגେֶɺଠฏ༸ηϝϯτۀ޻౦๺େֶɺ੒᪟େֶɺ෱Ԭ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
πϯσ ϏΫτʔϧ ΦδϡϜ
έʔϓϖχϯγϡϥ޻Պେֶ 
तڭ

έʔϓλ΢ϯۙ߫のղମίϯΫϦʔτの
ࢠยの発ੜの༷ࡅഁ

ೆΞϑϦΧڞ࿨国ʹ͓͚Δ 
ࢠԚછの༷ڥഇਫʹΑΔ؀޵ੑࢎ

ೆΞϑϦΧ
ࠃ࿨ڞ

乾燥地対応型地中熱ヒートポンプで持続可能な熱エネルギー供給を

ɹ୸Խਫૉܙʹݯࢿ·Εな͍λδΩελϯ͸ɺి 力の��ˋΛਫ力ʹґଘ͢Δਫ

େ国Ͱ͋Δ͕ɺΤωϧΪʔΞΫηεʹ՝୊Λ๊͍͑ͯΔɻͱ͘ʹஆ๪धཁ͕ݯࢿ

৳ͼΔౙق͸ి力͕څڙͻͬഭ͠ɺ஍ํͰ͸ి力͞ݶ੍͕څڙΕΔɻ୅Θりʹι

࿈࣌୅Αりੴ୸͕׆༻͞Ε͍ͯΔ͕ઃඋ͕࿝ٺԽ͠ɺେؾԚછٴͼ஍ٿԹஆԽ

の؍఺͔Β΋ͦのར༻͸๬·͘͠な͍ɻͦ ͜ͰɺলΤωͰΫϦʔϯな஍த೤ώʔτ

ϙϯϓのס૩஍ରԠܕΛ開発͢Δɻ

地中熱の活用で、エネルギーアクセスを改善し地球温暖化を解決

ɹ஍ԼਫҐ͕ਂ͘ɺ౔৕ؚਫ཰͕௿͍ͨΊ׆༻͞Εͯ͜な͔ͬͨס૩஍

ରԠܕの஍த೤ώʔτϙϯϓ（λδΩελϯϞσϧ）の開発͸ɺλδΩελ

ϯ͚ͩͰ͸な͘ΞϑΨχελϯΛؚΉपลॾ国の஍ٿԹஆԽରࡦɺΤω

ϧΪʔΞΫηεのղܾʹ͢ݙߩΔɻ

�༺׆૩地Ͱ地த೤Λס
ΤωϧΪʔΞΫηεͱ地球ԹஆԽΛղ ʂܾ

『�地中熱利用による脱炭素型熱エネルギー供給システムの構築』

୅දऀڀݚ
ίσΟϩϑ ΞϯϰΝʔϧ
ՊֶΞΧσϛʔ෇ଐ Պ ɾֶ৽ٕज़
ֵ৽։ൃηϯλʔ ॴ௕

୅දऀɹڀݚ
Ҵ֞ จত
ळాେֶ 
େֶӃڀݚֶݯࢿࡍࠃՊ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ՊֶΞΧσϛʔ෇ଐ Պ ɾֶ৽ٕज़ֵ৽։ൃηϯλʔɺΤωϧΪʔਫݯࢿলɺۀ࢈৽ٕज़লɺอ݈ࣾձอোলɺυΡγϟϯϕࢢ
ɺஜ೾େֶɺ๺ւಓେֶɺ౦༸େֶɺ೔ຊ஍Լਫ։ݚ૯࢈ळాେֶɺ  ؔػڀݚ಺ࠃ ʢൃגʣɺθωϥϧώʔτϙϯϓۀ޻ʢגʣɺ 

ΤΫγΦάϧʔϓʢגʣɺʢגʣD�D�-
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

λδΩελϯ�
ࠃ࿨ڞ

Ҫ࡟۷ށ技術のௐࠪ

஍ԼਫҐௐࠪ

Ҫ࡟۷ށձࣾͱの 
ଧͪ߹Θͤ

λδΩελϯ科学ΞΧσϛʔͰ
開ͨ͠࠵ΩοΫΦϑγϯϙδ΢Ϝ

（����೥�݄）

ੈքڧ࠷ͷଠཅޫ͔Β��
͏ٹΓ�ΞϑϦΧͱ೔ຊΛ࡞ͷΞϯϞχΞΛ҆࠷

『�再生可能エネルギー水素を用いた�

新しいアンモニア合成システムの研究開発』

南アフリカの電解技術向上を支援し�日本の新アンモニア製造技術を加えた新装置製造

ɹೆΞϑϦΧ͸ࡏݱɺ౦෦のੴ୸͕国಺ΤωϧΪʔの���Λ࿫͍ɺ༌ग़΋͍ͯ͠

Δ͕ɺੴ୸のάϦʔϯԽ΍ɺͦ Εʹ൐͏৽ͨな༌ૹखஈ͕՝୊ͱな͍ͬͯΔɻ࠶Τ

ωి力͸ੜͦͨ͠࢈の৔Ͱ͔ͣ͑͠࢖ɺਫૉʹม͑ͯ΋҆͘ӡ΂な͍͕ɺΞϯϞχ

Ξへม͢׵Ε͹ੈքதへӡ΂Δɻ̓ Ձな࠶Τωͱ৮ഔ༻の๛෋なۚوଐݯࢿΛ

持ͭೆΞϑϦΧͱɺԽ学技術力の͍ߴ日本͕協力ͯ͠৽͍͠άϦʔϯΞϯϞχΞ੡

଄技術Λ開発͠ɺ৽ͨなखஈͱ͠ ͯੈքʹ໰͏ɻ

南ア石炭産業グリーン化、アフリカ大陸へ肥料供給、日本と世界のCO2削減

ɹೆΞϑϦΧの੢෦Ͱͨͬ࡞ιʔϥʔΞϯϞχΞΛੴ୸のάϦʔϯԽʹར༻͢

ΔɻΞϯϞχΞ͸ΞϑϦΧେ཮Ͱෆ଍͍ͯ͠Δංྉʹ΋なΔɻ日本͸ੴ୸Ր力ʹ

ସΘΔ৽ΤωϧΪʔʹΞϯϞχΞΛՃ͕͑ͨɺ͜ の੒Ռ΋日本国಺の技術開発

༩Ͱ͖Δɻ͞دʹ Βʹଞ国Ͱの൚༻ੑ΋ظ଴Ͱ͖Δɻ

૬खؔػڀݚࠃ  ϊʔε΢Τετେֶ

Պֶେֶɺ໊ژେֶɺ౦ژେֶɺઍ༿େֶɺ ౦ٶɺӉ౎ߍ౳ઐ໳ֶߴۀ޻প௡ ؔػڀݚ಺ࠃ ຊେֶ۽԰େֶɺݹ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀɹڀݚ
ळࣛ ݚҰ
প௡ߴۀ޻౳ઐ໳ֶߍ
٬һڭत

୅දऀڀݚ
ϕοαϥϘϑɾυϛτϦ
ϊʔε΢Τετେֶ
ೆΞਫૉ੡଄ٕज़ڀݚॴ ॴ௕

ਫૉΠϯϑϥηϯλʔの 
԰֎ࢪઃʹͯɺू ߹ࣸਅ

ळࣛڭतのϨΫνϟʔޙのू߹ࣸਅ

ਫૉΠϯϑϥηϯλʔのελοϑɺ
学ੜ͚޲ʹϨΫνϟʔΛ 

行͏ळࣛڭत

ਫૉΠϯϑϥηϯλʔの԰֎ࢪઃɻ
ίϯςφΛ׆༻͠ɺ༷ ʑな研究Λ行͍ͬͯΔɻ
৽ΞϯϞχΞ੡଄૷ஔ΋ಉ༷ʹ֨ೲ༧ఆɻ

ೆΞϑϦΧ
ࠃ࿨ڞ

ɾΤωϧΪʔʢΧʔϘϯχϡʔτϥϧʣڥ؀
&OWJSPONFOU�&OFSHZ�	$BSCPO�/FVUSBMJUZ
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λϯβχΞ�
࿈߹ڞ࿨ࠃ

λϯβχΞのΧ΢ϯλʔύʔτ
ͱ日本ϝϯόʔ

೶࢒ۀᕓͷར׆༻Ͱ地ํిԽͷਪਐ�
ͱ௿୸ૉࣾձͷߏஙΛՄೳ ʂʹ�

『�地方電化及び副産物の付加価値化を目指した作物残渣からの�

革新的油脂抽出技術の開発と普及』

農業残渣からの燃料油の抽出技術と副産物の有効利用

技術の開発

ɹిԽ཰の௿͍λϯβχΞの೶ଜ෦Ͱ͸ɺܞଳి࿩のීٴʹ൐͏ॆి༻

のͨΊの໷ؒর໌౳のͪͨڙࢠͱΕな͍͕ؒ࣌ڧͰษۀ࡞΍日த೶ݯి

ి力धཁ͕૿Ճ͍ͯ͠Δɻଞํɺถ͵͔౳の೶࢒ۀᕓʹ͸ྑ࣭な༉ؚ͕ࢷ

·Ε͍ͯΔ΋の͕ଟ͍ɻͦ ͜Ͱ本研究Ͱ͸ɺϔΩαϯʴೋࢎԽ୸ૉのʮ๲ு

ӷମʯΛ͏࢖ɺলΤωɾ௿ڥ؀ෛՙͰϢχʔΫな発ి༻༉ࢷのநग़技術ͱɺ

நग़࢒ᕓ͔Βߴ෇ՃՁ஋੡඼Λ੡଄͢Δ技術の開発ʹ取り組Ήɻ

農業残渣から油脂を抽出し、タンザニア農村部への電力供給に貢献！�

ɹؚ༉೶࢒ۀᕓ͔Βநग़ͨ͠༉ࢷͰ発ిΛ行͍ɺλϯβχΞ೶ଜ෦ʹి力͢څڙΔ͜ͱʹΑり࠶ੜ可能Τ

ωϧΪʔΛ༻͍Δಉ国の஍ํిԽʹ͠ݙߩɺ持続可能な௿୸ૉࣾձ࣮ݱのͨΊのϞσϧΛࣔ͢ɻ·ͨநग़

༉ࢷのҰ෦Λੴݨ౳の঎඼ʹ͢Δ͜ͱͰɺ೶ଜ෦Ͱのޏ༻ͱۚݱऩೖのಓΛ୓͘ɻ

୅දऀڀݚ
ΤϜϩου ΤϦαϯς
μϧΤεαϥʔϜେֶ ֶ޻෦  
Խ ɾֶ߭ तڭՊ ।ֶ޻ࢁ

୅දऀɹڀݚ
ɹ໠ݹࠤ
੩Ԭେֶ ૑଄Պֶٕज़େֶӃ 
ΤωϧΪʔγεςϜ෦໳  
ಛ೚ڭतɾ໊ ༪ڭत

૬खؔػڀݚࠃ μϧΤεαϥʔϜେֶɺιίΠω೶ۀେֶ

੩Ԭେֶɺి ؔػڀݚ಺ࠃ ྗதԝڀݚॴɺ೔ຊେֶ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ฏ੒��೥౓࠾

ւ༸ͷԹ౓ࠩΛར༻͠ �ͯ
�ΑʂͤݱΛ࣮څڙଓՄೳͳి力࣋

『�マレーシアにおける革新的な海洋温度差発電(OTEC)の開発による�

低炭素社会のための持続可能なエネルギーシステムの構築』

革新的な海洋温度差発電を核とした「マレーシアモデル」の

開発

ɹւ༸Թ౓ࠩ発ిの͍ߴϙςϯγϟϧΛ༗͢ΔϚϨʔγΞʹ͓͍ͯɺֵ

৽తなւ༸Թ౓ࠩ発 （ి)�0TEC）の࣮ূΛ行͏ɻ͜ のϋΠϒϦουํࣜの

)�0TEC͸ɺै དྷのւ༸Թ౓ࠩ発ిの՝୊Ͱ͋Δ೤ަث׵のίετ΍๷Ԛର

可能ͱなΔγεςϜͱ͠ʹ࣌なͲΛղܾ͢Δͱͱ΋ʹɺւਫの୶ਫԽ΋ಉࡦ

଴͞Ε͍ͯΔɻ͞ظͯ Βʹɺ0TECͰར༻͢Δւ༸ਂ૚ਫΛ༻͍ͨෳ߹ར༻ܗଶのޮࡁܦՌ͓ΑͼϞσϧ構ஙΛݕ౼

͠ɺࣾ ձ࣮૷Λ目͢ࢦɻ

新たなクリーン電力の普及と、安全な水の供給を実現！�

ɹ)�0TECͰར༻ͨ͠ւ༸ਂ૚ਫ͸ɺӫཆ෼なͲ෇ՃՁ஋͕͘ߴɺ৽͍͠೶ۀ΍ۀړɺ৽

దͨ͠௿୸ૉͰ持続可能なʮϚʹۀ࢈૑ग़なͲ͕可能Ͱ͋ΔͨΊɺϚϨʔγΞの஍Ҭۀ࢈

ϨʔγΞϞσϧʯ͕ 構ஙͰ͖Δɻ͜ のϞσϧ͸ɺଞのΞδΞɺଠฏ༸ౡቦ஍ҬなͲʹੈքల

開Ͱ͖Δɻ

୅දऀɹڀݚ
஑্ ߁೭
  լେֶࠤ
ւ༸ΤωϧΪʔڀݚॴ  
ॴ௕ɾڭत

૬खؔػڀݚࠃ ϚϨʔγΞ޻ՊେֶɺϚϨʔγΞɾϓτϥେɺϚϥϠେֶɺϚϨʔγΞࠃຽେֶɺϚϨʔγΞτϨϯΨψେֶ

ॴڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈େֶɺژլେֶɺ౦ࠤ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ฏ੒��೥౓࠾

୅දऀڀݚ
Ξ όΧʔϧ δϟϑΝ
ϚϨʔγΞ޻Պେֶ  
0T&$ηϯλʔ ڭत

6TMの෭学௕ͱͱ΋ʹ
SAT3E1Sの,JDL 0GG 

ηϨϞχʔ

ʮϚϨʔγΞɾϞσϧʯの 
ถౡͰٱͱなΔԭೄɾߟࢀ

Քಇதの0TEC

࣮ূ༧ఆ஍の6TM I�A26AS࡯ࢹ

ϚϨʔγΞ

本ϓϩδΣΫτのର৅ϑΟʔϧυ
Ͱ͋ΔΦϧΧϦΞᶘ஍೤発ిॴ

େ地ߔଳͷ地೤ݯࢿར༻ͷͨΊʹ�
ղܾ͢΂͖໰題͸Ұͭ͡Όͳ ʂ͍�

『�東アフリカ大地溝帯に発達する地熱系の最適開発のための�

包括的ソリューション』

大地溝帯特有の地熱系を最適開発するための諸問題を解決

ɹέχΞのओ力ిݯ͸ɺ౓ॏなΔׯ͹ͭͰෆ҆ఆԽ͢Δਫ力発ి͔Βɺ発ిϙ

ςϯγϟϧ͕҆͘ߴఆ͕څڙ可能な஍೤発ిʹస͋ͭͭ͠׵Δɻͦ ͜ͰɺϋΠ

ϒϦου෺ཧ୳ࠪの࣮ࢪͱେ஍ߔଳಛ༗の஍೤ܥϞσϧの構ஙɺ発ిॴՔಇ

཰্޲のͨΊのεέʔϧରࡦख法の֬立ɺ஍೤ར༻のࣾձతड༰ੑ্޲のͨ

ΊのγφϦΦఏҊʹΑりɺܭը͔Βར༻·ͰͦΕͧΕのஈ֊ʹ͓͚Δ໰୊Λղ

ܾ͠ɺಉ国ͱपล国の持続可能な஍೤ΤωϧΪʔར༻のଅਐΛ目͢ࢦɻ

安定した再生可能エネルギーである地熱の活用によりSDGs達成に貢献

ɹ本ϓϩδΣΫτの੒Ռ͸ɺ஍೤発ిઃඋ༰ྔΛ����೥·Ͱʹ�
���M8ʹ͢Δͱ͍͏έχΞ政෎の目標ୡ੒ʹ

଴͞ΕΔɻ·ͨɺظΔ͜ͱ͕͢ݙߩʹతな発లࡁܦ国ͱͯ͠のۀ޻Δ͛ܝ༩͠ɺϏδϣϯ����ͱͯ͠έχΞ政෎͕د

ಉ国の࠶ੜ可能ΤωϧΪʔओମのిݯ構੒͸஍ڥ؀ٿอશʹ΋͢ݙߩΔɻ

୅දऀڀݚ
όʔφʔυɾΠΫΞɹ
δϣϞɾέχϠολ೶޻େֶ  
तɾ෭ֶ௕ڭ

୅දऀɹڀݚ
޺߁ ޫ౻
۝भେֶ  
େֶӃڀݚֶ޻Ӄ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ δϣϞɾέχϠολ೶޻େֶɺφΠϩϏେֶɺέχΞൃిެࣾɺ஍೤։ൃެࣾ

ձࣾࣜג۝भେֶɺ੢೔ຊٕज़։ൃ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

έχΞ
ࠃ࿨ڞ

ΦϧΧϦΞᶘ஍೤発ిॴۙ͘の 
Թਫϓʔϧɻ発ిͱͱ΋ʹ೤ར༻の 
ଅਐΛ目ͨ͠ࢦγφϦΦΛఏҊ͢Δ

本ϓϩδΣΫτのର৅ 
ϑΟʔϧυͰ͋ΔϝωϯΨΠ

஍Ҭの஍೤Ҫ۷࡟Ϧά

ΞϑΥʔμϒϧͳ௿୸ૉ技術Ͱ�
ΠϯυωγΞʹշదͳڥ؀ॅډΛʂ�

『�パリ協定による2030年目標に向けた高温多湿気候下の�

インドネシアにおける低炭素アフォーダブル集合住宅の開発』

蒸暑地域ならではの低炭素技術を開発し、その社会実装を目指す

ɹ����೥のύϦ協ఆʹΑͬͯɺ開発్্国Ͱ΋ԹࣨޮՌΨεഉग़ྔのݮ࡟目標͕ઃఆ͞Εͨɻੜ׆ਫ४͕े෼Ͱな

్্͍国のॅ୐Ͱ͸ɺ݈ ௿୸ʹ࣌の֬อ͕ઌܾ͕ͩɺಉڥ؀ॅډͰշదな߁

ૉԽ΋目͞ࢦな͚Ε͹なΒͣɺͦ の࣮ݱ͸༰қͰ͸な͍ɻ本研究͸ɺΠϯυω

γΞͰ૿ޙࠓՃ͢Δதߴ૚ू߹ॅ୐Λର৅ʹɺৠॵ஍ҬなΒͰ͸の௿୸ૉݐ

ங技術Λ開発͠ɺ࣮ 際のݐ෺΍ಉ国の国Ո֨نなͲ法త߆ଋ力の͋Δݐங

ɻ͢ࢦへಋೖ͢Δ͜ͱΛ目੍ن

集合住宅を低炭素化し、パリ協定の目標値の達成に貢献！

ɹแׅత௿୸ૉ技術Λϋʔυͱιϑτの྆໘Ͱࣾձ࣮૷͢Δ͜ͱʹΑりɺΠ

ϯυωγΞのݐஙηΫλʔʹ͓͚Δ௿୸ૉԽΛ௨ͯ͠ɺύϦ協ఆʹΑΔಉ

国のԹࣨޮՌΨεݮ࡟目標のୡ੒ʹ͢ݙߩΔɻকདྷతʹ͸ɺΠϯυωγΞ

国಺の研究ڌ఺の֦େ΍पล国への৘ใ発৴ɺ技術ڞ༗΋目͢ࢦɻ

୅දऀɹڀݚ
อా పٱ
  ౡେֶ޿
େֶӃઌਐཧܥ޻ՊֶڀݚՊ  
तڭ

૬खؔػڀݚࠃ  ެ ɾॅۀࣄڞ ୐লਓؒॅډ૯ہɺςΨϧࢢɺؾ৅ީؾ஍ٿ෺ཧிʢ#.,(ʣɺόϯυϯ޻Պେ ʢֶ*T#ʣɺΠϯυωγΞڭҭେ ʢֶ6P*ʣɺ 
εϥόϠ޻Պେ ʢֶ*TSʣɺϒϥ΢ΟδϟϠେ ʢֶ6#ʣɺΠϯυωγΞେ ʢֶ6*ʣɺ:,, "P R�DηϯλʔʢΠϯυωγΞʣ

Պֶେֶɺࣛژౡେֶɺ౦޿ ؔػڀݚ಺ࠃ ౡେֶɺ৴भେֶɺૣࣇ Ҵాେֶ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

୅දऀڀݚ
ϜϋϯϚου ψΞ ϑΝΠϦ  
ΞϧϑΝλ
ɾॅۀࣄڞެ ୐ল ਓؒॅډ૯ہ 
һڀݚ

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

ΠϯυωγΞதԝ政෎ͱのձ߹の༷ࢠ

ΠϯυωγΞʹݐઃ࣮ͨ͠ॅݧ୐
の֎؍ͱॅ୐಺のԖ௚7PJE

౦ژͰ行ΘΕͨ 
ΩοΫΦϑɾϛʔςΟϯά

Ϟϩΰϩभのਫ਼ถॴ
Ͱのฉ͖取りௐࠪ

ਫ਼ถॴ෇ۙʹ͋Δ 
ถߙのࢁ

ɾΤωϧΪʔʢΧʔϘϯχϡʔτϥϧʣڥ؀
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海藻を利用した機能性製品を持続的に生産する基盤技術を開発

ɹੈքୈ̎Ґの঎ۀւ૶ੜྔ࢈Λތりɺଟ༷なະར༻ւ૶छ΋༗͢ΔΠϯυωγΞʹ͓

͍ͯɺ͜ ΕΒのւ૶ݯࢿΛ持続తʹߴ౓ར༻͢Δ͜ͱ͕ظ଴͞Ε͍ͯΔɻ৯඼なͲのۀ࢈

෼໺Ͱɺւ૶Λݪྉͱ͠ ͨ෇ՃՁ஋の͍ߴ機能ੑ੡඼Λڥ؀ෛՙのগな͍ํ法Ͱޮ཰త

ʹੜ͢࢈ΔͨΊの学術త஌ݟΛ開୓ɾू ໿͢ΔɻಘΒΕΔ஌ݟΛߴͨ͠༺׆౓なւ૶の

൫技術Λ開発͢Δɻج࢈ੜ͚ͨ޲ʹ༺རۀ࢈のݯࢿ技術Λ開発͠ɺւ૶޻ഓ法ͱՃ࠿

海藻を利用した機能性製品開発による�

ブルーエコノミー振興

ɹւ૶ཆ৩͔ΒՃ޻ɺ機能ੑ੡඼の੡଄·ͰҰ࿈のج൫技術開発ͱڥ؀Өڹධ

Ձɾࡁܦ෼ੳʹΑりɺւ૶ݯࢿのଟ֯తなۀ࢈ར༻Λଅ͠ɺ持続可能なւ༸ࡁܦ

൫Ϟσج༺౓རߴ໛Ͱ振興͢Δւ૶のنٿಈͰ͋ΔʠϒϧʔΤίϊϛʔʡΛ஍׆

ϧΛΠϯυωγΞͰ構ங͢Δɻ
ˎϒϧʔΤίϊϛʔɿւ༸΍ਫҬʹؔ࿈͢Δ持続可能な׆ࡁܦಈɻ

ւ૶のཆ৩

 ૩͞Εͨւ૶͸ס
ା٧Ί͞Εͯग़ՙ

ఱ日ס૩͞ΕΔւ૶

ւ૶ݯࢿΛ׆༻͠ �ͯ
ϒϧʔΤίϊϛʔΛਪਐʂ

『�ブルーエコノミー振興のための�

持続可能な海藻由来機能性製品の開発』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खࠃ ؔػڀݚࠃՈڀݚΠϊϕʔγϣϯி	#R*/
ɺϋαψσΟϯେֶɺαώυେֶ

 ౎େֶژஜ೾େֶɺ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϋϦ Τί ΠϦΞϯτ
ΠϊϕʔγϣϯிڀݚՈࠃ
ւ༸ɾ཮্όΠΦΠϯμετϦʔ
तڭ ηϯλʔڀݚ

୅දऀɹڀݚ
࡞઒ ૑ࢢ
ஜ೾େֶ 
ੜ໋ڭ ܥڥ؀त

水産廃棄物を用いた高付加価値バイオ素材の技術・製造基盤

の確立

ɹ͕ۀړ੝ΜなνϦのίΩϯϘͰ͸ɺΞϝϦΧΦΦΞΧΠΧ΍ΤϏのਫ࢈ഇغ෺͕

೥ؒ��
���τϯ΋ഉग़͞Εɺ͜ のਫ࢈ഇغ෺தʹ͸ߴ෇ՃՁ஋のόΠΦૉ͕ࡐେ

ྔʹؚ·Ε͍ͯΔɻഇ͞غΕΔόΠΦૉࡐΛ༗ޮར༻͢ΔͨΊʹɺόΠΦૉࡐͱな

Δ෺࣭Λৄ͘͠ௐ΂ɺόΠΦૉࡐΛਫ਼੡ͯ͠੡଄͢ΔͨΊのϓϩηεΛ֬立͢Δɻ·

ɺߴͨ ७౓なόΠΦૉ͔ࡐΒ߹੒͞ΕΔ৽نόΠΦࡐྉの開発ͱԠ༻ʹ取り組Ήɻ

チリ水産資源に関する地域循環型エコノミーの構築に貢献

ɹਫ࢈ഇغ෺தのߴ෇ՃՁ஋όΠΦૉࡐのධՁͱಛఆߴɺ ७౓όΠΦૉࡐ

の੡଄ϓϩηε֬立ɺ৽نόΠΦࡐྉの開発ߴɺ ७౓όΠΦૉࡐ੡଄ʹ͓͚

ΔαϓϥΠνΣʔϯؔऀ܎のωοτϫʔΫڧԽ͕ਐみɺνϦの஍Ҭ॥ܕ؀Τ

ίϊϛʔ構ஙΛ௨ͯ͠ਫ࢈ഇغ෺の༗ޮར༻͕ଅਐ͞ΕΔɻ
ΞϝϦΧΦΦΞΧΠΧの

ഇغ෺
ΤϏ（ϥϯΰεςΟʔϊ）の

ഇغ෺

ਫ࢈ഇغ෺தͷόΠΦૉࡐΛ�
༗ޮར༻ͯ͠ɺ৽ۀ࢈ͷ૑ग़΁ʂ

『�持続可能な漁業を実現する高付加価値バイオ素材の�

有効利用』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ϥɾηϨφେֶɺΧτϦΧɾσϧɾϊϧςେֶ

ձࣾࣜגɺ๺ւಓ૤ୡߏػڀݚ߹ɺ๺ւಓཱ૯ߍ౳ઐ໳ֶߴۀ޻๺ւಓେֶɺ಩খ຀ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϩχʔ ϚϧςΟωε
ϥɾηϨφେֶ
৯඼ֶ޻Պ ।ڭत

୅දऀɹڀݚ
খ໺ా ߊ
๺ւಓେֶ  
େֶӃ஍ڥ؀ٿՊֶڀݚӃ ڭत

ϥɾηϨφେ学Ͱの
ͯʹఆௐࠪࡦըܭࡉৄ

τϯΰΠ࿷のඒ͍͠
ϗλςཆ৩৔

熱帯地域に適応可能な野菜品種の先端的迅速育種基盤を構築

ɹকདྷʹΘͨͬͯٸ଎な人૿ޱՃͱࡁܦ੒௕͕ࠐݟ·ΕΔ౦ೆΞδΞ΍ΞϑϦΧ（αϒ

αϋϥ）౳の೤ଳ஍ҬͰ͸ɺܹٸなީؾมಈʹඋ͑ͨ৯ྉ҆શอোの֬อɺ೶Ոऩӹの

ɺ্ͦ޲ ͯ͠国ຽの݈૿߁ਐのͨΊʹɺ໺ࡊの持続తなੜ࢈ɾ͕څڙෆ可ܽͰ͋Δɻͦ ͜

Ͱɺ೤ଳ஍ҬͰީؾมಈʹ௚໘͍ͯ͠ΔΠϯυωγΞʹ͓͍ͯɺॏཁ໺ࡊͰ͋Δτ΢Ψϥ

γͱτϚτΛର৅ʹɺප֐఍ੑ߅΍ߴԹ଱ੑʹ༏Εͨ඼छΛઌ୺෼ࢠҭछ΍ήϊϜฤू

技術なͲͰਝ଎ʹ࡞ग़Ͱ͖ΔҭछϓϥοτϑΥʔϜΛ構ங͢Δɻ

インドネシアをはじめとする世界の熱帯地域における持続的野菜生

産への貢献

ɹ໺ࡊのҭछϓϩηεのՃ଎Խͱ৽඼छのར༻ଅਐのج൫ͱなΔʠCFOUFS PG 

AEWBODFE #SFFEJOH TFDIOJRVF 	CA#�TFDI
ʡΛઃ立͠ɺকདྷతʹ͸

೤ଳのڥ؀ʹదͨ͠͞·͟·な໺ࡊ඼छの開発Λ可能ʹ͢ΔɻΠϯυωγΞ

ΛϞσϧ国ͱ͠ ͯੈքの೤ଳ஍Ҭの持続తな໺ࡊੜ͢ݙߩʹ࢈Δɻ

มҟମܥ౷Λ࡞ग़͢ΔͨΊの
τϚτ࠿ഓɹ 

（ύδϟδϟϥϯେ学ʹͯ）

มҟମܥ౷Λ࡞ग़͢ΔͨΊの
τ΢Ψϥγ࠿ഓ

（ύδϟδϟϥϯେ学ʹͯ）

ઌ୺ҭछ技術Λར༻͠೤ଳ地ҬͰ�
ࢦΛ໨࢈ੜࡊଓՄೳͳ໺࣋ ʂͤ

『�熱帯地域における持続的野菜生産のためのトウガラシ、�

トマトの革新的な育種技術開発』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ύδϟδϟϥϯେֶɺֵڀݚཱࠃ৽ி

 ৓େֶٶηϯλʔɺڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃஜ೾େֶɺ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϊϊ Χʔιϊ
ύδϟδϟϥϯେֶ  
೶ֶ෦ ।ڭत

୅දऀɹڀݚ
ݯঝ ߁
ஜ೾େֶ ੜ໋ܥڥ؀ ।ڭत

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

νϦ
ࠃ࿨ڞ

C3Aௐҹޙのू߹ࣸਅ

低環境負荷型の「バナナ萎凋病総合管理パッケージ」を提案する

ɹϖϧʔηϧό஍ҬͰόφφʹյ໓తඃ֐Λٴ΅͢Ҥ஺ප（ผ໊ɺύφϚප）ରࡦͱ͠

ͯɺҎԼ͔Β構੒͞ΕΔʮҤ஺ප૯߹؅ཧύοέʔδʯΛ࣏ࣗମ౳ʹఏҊ͢Δɻ	�
ะ৔ɾ෼


�	ϨϕϧのҤ஺ප਍அγεςϜɺࢠมҟ༠発ͰಘΒΕΔҤ஺ප఍ੑ߅ʗ଱පੑόφφ


�	౷ɺܥපݪϑϦʔබੜ࢈ɾ൦෍γεςϜɺ	�
 発ප཈ࢭ౔৕Λ構੒͢Δඍੜ෺Τίγε

ςϜのղ໌ɺ	�
ੜ෺೶ༀ౳Λ組߹ͤͨ௿ڥ؀ෛՙのපޚ੍֐法ɻ

安定なバナナ生産を担保、農民の生活水準向上に寄与

ɹϖϧʔηϧόのόφφ࠿ഓ஍Ҭʹ͓͍ͯɺʮҤ஺ප

૯߹؅ཧύοέʔδʯʹ ͕（技術ऀ）ࡐಋͰ͖Δ人ࢦ೶ՈΛ͍ͯͮج ҭ੒͞ΕɺʮҤ

஺ප૯߹؅ཧύοέʔδʯ͕ ΕΔɻͦ͞༺׆ʹΕɺ೶Ո͞༺࠾技術ͱͯ͠ٴී の݁

Ռɺηϧόখن໛೶ຽのੜ׆ਫ४دʹ্޲༩͢Δɻ

ϖϧʔηϧό஍Ҭの 
όφφ೶Ոʹ͓͚Δूՙ෩ܠ

 ϖϧʔηϧό஍Ҭのόφφะ৔ʹ
͓͚Δ೶Ո͓Αͼࢦಋऀ͔Βの 

ௌ͖取りௐࠪの༷ࢠɻ

ϖϧʔηϧό஍Ҭのόφφะ৔ʹ
͓͚ΔҤ஺ප発ੜঢ়گɻԫԽɺҤ஺͍ͯ͠Δɻ
ӈԼの໼ҹ෦෼のҡ؅ଋ͕׊ม͍ͯ͠Δɻ

όφφੜ࢈ͷڴҖɺ�
Ҥ஺පͷ৵ೖͱൃපΛ๷ ʂ͛

『�バナナ萎凋病の診断・警戒システムと発病制御戦略の�

構築と実装』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ϖϧʔ
ࠃ࿨ڞ

૬खཱࠃ ؔػڀݚࠃϥɾϞϦʔφ೶ۀେֶɺཱࠃ೶ڀݚۀॴɺཱࠃηϧό೶ۀେֶ

 ηϯλʔɺௗऔେֶڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃେֶɺ޻೶ژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϦϦΞφ Ξϥΰϯ ΧόϨϩ
तڭ େֶۀϥɾϞϦʔφ೶ཱࠃ

୅දऀɹڀݚ
༗ߐ ྗ
౦ژ೶޻େֶ 
େֶӃ೶ֶڀݚӃ ڭत

όφφҤ஺පのಛҟࣝผ法
（-AM1法）の֬立ɻ 

 ମの組৫ݸછͨ͠২෺ײ
͔（�ମ�͓Αͼݸ） Βؒ࣌�Ҏ಺

Ͱཅੑ൓Ԡ͕ಘΒΕΔɻ

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

M�Mॺ໊࣌のࣸਅ

4342

4"53&14�����
ੜ෺ݯࢿ
#JPSFTPVSDFT

4"53&14�����



BNI機能を強化し窒素利用効率を改善したコムギ品種をインドに導入

ɹ࡞෺ੜ࢈Ͱࢪ༻͞ΕΔ஠ૉංྉの΄΅൒෼͸ڥ؀ʹࣦΘΕɺਫ࣭Ԛછ΍

஍ٿԹஆԽのݪҼͱな͍ͬͯΔɻੜ෺త঳Խ཈ （੍#/I）機能ΛڧԽͨ͠࡞෺

͸ɺࠜ ͔Β෼ൻ͢Δ#/I෺࣭͕౔৕தの঳ԽաఔΛ཈੍͢Δ͜ͱͰ஠ૉのར

༻ޮ཰্͕޲ɺΑりগな͍ࢪංྔͰ͍ߴऩྔΛҡ持Ͱ͖Δɻ#/I機能ΛߴΊ

ͨίϜΪ඼छΛҭ੒͠ɺͱりΘ͚ࢪංྔのଟ͍ΠϯυのώϯυΡελϯฏݪの

ίϜΪ࠿ഓମܥʹಋೖͯ͠ڥ؀໘なΒͼʹࡁܦ໘͔ΒޮՌΛ͢ূݕΔɻ

施肥量の低減で地域の経済と地球の環境をダブルで改善

ɹ#/I機能ڧԽίϜΪ඼छのಋೖΛ௨ͨ͡ࢪංྔの௿ݮʹΑͬ ͯɺώϯ

υΡελϯฏݪのίϜΪ࠿ഓ೶ՈなΒͼʹංྉへのิॿ͕͔ۚ͞ΉΠ

ϯυࡁܦへのϓϥεのޮՌ͕ظ଴͞ΕΔɻ·ͨɺ೶஍͔Βの/�0Ψεの

発ੜ΍঳ࢎの༹୤͕ݮগ͠ɺશٿ஠ૉ॥؀の݈શԽ͕ظ଴͞ΕΔɻ

高栄養価・低ヒ素米の育種基盤および栽培技術の構築

ɹόϯάϥσγϡ͸ੈքͰ΋༗਺のίϝのੜ࢈ɾফඅେ国Ͱ͋Δɻ͜ の͜ͱ͕ɺίϝ

Λհͨ͠༗ಟݩૉ（ώૉ）のઁ取ʹΑΔ݈߁ඃ֐ɺίϝʹଟؚ͘·Εな͍ඍྔӫཆૉ

（మɺѥԖ）のෆ଍ʹΑΔܽ๡঱（ӅΕٌͨծ）ΛҾ͖͜͠ىɺେ͖なࣾձ໰୊ͱなͬ

͍ͯΔɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺҭछ΍ਫ؅ཧ技術ʹΑりɺώૉΛ͋·りؚ·な͍҆શな

ίϝ΍ɺమ΍ѥԖΛଟؚ͘ΉӫཆՁ͕͍ߴίϝΛੜ͢࢈Δ技術の֬立Λ目͢ࢦɻ

安全で健康的なコメを当たり前のものに！

ɹ҆શ ɾੑӫཆՁ͕͍ߴίϝのҭछ技術ɺ࠿ഓ技術Λ֬

立͠ɺόϯάϥσγϡͰී͢ٴΔ͜ͱʹΑりɺ国ຽの݈߁

の্࣭͕͢޲Δɻ·ͨɺ本ϓϩδΣΫτʹΑりಘΒΕΔ技

術͸ɺੈ քͰಉ༷の໰୊͕ੜ͍ͯ͡Δ஍ҬͰ΋׆༻͢Δ

͜ͱ͕Ͱ͖Δɻ

地域多様性のある畜産資源を活用したスマート畜産技術の開発

ɹڝ૪力の͋Δڇ೑ੜ࢈ʹ取り組ΉίϩϯϏΞΛର৅ʹɺقסの͋Δ೤ଳ

஍Ҭのڇ೑ੜ্޲ੑ࢈Λ目తͱ͠ ͯɺখن໛೶ՈͰ΋ར༻可能なσδλϧϓ

ϥοτϑΥʔϜ্Ͱ೶Ոのऩӹ͕ܨʹ্޲ΔεϚʔτச࢈技術Λఏ͢ڙΔɻ

ੜؔ͘ڧʹੑ࢈࿈͢Δ΢γのϧʔϝϯඍੜ෺ϑϩʔϥのҨ఻తଟ༷ੑͱ຀

૲のଟ༷ੑΛ׆༻͠ɺ์ ຀ओମのச࢈ʹ͓͚Δ૲஍ੜଶܥのอશͱͦの持

続తར༻ɺ͓ Αͼ෇ՃՁ஋の͋Δச࢈෺ੜ࢈ʹΑΔ஍Ҭ開発ΛΊ͟͢ɻ

牛肉生産システム最適化に資するデジタルプラットフォームの構築

ɹίϩϯϏΞڇ࢈೑のτϨʔαϏϦςΟΛఏ͢ڙΔσδλϧϓϥοτϑΥʔϜʹΑりɺ

஍Ҭのச࢈ίϛϡχςΟのੜੑ࢈Λ্ͤ͞޲ɺڇ೑の࣭Λ୲อ͢ΔσδλϧೝূΛ

行͏ɻকདྷతʹ͸ɺ஍Ҭのಛ৭Λڇ͔ͨ͠׆೑ੜ࢈構଄の࠷దԽΛࢧԉ͢ΔεϚʔ

τச࢈஍ҬϞσϧのී͢ݙߩʹٴΔɻ

ίϩϯϏΞ࢈ݪの೑༻ڇ
（3PNPsJOVBOPछ）

ίϩϯϏΞɾϛʔτΫϥελʔ
஍Ҭのச࢈೶Ոͱのଧ߹ͤ

ίϩϯϏΞɾϛʔτΫϥελʔ
஍Ҭの೑์ڇ຀

ώૉΛؚΉ஍Լਫ（ᕲᕱਫ）
Λټみ্͛Δϙϯϓ

όϯάϥσγϡ೶ۀେ学の
ะ৔

όϯάϥσγϡ೶ۀେ学ʹͯ
研究ଧͪ߹Θͤ

ਤɿ#/I技術の֓೦ਤ
（�SDJFODF MBOHB）

ώϯυΡελϯฏݪ౦෦の 
ίϜΪݧࢼะ৔ʹͯ#/IڧԽ 

ίϜΪܥ౷の૿৩Λ開࢝

௿஠ૉ৚݅Ͱ΋஠ૉٵऩͱऩྔੑʹ 
༏ΕΔ#/IڧԽܥ౷	ࠨ
ɻӈ͕ΦϦδφϧの඼छɻ 

（ͭ͘͹ࢢのݧࢼะ৔ʹͯ）

ώૉԚછ஍ҬͰ 
೶Ո͔ΒώΞϦϯά

σδλϧͰ΢γͱ૲地ͷ力Λ�
Ҿ͖ग़࣋͠ଓՄೳͳڇ೑ੜ࢈Λ࣮ݱʂ

『�デジタルプラットフォームを活用したルーメン微生物フローラと�

草地管理の最適化による牛肉バリューチェーン創出プロジェクト』

୅දऀɹڀݚ
େଂ ૱
 ԰େֶݹ໊
େֶӃੜ໋೶ֶڀݚՊ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ίϩϯϏΞ೶ۀɾ຀சߏػڀݚɺίϩϯϏΞச࢈࿈ໍɺࡍࠃ೤ଳ೶ۀηϯλʔ

԰େֶݹ໊ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ੈք࠷େͷώૉԚછ地ҬͰɺӫཆ͕�
๛෋Ͱ҆શͳίϝͷੜ࢈ΛՄೳ ʂʹ

『�稲の安全性と高栄養価に貢献する育種および�

水管理技術の開発』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ όϯάϥσγϡ೶ۀେֶɺόϯάϥσγϡҴڀݚॴɺόϯάϥσγϡྗࢠݪ೶ڀݚۀॴɺ೶ۀল೶ہٴීۀ

େֶཱݝɺळాߏػڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈ɾ৯඼ۀେֶɺ೶ژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ΠεϥϜ ϥϑΟΫϧ
όϯάϥσγϡ೶ۀେֶ 
౔৕ՊֶֶՊ ڭत

୅දऀɹڀݚ
ਆ୩ ַ༸
౦ژେֶ େֶӃ೶ֶੜ໋Պ 
तڭՊ ।ڀݚֶ

২෺ͷ力ͰංྉͷແବΛݮΒ͠ɺ�
地球ͷ஠ૉ॥؀Λ݈શԽͤΑʂ

『�生物的硝化抑制（ＢＮＩ）技術を用いたヒンドゥスタン平原に�

おける窒素利用効率に優れたコムギ栽培体系の確立』

୅දऀڀݚ
Ξϧϯ ΫϚʔϧ δϣγ
ϘʔϩʔάೆΞδΞڀݚॴ ॴ௕

୅දऀɹڀݚ
ඈా ఩
ηϯλʔڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
ಛఆڀݚओࠪ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ϘʔϩʔάೆΞδΞڀݚॴɺΠϯυཱࠃখഴେഴڀݚॴɺΠϯυཱࠃ೶ڀݚۀॴɺΠϯυதԝ౔৕Ԙྨڀݚॴ

ߏػڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈ɾ৯඼ۀηϯλʔɺௗऔେֶɺ೶ڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϩϨʔφ ΞάΞϤ ΢ϩΞ
ίϩϯϏΞ೶ۀɾ຀சߏػڀݚ  
തڀݚ࢜һ

葯培養とシチズンサイエンスにより即時的稲品種開発体制を構築

ɹଞのαϒɾαϋϥΞϑϦΧॾ国ಉ༷ɺβϯϏΞͰ΋国ຽのଟ͕͘೶ଜ෦ʹ͠ॅډɺͦ の΄ͱ

ΜͲ͕ශࠔԼʹ͋Δɻಉ国Ͱ͸ίϝधཁ͕ٸ଎ʹ֦େ͠ɺҴ࡞振興ʹΑΔ೶Ոॴಘの্޲

技術開発Ͱ͸ɺ持続可能ੑͱ஍Ҭのࣗવɾࣾۀ଴Ͱ͖Δɻ೶ظ͕ ձ

ͱなΔɻ本研究͸ɺ༗能なΠϊϕʔλʔͰݤ͕ੑ߹へのదڥ؀ࡁܦ

͋Δ೶ຽのओମతࢀՃʹΑΔγνζϯαΠΤϯεͱᤉഓཆɺҭछج

൫技術Λ組み߹Θͤɺ஍Ҭの৚݅ʹదԠ͢Δଈ࣌తҴ඼छ開発ɾී ɻ͢ࢦମ੍の構ஙΛ目ٴ

アフリカにおける稲品種の短期育成システムの構築に貢献

ɹβϯϏΞڞ࿨国Ͱ構ங͞ΕΔଈ࣌తҴ඼छ開発γεςϜ͕ଞのαϒɾαϋϥΞϑϦΧॾ国ʹ೾͠ٴɺҴの୹ظ඼छ

ҭ੒ʹΑͬͯ඼छొ࿥ީิͱなΔ༗๬ܥ౷͕持続తʹ開発͞ΕΔͱͱ΋ʹɺͦ ΕΛج൫ͱ͢Δ೶ۀ開発ɾ׆ಈ͕ଅਐ

͞Εɺ೶ଜのශ͢ݙߩʹݮ࡟ࠔΔɻ

඼࣭ถのҭछߴ

Χ΢ϯλʔύʔτ機ؔ
のݧࢼะ৔

೶ຽͱ科学ऀͷ協ಇʹΑͬ �ͯ
ଈ࣌తҴ඼छ։ ɾൃී Մೳ͕ٴ ʂʹ

『�葯培養及びシチズンサイエンスによる即時的稲品種�

開発体制の構築』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ βϯϏΞ೶ڀݚۀॴɺβϯϏΞେֶ

๺ւಓେֶɺླྀ ؔػڀݚ಺ࠃ ηϯλʔڀݚۀ࢈೶ྛਫࡍࠃେֶɺ౦๺େֶɺཙ೶ֶԂେֶɺۀ೶ژେֶɺ౦ٿ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
ϜγΧ νλϯϏ
βϯϏΞ೶ڀݚۀॴ 
һڀݚۀ೶ڃ্

୅දऀɹڀݚ
޼ ౻ۙ
๺ւಓେֶ 
େֶӃ೶ֶڀݚӃ ڭत

βϯϏΞ
ࠃ࿨ڞ

೶ຽͱの協ಇ

Ҵ࡞೶ຽάϧʔϓͱの࠙ஊ

ίϩϯϏΞ
ࠃ࿨ڞ

όϯάϥσγϡ
ਓຽڞ࿨ࠃ

Πϯυ
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߹஍研究ऀのձݱͱஂ࡯ࢹ

΢ϥϯόʔτϧ߫֎ݧࢼ΄৔
Ͱの࠿ഓݧࢼの༷ࢠ

຀சʹద͞な͍ϤϞΪ͕
ൟໜ͢Δߥഇ૲ݪ

༡຀ຽ఻ঝΛ׆༻͠ �ͯ
Ϟϯΰϧ຀சͷ࣋ଓੑΛߴΊΑʂ

『�遊牧民伝承に基づくモンゴル草原植物資源の有効活用による�

草地回復』

遊牧民伝承による家畜の健康維持とモンゴル荒廃草原の回復

ɹϞϯΰϧ૲ݪ২෺のՈச݈߁ճ෮ޮՌなΒͼʹߥഇ૲ݪճ෮ޮՌʹؔ͢

Δ༡຀ຽの๛෋な஌ࣝͱ఻ঝΛूΊͯ༗༻૲ݪ২෺Λબൈ͠ɺ֤ ʑͦのཧ

༝ͱなΔԽ߹෺の୳ࡧ΍৽نなҨ఻ࢠの୳ࡧΛ行な͏͜ͱͰɺ༗༻ੑΛ科学

తʹ࣮ূ͢Δɻಉ࣌ʹɺർฐͨ͠Ϟϯΰϧ૲ݪΛʮ਍அʯ͠ ɺબൈͨ͠২෺の

ͱ͍ٴഓ法の֬立ͱී࠿ ʮ͏࣏療ʯΛ行な͏͜ͱͰɺੜҭੑ͕߁݈͔ͭ͘ߴҡ

持ޮՌの͍ߴ૲ݪ২෺Λར༻ͨ͠૲ݪอશɺՈச݈߁อશΛ行な͏ɻ

高環境抵抗性・高健康維持機能性牧草普及による牧畜生

産性の増加

ɹ༡຀ຽの఻ঝΛ科学తʹར༻͠ɺա์຀ʹ൐͏ߥഇ૲ݪのੜ্޲ੑ࢈ͱ

Ոச݈͢ࢿʹ߁Δ૲ݪ২෺Λීͤ͞ٴΔ͜ͱͰɺ࣭ ΛߴΊͨϞϯΰϧߥഇ૲

発ల͢Δɻ͕͜ۀ࢈のճ෮ʹͱ΋な͏༡຀சݪ のํ法࿦ΛԠ༻͠ɺಉ༷の໰

୊ʹ௚໘͢Δੈքの༡຀சۀ࢈のੑ׆Խʹد༩͢Δɻ

୅දऀڀݚ
δϟόβϯ ότϑʔ
Ϟϯΰϧཱࠃେֶ 
Ԡ༻Պֶֶ޻෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
ઙݟ ஧உ
౦ژେֶ  
େֶӃ೶ֶੜ໋ՊֶڀݚՊ  
ಛ೚ڀݚһ

૬खؔػڀݚࠃ  ϞϯΰϧཱࠃେֶɺɹϞϯΰϧੜ໋Պֶେ ʢ्ֶҩֶڀݚॴɾசڀݚ࢈ॴɾੜଶڀݚܥηϯλʔʣɺϞϯΰϧ৯ྐ೶

�লɺS)*/& "/(*RT $oۀ࢈ܰۀ -tdɺ.0/0S (roup $ompany

ߏػڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈ɾ৯඼ۀ౎େֶɺ౦๺ҩՊༀՊେֶɺ೶ژେֶɺژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

Ϟϯΰϧࠃ

ηϯτϥϧɾϧιϯେ学Ͱ࣮ͨ͠ࢪ 
Ҋ݅ܗ੒のͨΊのձٞ

όφφύφϚපඃ֐ะ৔

ΧΧΦϒϥοΫϙουප

৽ͨͳൃ૝ͰόφφͱΧΧΦͷ�
೉ප֐ʹ௅Ίʂ

『�難防除病害管理技術の創出による�

バナナ・カカオの持続的生産体制の確立』

バナナとカカオの重要病害を制御する新規技術体系の開発

ɹ৯ྉ֬อͱ్্国のࡁܦ発లʹॏཁな೶࡞෺όφφɾΧΧΦʹ͓͍ͯ๷আ

法の֬立͞Ε͍ͯな͍೉๷আප֐Λ੍͢ޚΔͨΊʹɺප֐਍அΩοτ͓Αͼප

ഓ؅ཧํ法࠿ফಟͱංഓ؅ཧɾݩΞϓϦの開発౳ͱซͤͯɺ౔৕ؐ࡯発ੜ༧֐

Λ࠷దԽ͢Δ͜ͱͰɺ૯߹తなප֐๷আ؅ཧ技術ମܥΛఏҊ͢Δɻ·ͨɺόφφ

͓ΑͼΧΧΦの࠿ഓะ৔͔ΒපەݪΛؚΉଟ༷なྨەΛऩूͯ͠ඍੜ෺ϥΠ

ϒϥϦʔΛ構ங͠ɺ༗༻なඍੜ෺ݯࢿͱ͠ Δɻ͢༺׆ͯ

病害防除管理技術体系を開発しバナナ・カカオの持続生産に貢献

ɹ༌ग़όφφのओཁੜ࢈国Ͱ͋りɺΧΧΦੜ࢈ʹ΋஫力͍ͯ͠ΔϑΟϦϐϯʹ͓͍ͯɺੈ քதͰॏཁな྆࡞෺の

ප֐Λ੍͠ޚɺ持続可能なੜ࢈Λ࣮͢ݱΔ͜ͱͰɺੜ࢈෺のݮऩʹΑΔࡁܦଛࣦΛ્͢ࢭΔɻ͞ Βʹɺෆద੾な೶

ༀࢄ෍ʹΑΔ஍Ҭॅຽの݈߁ඃ֐΍ڥ؀Ԛછのܰ͢ݙߩʹݮΔ͜ͱΛ目

ɻ͢ࢦ

୅දऀڀݚ
ύʔιϯζ ϔΠϧ
ηϯτϥϧɾϧιϯେֶ  
।ڭतɾࡍࠃ෦௕

୅දऀɹڀݚ
౉ล ࢠژ
तڭ ઒େֶ ೶ֶ෦ۄ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

૬खؔػڀݚࠃ ηϯτϥϧɾϧιϯେֶ

େֶ޻೶ژ઒େֶɺ౦ۄ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

ϑΟϦϐϯ�
ࠃ࿨ڞ

༿ރΕපʹײછͨ͠ 
ΰϜϊΩ

೶ༀεΫϦʔχϯάྫ

ΰϜะ৔্ۭࡱӨը૾ 
（ጶױʹΑり༿͕な͍）

༿ރΕපのප௃

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

ଟ֯తͳ科学ΞプロʔνͰ༿ރΕප�
͔Βఱવݯࢿ২෺ΰムϊΩΛकΔʂ

『�ゴムノキ葉枯れ病防除のための複合的技術開発』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ゴムノキ葉枯れ病の早期対策を通じて資源生産国と消費国を繋ぐ

ɹఱવΰϜੜ࢈国ͰΰϜϊΩ༿ރΕපのײછ͕֦େ͠ɺΰϜੜࠁਂʹ࢈なඃ֐Λ༩

͍͑ͯΔɻΠϯυωγΞఱવΰϜ研究機ؔٴͼΠϯυωγΞେ学ͱ協力ͯ͠ɺԽ߹෺ɺ

ඍੜ෺ࡎʹΑΔ༿ރΕපەのۦআͱήϊϜҭछのಋೖʹΑΔҭछج൫構ஙɺ人޻Ӵ

੕΍υϩʔϯը૾͔Βײછ஍Ҭのૣݕظग़Λ行͍ɺ༿ރΕපの๷আͱײછ֦େΛ཈

੍͢Δɻ·ͨɺݯࢿੜ࢈国ͱ日本Λ͙ۙܨ୅త科学技術ʹࠜͨ͟͠ҭछʹݙߩͰ͖Δ

研究ϦʔμʔΛ૑ग़͢Δɻ

世界の需要増大に見合った安定的な天然ゴムの供給へ

ɹ౦ೆΞδΞ͸ੈքの�ׂҎ্のఱવΰϜΛ͍ͯ͠څڙΔɻ౦ೆΞδΞのΰϜϊΩ͸

Ϋϩʔϯ૿৩のͨΊɺಉ͡පײʹ֐છͯ͠͠·͏ɻ開発ͨ͠技術ΛఱવΰϜੜ࢈国ͱ

༗͢Δ͜ͱͰɺੈڞ քのधཁʹݟ߹͏҆ఆతなఱવΰϜのڅڙͱΰϜੜ࢈೶Ոの҆

ఆͨ͠ੜ͢ݙߩʹܭΔɻ

૬खؔػڀݚࠃ ΠϯυωγΞΰϜڀݚॴɺΠϯυωγΞେֶ

Պେֶ޻ڮηϯλʔɺલڀݚࢠྔޫ ॴڀݚෞେֶɺཧԽֶذηϯλʔɺڀݚՊֶݯࢿڥ؀ ॴڀݚཧԽֶ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୅දऀڀݚ
εϩι ϥϑτϞ
ΠϯυωγΞΰϜڀݚॴ ॴ௕

୅දऀɹڀݚ
দҪ ೆ
ཧԽֶڀݚॴ ݯࢿڥ؀Պֶڀݚ
ηϯλʔ άϧʔϓσΟϨΫλʔ

ॲཧࡡɾѹࡅϗςΠΞΦΠのഁޙ取מ

Ϩʔε΢ΣΠϙϯυΛ༻͍ͨ 
εϐϧϦφഓཆ

λφބͰա৒ൟໜ͢Δ 
ϗςΠΞΦΠの্ۭࡱӨࣸਅ
 ໘ੵの���ʹ૬౰͢Δބ）

໿��� LN�ʹൟໜ）

ਫ૲όΠΦϚεΛ༗Ձ෺ʹ�
ੜଶܥɾࣾ ձɾ݈ ղʹؾ໰題ΛҰ߁ ʂܾ

『�ナイルの源流エチオピア・タナ湖で過剰繁茂する水草�

バイオマスの管理手法と有効利用プロセスの確立』

ホテイアオイからエネルギー・栄養・農産物への転換技術の開発

ɹϦϞʔτηϯγϯάͱAI技術Λ׆༻͠ɺΤνΦϐΞ࠷େのλφބͰա৒ൟໜ͢Δ

ϗςΠΞΦΠの持続可能なמ取ϞσϧΛ開発͢Δɻמ取ޙのϗςΠΞΦΠ͔Βϝλ

ϯ発߬ॲཧʹΑりΤωϧΪʔͱӫཆ෼Λճऩ͠ɺͦ ΕΛར༻ͯ͠εʔύʔϑʔυͱ

஫目͞ΕΔඍࡉ૶ （ྨεϐϧϦφ）のେྔഓཆΛ行͍ɺݱ஍ۀاͱεϐϧϦφ༝དྷ

ӫཆิॿ৯඼の開発Λ目͢ࢦɻ本学の学際త研究Λ౷߹͠ɺഇغ෺͔Β༗Ձ෺へ

の༗ޮར༻技術の֬立ʹ取り組Ήɻ

「見えない飢餓」が蔓延するエチオピアで健康・栄養改善に貢献！

ɹICTΛར༻ͨ͠持続可能なϗςΠΞΦΠの؅ཧγεςϜΛ構ங͠ɺকདྷతʹ͸ϗ

ςΠΞΦΠʹΑΔੜଶܥɾࣾ ձ໰୊ղܾのϞσϧέʔεΛ目͢ࢦɻ·ͨɺεϐϧϦφ

༝དྷのӫཆิॿ৯඼͕開発͞ΕɺΤνΦϐΞࣾձͰ࣮૷Խ͞ΕΔ͜ͱͰɺಉ国๊͕

͑Δ݈߁໰୊ɾӫཆࣦௐのվળʹ͢ݙߩΔɻ

୅දऀڀݚ
ιϩϞϯɾΞσΟεɾϨήοη
όϋϧμʔϧେֶ  
೶ڥ؀ۀՊֶ෦ ।ڭत

୅දऀɹڀݚ
ೋ࿠৳ ౻ࠤ
૑Ձେֶ  
ཧֶ޻෦ ڞੜ૑଄ཧֶ޻Պ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  όϋϧμʔϧେֶɺΠϯδόϥେֶɺλφބपลਫҬอޢ։ൃߏػ
ηϯλʔڀݚՊֶڥ؀ބඐഀݝլ࣎େֶɺཱݝլ࣎૑Ձେֶɺ ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ΤνΦϐΞ�
࿈๜ຽओ�
ࠃ࿨ڞ
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タイのエビ養殖池

バナナエビ

タイ水産局研究センターで
飼育されているアジアスズキ

タイ水産局研究センター
飼育設備

タイ原産魚介類の養殖によって 
「世界の台所」を構築！

『�世界戦略魚の作出を目指したタイ原産魚介類の家魚化と�

養魚法の構築』

タイ原産魚介類から有用グループを選び出し、育み、保存する

　世界で消費される食用水産物の半分は養殖由来であることから養殖による食資源

生産は重要である。そこで、タイ在来種のアジアスズキとバナナエビを国際市場で世界

有数の主要水産物として扱われる養殖種とするため、有用形質を選抜するためのゲノ

ム育種を進めるとともに、感染症防除法、栄養強化餌、および、エビの全雌生産技術を

開発する。さらに、多様な遺伝資源を永久保存し、これらの材料からいつでも個体を創

りだせる技術開発を行う。

家魚化を含む養殖法の開発により食糧安全保障に貢献！

　アジアスズキとバナナエビを国際市場で主要水産物と

するために家魚化を含む両種の生産技術（ゲノム育種、ワ

クチン等）が構築される。また、細胞・組織レベルで遺伝子

資源の永久保存が可能になる。将来的には、栄養価が高く、自然生態系に負荷の少ない

養殖魚介類の安定的な供給が期待される。

研究代表者
モンタカン タムティン
タイ王国農業・協同組合省水産局 
沿岸養殖研究開発部 部長

研究代表者　
廣野 育生
東京海洋大学  
学術研究院海洋生物資源学部門 
教授

相手国研究機関  タイ王国農業・協同組合省水産局、タイ科学技術省国立科学技術開発庁遺伝子生命工学研究センター、カセサート大学、 
チュラロンコン大学、ワライラック大学、スラナリー工科大学、プリンスオブソンクラ大学

国内研究機関 東京海洋大学、国際農林水産業研究センター、水産研究教育機構、神奈川大学、三重県栽培漁業センター
研究期間（採択時） 5年間

採択年度 平成30年度

タイ
王国

アフリカの気候に適応できる高品質コムギ系統を迅速に育種する

　コムギの需要は、サブサハラアフリカで急増しているが必要な生産ができていない。本プロジェクトは、近縁野生種

に由来する高温耐性系統を材料にして、その量的遺伝子座の同定と選抜マーカーの開発を行い、品質劣化のない系

統を開発する。また、代謝産物を指標にした耐性選抜技術や、将来の気候変動シナリオに合う成長モデルを開発する。

その実現のために、スーダンに「分子育種施設」と「イノベーションプラットフォーム」を設置する。

過酷な気候に耐える品種を作りアフリカの食糧問題解決に貢献

　本プロジェクトで設置する「分子育種施設」では高精度の選抜技術が開発

され、「イノベーションプラットフォーム」では新品種の迅速な普及を可能とす

る。今後さらに悪化するサブサハラアフリカの乾燥・高温農業生態系に適する

コムギ品種の開発によって食糧安全保障への貢献が期待できる。

高温耐性コムギとスーダンの
実用品種を交配して 
実用品種開発に着手

スーダンの高温ストレス圃場を用いて、
高温耐性コムギの選抜実験

暑さに耐えるコムギ品種の開発で 
食糧不足の解決に貢献せよ！

『�スーダンおよびサブサハラアフリカの乾燥・高温農業生態系において�

持続的にコムギを生産するための革新的な気候変動耐性技術の開発』

採択年度 平成30年度

研究代表者
イッザト シドアハメッド アリ 
タヘル
スーダン共和国 農業研究機構  
コムギ研究プログラム 准教授

研究代表者　
辻本 壽
鳥取大学 
乾燥地研究センター 特任教授

相手国研究機関 スーダン共和国農業研究機構、スーダン気象庁

国内研究機関 鳥取大学

研究期間（採択時） 5年間

スーダン
共和国

高温耐性遺伝子の提供親である
野生種タルホコムギの多様性

家畜感染症の診断

チュラロンコン大学獣医学部内 
コラボレーションラボ設置に関する 

覚書調印式

ミニッツオブミーティングに
関する全体会議

鶏肉の微生物除去技術の開発研究

家畜感染症を制御する新技術で 
持続可能な家畜生産を目指せ！

『�世界の台所を目指すタイにおける家畜生産と食品安全に関する

新技術導入による畜産革命の推進』

新しい家畜感染症防疫体制の確立と安全な食肉生産技術を開発

　口蹄疫を初めとする重要家畜感染症は、畜産資源の輸出制限や生産性低下を招く要因と

なっている。本プロジェクトは、世界の食料基地を目指すタイにおいて、宮崎県で発生した口

蹄疫防除の経験を活かし、政府機関及び獣医系大学とも連携して、重要家畜感染症のマル

チ診断システムの開発と流行予測モデルに基づく防疫体制の構築、さらには食鳥肉からの

食中毒菌除去技術の開発を行う。これらの研究や研修プログラムを通じ、グローバル時代に

対応できる家畜防疫専門家の育成に取組む。

安定的かつ持続可能な家畜生産及び安全な畜産製品の供給を促進

　ASEANの先導的役割を担っているタイにおいて、口蹄疫等の家畜感染症制御技術

を確立し社会実装することで、周辺諸国へ技術が波及していく。これによりASEANに

おける家畜資源の安定・安全供給技術が確立され、地球規模課題である世界の食料安

全保障への貢献が期待される。

研究代表者
ジンタピタックサクン  
ルーチャイ
農業協同組合省畜産開発局  
動物衛生研究所 所長

研究代表者　
三澤 尚明
宮崎大学  
産業動物防疫リサーチセンター  
特別教授

採択年度 令和元年度

相手国研究機関  タイ農業協同組合省畜産開発局、チュラロンコン大学、マヒドン大学、チェンマイ大学、 
キングモンクット工科大学、タイ動物衛生研究所

国内研究機関 宮崎大学、東京農工大学、北海道大学、株式会社カイジョー、日本ハム株式会社、兼松株式会社
研究期間（採択時） 5年間

タイ
王国

土壌浸食の危機に瀕する
キヌア休閑地の調査

ウユニ塩湖を臨む過酷環
境下で栽培されるキヌア キヌア生産農家へ

の聞き取り調査

ウユニ塩湖畔の 
キヌア圃場でキヌア残渣を 

食べるリャマ

過酷環境に耐える高栄養価作物 
キヌアで気候変動に立ち向かえ！

『�高栄養価作物キヌアのレジリエンス強化生産技術の�

開発と普及』

採択年度 令和元年度

気候変動に対応したキヌアの持続可能な生産技術の開発と普及

　キヌアは、栄養価が高いだけでなく、塩類土壌、干ばつや降霜など劣悪な環境下

にあるボリビアの高地高原（標高4,000m程度）で唯一栽培可能な作物である。しか

しながら、現在、頻発する極端気象や農地拡大による土壌浸食などにより、キヌア生

産は危機に瀕している。キヌア遺伝資源の整備、レジリエンス強化育種素材の開発、

休閑地管理や耕畜連携等の改善により、キヌアの持続可能な生産技術を開発し、普

及させる。

アンデス原産スーパーフードで、世界の食料安全保障に貢献する

　キヌアの持続可能な生産技術を構築・普及することにより、ボリビアの食料安定生

産と国民所得の向上に貢献する。究極の不良環境地で培われる本技術を砂漠化に

瀕した世界の他の乾燥地域だけでなく、多様な農業環境に適用することにより、世

界の食料安全保障の強化が期待できる。

ボリビア 
多民族国

相手国研究機関 サン・アンドレス大学、PROINPA財団

国内研究機関 国際農林水産業研究センター、京都大学、東京農工大学、帯広畜産大学

研究期間（採択時） 5年間

研究代表者
ジョバンナ ロシオ  
アルマンザ ベガ
サン・アンドレス大学  
化学研究所 教授

研究代表者　
藤田 泰成
国際農林水産業研究センター  
食料プログラム  
プログラムディレクター

4948

SATREPS 2024
生物資源
Bioresources

SATREPS 2024



๷　ࡂ
4"53&14�����

%JTBTUFS�1SFWFOUJPO�BOE�.JUJHBUJPO

5150

ੜ෺ݯࢿ
#JPSFTPVSDFT

4"53&14�����
๷　ࡂ
%JTBTUFS�1SFWFOUJPO�BOE�.JUJHBUJPO

4"53&14�����



雷雲内の電荷分布をリアルタイムで3Dイメージング

ɹཕ͔Β์ࣹ͞ΕΔ༷ʑなप೾਺のి೾Λଊ͑ɺམཕのલஹͱなΔӢ಺のඍ

খ์ి͔Βɺͦ のશ๴Λৄ͢ݱ࠶ʹࡉΔ؍ଌωοτϫʔΫΛ構ங͢Δɻཕ์ి

͕Ͳ͜Ͱ࢝·りɺͲのΑ͏ʹਐల͠ɺͲ͜ͰऴΘΔの͔の�D؍ଌσʔλΛߴ଎

ॲཧ͠ɺཕӢ಺のిՙ͕஝͑ΒΕ͍ͯΔ৔ॴͱத࿨ిՙྔΛਪఆ͢Δߴɻ 構

଄෺へのམཕͱϩέοτ༠ཕ࣮ݧͰܭଌ͢Δཕܸిྲྀ೾ܗͰਪఆ݁Ռのݕ

ূͱਫ਼౓্޲Λ行͍ɺཕ׆ಈのφ΢ΩϟετΛ࣮͢ݱΔɻ

高度雷情報を、安定した電力供給と極端気象災害の早期警報に活用

ɹߴਫ਼౓ཕ؍ଌͱ୹ؒ࣌༧ଌσʔλΛɺఀ ి΍ిѹมಈ͕͞ڐΕな͍ݱ৔ͰのόοΫ

Ξοϓిݯへの੾ସ͑΍ɺి 力ɾ௨৴ઃඋのอकʹ׆༻͢Δɻཕ׆ಈͱ߱Ӎのؔ܎Λௐࠪ

͠ɺߑਫ౳の֐ࡂのݪҼͱなΔ߽Ӎのૣܯظใʹͭな͛ΔɻϚϥοΧւڦԊ؛Λڌ఺ʹɺ

੒ՌΛपล஍Ҭへల開͢Δɻ

理・工・文が集い、国際港湾都市の地震・津波複合災害リスク低減

ɹ国際ߓ࿷౎͕ࢢ஍਒ɾ௡೾ඃ֐Λड͚Δͱɺ௚઀తなඃ֐ʹՃ͑ͯɺ௡೾Րࡂ΍ة

Λ΋ͨΒ͢ɻ本研究Ͱڹಈのఀ଺なͲෳ߹తなӨ׆ࡁܦ෺ྲྀग़ɺ෺ྲྀの్ઈʹΑΔݥ

͸ւఈɾ཮ ɾ্ଌ஍؍ଌ͔Β஍਒γφϦΦΛ࡞੒͠ɺ஍਒ɾ௡೾γϛϡϨʔγϣϯʹͮج

͍ͯෳ߹֐ࡂϦεΫΛධՁ͢Δɻͦ ͯ͠ɺϋʔυ΢ΣΞରࡦɺϚωδϝϯτख法ɺආ೉ઓ

ུΛఏҊ͠ɺ֤ 機܎ؔ ɾؔॅ ຽͱのίϛϡχέʔγϣϯΛ௨ͯࣾ͠ձ࣮૷Λ目͢ࢦɻ

リスク評価手法の開発とリスク軽減策の提案

ɹ૬ख国研究ऀͱͱ΋ʹ૯߹తなෳ߹֐ࡂϦεΫධՁख法Λ開発͢ΔɻϦεΫܰݮ

ΑΔ๷ʹۀاମɾຽ࣏ؒ෉ʹΑり政෎ɾ஍ํࣗ޻ΛఏҊ͠ɺίϛϡχέʔγϣϯのࡦ

తల๬ͱͯ͠ɺظΛଅਐ͢Δɻ௕ࢿ౤ࡂ

開発͞ΕΔධՁख法Λ௨ͯ͠ɺ日本΍ੈ

քのߓ࿷౎ࢢ๷ࡂʹ΋͢ݙߩΔɻ

೥ؒൃཕ���೔௒ɺ࠷ઌ୺؍ଌ໢ʹ�
ΑΔཕφ΢ΩϟετͰඃ֐Λ௿ݮʂ

『�持続可能なエネルギー供給と極端気象災害の早期警報のための

電荷分布リアルタイム３Ｄイメージングと雷活動予測』

୅දऀڀݚ
Ϟϋϝυ ϦσϡΞϯ Ξʔϝου
ϚϨʔγΞɾϚϥοΧٕज़େֶ 
  ज़ηϯλʔٕݮ࡟ϦεΫ֐ࡂ
ηϯλʔ௕

 ୅දऀڀݚ
৿ຊ ݈ࢤ
तڭ෦ɹֶ޻େֶ ཧـۙ

૬खؔػڀݚࠃ ϚϨʔγΞɾϚϥοΧٕज़େֶɺςφΨɾφγϣφϧେֶ

ʣɺిגʢۀ޻ػେֶɺத෦େֶɺԻӋిـۙ ؔػڀݚ಺ࠃ ෞେֶɺ෱Ҫେֶذ௨৴େֶɺؾ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

υϛϊࣜʹඃ͕֐࿈͢࠯Δ�
ෳ߹͔֐ࡂΒ国際ߓ࿷౎ࢢΛकΔʂ

『�北中米太平洋沿岸部における巨大地震・津波複合災害�

リスク軽減に向けた総合的研究』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ϛήϧɾΞϯϔϧɾ 
ϔϧφϯσεɾϚϧςΟωε
Τϧαϧόυϧཱࠃେֶ  
೶ֶՊֶ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
த໺ ݩଠ
  ॴڀݚࡂ౎େֶ ๷ژ
ڭηϯλʔ ॿڀݚ֐ࡂେڊ

૬खؔػڀݚࠃ ʲΤϧαϧόυϧ ΤrϧαϧόυϧཱࠃେֶɺதถେֶϗηɾγϝΦϯɾΧʔχϟεɺڥ؀ఱવݯࢿলɾࢹ؂ڥ؀૯ہɺ૯຿লɾࢢຽอޢ૯ہ
 ʲϝΩγί ϝrΩγίཱ࣏ࣗࠃେֶɺཱࠃ๷ࡂηϯλʔ
େֶށେֶɺਆژ౎େֶɺ౦ژ ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

 ଌ૷ஔઃஔ৔ॴબఆのͨΊ؍
ి೾ڥ؀の༧උଌఆΛ行͍ͬͯΔ༷ࢠ

ϩέοτ༠ཕの੒ޭྫࣄ

ΞΧϑτϥߓͰのௐࠪ

௡೾ϦεΫの͍ߴ 
஍Ҭのௐࠪ

ϝΩγίの௡೾研究ϥϘ

ϩέοτ༠ཕ࣮ݧの࣮஍研म

ϚϨʔγΞ

南西太平洋の過去と現在の火山活動を知り、災害軽減へつなげる

ɹ����೥�݄ʹ発ੜͨ͠τϯΨԦ国のւఈՐࢁ෾Րɾ௡೾͸ੈքதʹӨڹΛ༩͑ɺ

ౡቦւҬのՐ׆ࢁಈのࢹ؂ɾ༧ଌɾରࡦの՝୊ͱॏཁੑΛࡏݦԽͤͨ͞ɻ本ϓϩδΣ

ΫτͰ͸ɺೆ ੢ଠฏ༸のՐࢁ෾Ր΍෾Ր௡೾のཤྺͱಛ௃Λղ໌͠ɺࡏݱのՐ׆ࢁ

ಈΛ೺Ѳ͢Δ技術Λ開発͢ΔɻτϯΨɾϑΟδʔɾόψΞπͰ࿈ͦͯ͠ܞΕΒΛ׆༻͠ɺ

Λࡦ༗͠ɺվળڞの໰୊Λࡦର֐ࡂෆ଍΍ࡐな͛Δɻౡቦの๊͑Δ人ͭʹݮܰ֐ࡂ

構ங͢Δɻʹڞ

広域火山噴火・津波災害リスクを軽減する3国連携基盤が確

立する

ɹ؍ଌσʔλ΍ཧղ͕ݶΒΕ͍ͯΔౡቦւҬのՐࢁ෾Րʹ͍ͭͯɺ৽ͨな

ʮ஌ʯͱ؍ଌ技術͕ੜみग़͞ΕΔɻͦ ΕΒ͸ɺ日本΍ੈքのౡቦւҬՐࢁへԠ

༻͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δɻ·ͨɺౡቦ国のݶΒΕͨ人తݯࢿΛ஍Ҭ࿈ܞʹΑͬ ෰ࠀͯ

͠ɺ持続可能な人ࡐҭ੒ମ੍Λ構ங͢Δɻ

ౡቦՐࢁ国Ͱ࿈͠ܞɺ�
ւҬͷ෾Րɾ௡೾֐ࡂϦεΫͷܰݮΛʂ

『�南西太平洋島嶼国における広域火山災害リスク軽減�

プロジェクト』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
λχΤϥ Ϋϥ
׭࣍ লݯࢿ౔ఱવࠃ

୅දऀɹڀݚ
ܙඒ ݪࢢ
౦ژେֶ 
஍਒ڀݚॴ ।ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  τϯΨ஍࣭αʔϏεɺόψΞπؾ৅ɾ஍৅ہ֐ࡂɺϑΟδʔ߭෺ہݯࢿ

ॴڀݚՊֶࢁ࢜෋ݝསࢁେֶɺ౦๺େֶɺژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

τϯΨ�
Ԧࠃ 耐震技術や地震リスク評価等によりレジリエントな社会を目指す

ɹ੬ऑな構଄෺͕ଟ਺ଘ͢ࡏΔτϧίͰ͸஍਒ඃ͕֐ଟ発͍ͯ͠Δɻ͜ の஍਒ඃ֐Λܰ

ଌ研究ʹΑ؍ΔͨΊʹɺ଱਒技術研究ɺ஍਒௡೾γφϦΦϓϥοτϑΥʔϜ構ஙɺௐࠪ͢ݮ

りةዧ͞ΕΔ๺ΞφτϦΞஅ૚஍਒（ϚϧϚϥ஍਒）の஍਒ϦεΫධՁͱ଱਒ରࡦΛਪਐ͢

Δɻ͞ ΒʹγϛϡϨʔγϣϯ研究なΒͼʹ̞̩技術ʹΑΔඃ֐Πϝʔδの可ࢹԽΛ༻͍ͨ

๷ڭࡂҭのਪਐΛਤΔͱͱ΋ʹɺඃ֐Πϝʔδʹͮ͘ج෮興ܭը立Ҋख法Λී͢ٴΔɻ

耐震技術等の減災科学により危惧されるマルマラ地震対

策に貢献

ɹA'AD（ࣄٸۓ֐ࡂଶରࡦி）Λ௨͡ɺ଱਒技術のීٴͱ஍਒޻学技術

ऀҭ੒Λਪਐ͠஍਒ʹ͍ࣾڧձͮ り͘ʹݙߩɻϚϧϚϥ஍਒ϦεΫのҙࣝ

ըの構ங͕ଅਐ͞ΕΔɻ͜ܭͱ行政ʹΑΔ෮興্޲ ΕΒの研究੒Ռ͕日

本τϧί྆国なΒͼʹۙྡ国へී͠ٴϨδϦΤϯτࣾձ構ஙʹݙߩɻ

͠༺׆科学Λࡂݮ �ͯ
ΑʂͤݮΛܰ֐அ૚地਒ͷඃ׆େڊ

『�災害に強い社会を発展させるためのトルコにおける研究と�

教育の複合体の確立―マルテスト』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ϒϨϯτ ΞΫόε
ήϒθ޻Պେֶ ڭतɾ 
Ϛϧςετηϯλʔ ηϯλʔ௕

୅දऀɹڀݚ
ߦٛ ాۚ
߳઒େֶ ؅ػةࠃ࢛ཧڭҭɾ 
  ߏػਪਐܞɾ஍Ҭ࿈ڀݚ
ಛ೚ڭतɾ෭ߏػ௕

૬खؔػڀݚࠃ  ήϒθ޻Պେֶɺத౦޻ՊେֶɺϋδΣοςϖେֶɺϢϧυΡζ޻ՊେֶɺϘΞδνେֶ ΧϯσϦ஍਒؍ଌڀݚॴɺ 
Πελϯϒʔϧେֶɺ"'"Dʢࣄٸۓ֐ࡂଶରࡦிʣɺτϧί஍਒ஂࡒɺτϧί੺৽݄ࣾ

઒େֶɺ໊߳ ؔػڀݚ಺ࠃ େֶཱݝݿେֶɺฌژ԰େֶɺதԝେֶɺ౦ݹ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

ௐࠪର৅஍Ҭ

τϧί
ࠃ࿨ڞ

ϚϧϚϥւ

߳઒େ学ʹ  ͯ
ʮJCC開͚ͨ޲ʹ࠵ଧͪ߹Θͤʯ 

のू߹ࣸਅ࣌

MA3TESTਤ 
（ϚϧϚϥ஍਒޻学 

（ηϯλʔݧࢼ

୅දऀڀݚ
ΞϒϥϋϜ φαοΫ
ɾڥมಈదԠɾΤωϧΪʔɾ؀ީؾ
  ؅ཧল֐ࡂɾ֐ࡂ৅ɾ஍࣭ؾ
௕׭୅ཧ

୅දऀڀݚ
ϥΠδΣϦ ϨϫτΡ λΨ
׭࣍຿ࣄ লݯࢿ౔߭෺ࠃ

ϑΟδʔ�
ࠃ࿨ڞ

όψΞπ�
ࠃ࿨ڞ

λϯφౡ（όψΞπ）Ͱの 
Րࢁ஍࣭ௐࠪの༷ࢠɻ 

஍ҬのϦʔμʔʹௐࠪの಺༰Λઆ໌͍ͯ͠Δɻ 
 ͸෾ԎΛ্͛Δʹ͏͜޲
ϠεʔϧՐ͑ݟ͕ࢁΔɻ

τϯΨの௡೾ੴͱ͞Ε͍ͯΔڊੴɻ 
όψΞπのΫϫΤՐࢁの෾ՐʹΑΔ 

௡೾ͱ͍͏આ͕͋Δɻ 
本ϓϩδΣΫτのௐࠪର৅のҰͭɻ

ϑΟδʔ（φϯσΟࢢ）Ͱ開ͨ͠࠵ΩοΫΦϑ 
国際ձٞɻ日本ͱ૬ख国のଞɺϢωείなͲの国際機ؔ΍ɺ 

χϡʔδʔϥϯυ͓Αͼถ国のઐ໳Ո΋ 
Ճɻࢀͯʹ஍·ͨ͸ΦϯϥΠϯݱ

୅දऀڀݚ
ϗεΤɾλΰɾύνΣί
ϝΩγίཱ࣏ࣗࠃେֶ  
तڭ෦ ।ֶ޻

ϝΩγί�
ࠃऺ߹

Τϧαϧ�
όυϧ�
ࠃ࿨ڞ

ΤϧαϧόυϧͰの 
ΩοΫΦϑϛʔςΟϯά

๷　ࡂ
%JTBTUFS�1SFWFOUJPO�BOE�.JUJHBUJPO
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科学的知見に基づく沿岸域の防御機能向上およびその社会実装

ɹΠϯυωγΞԊ؛͸ɺ೾࿘΍௡೾ʹΑΔւਁ؛৯΍ਁਫඃࠁਂ͕֐Ͱ͋りɺԊ؛

Ҭの発లΛ્͍ͯ͠֐Δɻͦ ͜Ͱɺ࠷৽技術Λ༻͍ͨԊ؛ҬのϞχλϦϯά໢の੔

උɺγϛϡϨʔγϣϯख法ɺ࠭ ඿΍ϚϯάϩʔϒྛΛ׆༻ͨ͠ւ؛อશの技術のҠస

Λ行͍ɺ科学తΤϏσϯεʹͮ͘جԊ؛Ҭの๷ޚ機能্͓޲Αͼࣾձ࣮૷ख法の構

ஙΛ行͏ɻ͜ ΕΑりɺ๷ࡂɺڥ؀ɺࡁܦͱのௐ࿨のͱΕͨԊ؛஍Ҭの࣮ݱΛ目͢ࢦ΋の

Ͱ͋Δɻ

グリーンインフラを用いた沿岸域の防災・減災

ɹԊݮܰ֐ࡂ؛のͨΊのϞχλϦϯάɾϞσϦϯά技

術্޲ͱؒ࣌มԽΛྀͨ͠ߟάϦʔϯɾάϨʔΠϯϑϥ

Λ組み߹Θͤͨ࠷దなࣗવॱԠతԊ؛๷ޚ技術ʹ͍ͭͯ標४ԽΛ行͏ɻ開発͞Εͨ技

術ΛΠϯυωγΞの標४技術ͱͯ͠ఆணͤ͞ɺଞ஍Ҭʹల開͢Δͱͱ΋ʹɺ౦ೆΞδΞ΍

ଠฏ༸ౡቦ国へのීٴΛਤΔɻ

Ϛϯάϩʔϒྛの༷ࢠ
（੢දౡ）

όϦౡ,VUBϏʔνの༷ࢠ
ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

όϦౡのਁ৯ରࡦ

����೥SVXBSFsJ஍਒ 
௡೾ʹΑΔඃ֐

都市の豪雨洪水防災のためのトータルパッケージを開発

ɹ߽Ӎ΍ߑਫʹΑΔ֐ࡂ͸ɺީؾมಈͱ΋ؔ࿈͠ɺϦεΫ͕஍نٿ໛Ͱ૿

େ͍ͯ͠ΔɻಛʹΠϯϑϥ΍ݐ଄෺౳͕発ల్্な஍Ҭ΍ɺ人ू͕ޱத͢

Δ౎ࢢ͸ɺ੬ऑͰ͋Δɻ本研究Ͱ͸ɺ߽ Ӎߑਫ๷ࡂのͨΊの؍ଌɾ༧ଌɾ఻

ୡɾ׆༻ɾ行ಈのτʔλϧύοέʔδΛ開発͠ɺେ౎ࢢҬϒΤϊεΞΠϨε

機の੔ࢉܭଌ໢ͱ؍৅ਫจؾͼίϧυόΛର৅ͱͯࣾ͠ձ࣮૷͢Δɻٴ

උɺ༧ଌɾ఻ୡγεςϜの開発ɺॅ ຽへの๷ڭࡂҭɺઐ໳人ࡐҭ੒Λ行͏ɻ

豪雨・洪水情報の伝達・活用で人々 の防災行動につなげる

ɹର৅஍ҬͰのඃ໌͕ݮܰ֐Β͔ͱなりɺ͞ ΒʹΞϧθϯνϯશҬʹ೾͢ٴ

Δɻ·ͨΞϧθϯνϯͰの੒ޭ͕ɺ஍نٿ໛Ͱద༻可能な߽Ӎߑਫ๷ࡂのૅɺ

୺ॹͱなりɺকདྷతʹ͸ɺ͞ Βʹߴ౓ԽΛ続͚な͕Β஍نٿ໛ʹల開͍ͯ͘͠

͜ͱͰɺ஍نٿ໛の՝୊ղܾʹ͢ݙߩΔɻ

グϦʔϯΠϯϑラΛ༻͍ �ͯ
ΠϯυωγΞͷԊ؛ΛकΔ

『�沿岸でのレジリエント社会構築のための新しい�

持続性システム』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ϜϋϯϚυ ϑΝϦυ
όϯυϯ޻Պେֶ  
Ԋ؛ւ༸։ൃηϯλʔ௕

୅දऀɹڀݚ
৿ ৴ਓ
तڭ ॴڀݚࡂ౎େֶ ๷ژ

૬खؔػڀݚࠃ  όϯυϯ޻ՊେֶɺࠃՈ๷ࡂிʢ#/P#ʣɺΨδϟϚμେֶɺΠϯυωγΞେֶɺެ  ɾۀࣄڞ
Πϊϕʔγϣϯிʢ#R*/ʣڀݚՈࠃ෺ཧிʢ#.,(ʣɺٿ஍ީؾ৅ؾຽॅ୐লʢP6PRʣɺࠃ

౎େֶɺ౦๺େֶɺւژ  ؔػڀݚ಺ࠃ ɾ্ߓ࿷ɾٕۭߤज़ڀݚॴɺதԝେֶ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

߽Ӎ΍ߑਫΛ༧ଌ͠ɺ�
ਓʑΛ͔֐ࡂΒकΕʂ

『�気象災害に脆弱な人口密集地域のための数値天気予報と�

防災情報提供システムのプロジェクト』

୅දऀڀݚ
Ϡχʔφ ΨϧγΞ  
εΧόʔϧ
һڀݚ ہ৅ؾཱࠃ

୅දऀɹڀݚ
ਖ਼ݐ ޷ࡾ
ཧԽֶڀݚॴ 
։୓ڀݚຊ෦ ओ೚ڀݚһ

૬खؾཱࠃ  ؔػڀݚࠃ৅ہɺཱࠃਫจہɺϒΤϊεΞΠϨεେֶɺΞϧθϯνϯ౦๺େֶɺίϧυόେֶɺ
ʢϒΤϊεΞΠϨεभʣɹہ؅ཧػةʢίϧυόभʣɺہ؅ཧػة

ηϯλʔࡍࠃɾϦεΫϚωδϝϯτ֐ࡂॴ ਫڀݚେֶɺ౔໦ࡕॴɺେڀݚཧԽֶ  ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

Ξϧθϯνϯ�
ࠃ࿨ڞ

ϒΤϊεΞΠϨεେ学Ͱの
ηϛφʔ

ίϧυό߫֎ɾαϯϩέμϜ 
ۙ͘の学ߍͰの๷ڭࡂҭ

ϒΤϊεΞΠϨεۙ ɾ߫ 
ΩϧϝεࢢΛྲྀΕΔ઒の༷ࢠ

Ξϧθϯνϯ国立ؾ৅ہの
લʹͯ

道路と橋梁の長寿命化を実現する技術開発と人材育成

ɹԘ֐ɺચ۷ɺॏྔަ௨͕ಓ࿏構଄෺ʹٴ΅͢ӨڹΛ͖ͬͪりͱ೺ѲͰ͖Δ技術ɺͦ

ͯ͠ɺԘ֐ɺચ۷ɺॏྔަ௨͔ΒڮྊΛͬ͠ ͔りͱकΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δ技術Λ開発͢Δɻ͞

Βʹɺ開発ͨ͠技術ΛॎԣແਚʹૢΔ͜ͱ͕Ͱ͖Δ༏लなಓ࿏؅ཧ技術ऀΛҭͯΔ

ફ͢Δɻ࣮ͦ͘ڧҭ੒Λ力ࡐҭΧϦΩϡϥϜΛ֬立͢Δͱͱ΋ʹ人ڭ ͯ͠ɺ技術ͱ人͕

ௐ࿨ͨ͠ɺλΠʹ͓͚Δಓ࿏構଄෺ʹର͢ΔޮՌతなΠϯϑϥϝϯςφϯεख法Λ׬

੒ͤ͞Δɻ

世界が悩む道路インフラの老朽化問題の解決に貢献！

ɹ本研究Ͱ開発͢Δ技術ʹΑりΞδΞϯϋΠ΢ΣΠの

ಓ࿏ͱڮྊの௕ण໋ԽΛ࣮͢ݱΔɻ͜ の࣮ݱΛ௨ͯ͡ɺASEA/のಓ࿏ωοτϫʔΫの

҆શੑͱ৴པੑの͢ݙߩʹ্޲Δɻ·ͨɺ本研究੒Ռ͸ɺ࿝ٺԽ͕ஶ͍͠日本のΠϯ

ϑϥのϝϯςφϯεख法の߹ཧԽʹେ͖͘ݙߩͰ͖Δͱ֬৴͢Δɻ

ϓϨSAT3E1SͰ行ͬͨڮྊ 
ΤϯδχΞͱのڮྊௐ࣮ࠪश

ਫʹΑΔଛইߑ

地震災害におけるリマ市の災害対応のための判断を迅速化させる

ɹ஍਒ɾ௡೾֐ࡂ͸ಥવ発ੜ͠ɺͦ のӨڹ͸ൣ޿ғʹΘͨΔɻ֐ࡂରԠͱ͠ ͯ͸ɺඃ֐

のશ༰Λ͍ͪૣ͘೺Ѳ͢Δ͜ͱ͕ॏཁͰ͋Δɻ͠ ͔͠ɺ஍਒ɾ௡೾の発ੜ΍ݐ෺ඃ֐ɺ

Πϯϑϥඃ֐なͲのঢ়گ೺Ѳ͸ɺͦ ΕͧΕ͕ผʑʹɺओͱͯ͠目ࢹ΍खۀ࡞Ͱ行ΘΕ

͖ͯͨɻͦ ͜Ͱɺࠓ日のηϯαʔ技術Λͯ͠࢖ۦɺ֐ࡂの発ੜ͔Βඃ֐ঢ়گ·ͰΛ͍ͪ

ૣ͘೺Ѳ͠ɺͦ の݁ՌΛ͢͹΍͘஍ཧ৘ใγεςϜʹ౷߹ͯ͠දࣔ͢ΔγεςϜの開発Λ行͏ɻ

地震・津波による被害の全容をすぐにつかみ適切な対応が取れる

ɹ஍਒ɾ௡೾֐ࡂの発ੜঢ়͔گΒݐ෺ɾΠϯϑϥのඃ֐ঢ়گ·ͰΛ

ࡦର֐ࡂͯ͠߹଎΍͔ʹ೺Ѳ͠ɺಘΒΕͨ৘ใΛ౷ʹޙ発ੜ֐ࡂ

৘ใ౷߹γεςϜの開発͸ɺ֐ࡂදࣔ͢ΔϦΞϧλΠϜʹऀࢪ࣮

ಀ͛஗ΕʹΑΔඃऀࡂのେ෯௿͢ݙߩʹݮΔͱͱ΋ʹɺੈ քの஍

਒国へのద༻͕ظ଴Ͱ͖Δɻ

λΠ
Ԧࠃ

ϓϨSAT13ESͰ行ͬͨ
のू߹ࣸਅ࣌ྊௐࠪڮ

աੵࡌのτϥοΫ

Ԙ֐ʹΑりྼԽͨ͠٭ڮ

ਓͱ技術Λௐ࿨ͤ͞ɺ�
ಓ࿏ωοτϫʔΫͷ҆શੑΛ֬อ͢Δʂ

『�タイ国におけるレジリエンスの強化のための�

道路と橋梁のライフタイムマネジメント技術の開発』

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
ϫϯνϟΠ ϤʔτζονϟΠ
Χηαʔτେֶ ֶ޻෦ 
෦໳ ෭෦໳௕ڀݚ෦ֶ޻

୅දऀɹڀݚ
༃඙ ౻ࠤ
ૣҴాେֶ ૑଄ཧֶ޻෦  
ࣾձֶ޻ڥ؀Պ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ ΧηαʔτେֶɺλΠӡ༌লಓ࿏ہɺνϡϥϩϯίϯେֶ
ૣ  ؔػڀݚ಺ࠃ Ҵాେֶɺ๺ւಓେֶɺؔ ੢େֶɺ೔ຊେֶɺ೔మέϛΧϧˍϚςϦΞϧࣜגձࣾɺࣛ ౡಓ࿏ࣜגձࣾɺ

ձࣾࣜגۀڵ࿨ࡕձࣾώΧϦɺࣜגձࣾ,S,ɺࣜגɺۀ࿨ిڞձࣾࣜג
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

ηϯαʔͰ地਒ͱ௡೾ͷඃ͕֐�
͙͢ʹΘ͔ΔγεςムΛ࡞Δʂ

『�地震直後におけるリマ首都圏インフラ被災程度の�

予測・観測のための統合型エキスパートシステムの開発』

୅දऀڀݚ
Χϧϩε αόϥ
ϖϧʔ޻ཱࠃՊେֶ  
೔ຊʵϖϧʔ஍਒๷ڀݚࡂηϯ
λʔ ڭत

୅දऀɹڀݚ
ೇ ߒҰ
౦ژେֶ  
஍਒ڀݚॴ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  ϖϧʔ޻ཱࠃՊେֶɺϖϧʔ஍ٿ෺ཧڀݚॴɺਫ࿏ߤ࿏ہɺॅ ୐ݐઃӴੜলɺ্ Լਫಓہɺӡ༌௨৴লɺ
ҭলɺ݈ڭிɺࡂՈ๷ࠃிɺݮϦεΫධՁܰ֐ࡂՈࠃɺߏػ։ൃڀݚӉ஦ۭߤՈࠃ লɺϦϚट౎੓෎߁

Պֶେֶɺ໊ژॴɺ౦๺େֶɺઍ༿େֶɺ౦ڀݚ߹ज़૯ٕۀ࢈େֶɺژ౦  ؔػڀݚ಺ࠃ ԰େֶݹ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

ϖϧʔ�
ࠃ࿨ڞ

ίϩφのӨڹͰɺ 
ΦϯϥΠϯձٞΛ׆༻

CISMIDの構଄࣮ݧ౩� 
構଄ؔ܎の研究のத৺ͱなΔ

研究のର৅஍Ҭ

றϖϧʔେ࢖ΛCISMIDʹ 
͓ܴ͑ͯ͠のηϨϞχʔ

๷　ࡂ
%JTBTUFS�1SFWFOUJPO�BOE�.JUJHBUJPO
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植物由来の土質改良材を用いて特殊土地盤上の道路整備

手法を構築

ɹΤνΦϐΞͰ͸ಓ࿏͕੔උ͞Ε͍ͯな͍ͨΊʹɺΞΫηε͕ࠔ೉な೶ଜ

஍Ҭ͕ଟ͋͘Δɻಓ࿏の޻ࢪ΍ҡ持؅ཧΛࠔ೉ʹ͍ͯ͠Δの͸ɺΞϑϦΧશ

౔ʹ͘޿෼෍͢Δ๲ுੑ೪ੑ౔ͱݴΘΕΔಛघ౔Ͱ͋Δɻ͜ のϓϩδΣΫτ

Ͱ͸ɺಛघ౔のվ࣭ϝΧχζϜΛ೺Ѳͯ͠ɺࡏདྷ২෺Λݪྉͱͨ͠౔࣭վྑ

Λ開発͢Δɻͦࡐ ɺߴͯ͠ Ձな機ցΛ࢖Θな͍؆ศなಓ࿏੔උख法Λ֬立͠

ͯɺ஍ํ行政ɾίϛϡχςΟͱの協ಇʹΑΔӡ༻Ϟσϧ構ஙΛ目͢ࢦɻ

サブサハラアフリカの農村地域の年間通行性が向上！

ɹࡏདྷ২෺༝དྷの౔࣭վྑࡐΛӡ༻ͨ͠ಛघ౔஍൫্のಓ࿏੔උख法͕構ங͞ΕΔɻকདྷతʹ͸ɺΞϑϦΧશ౔ʹ

෼෍͢Δಛघ౔へのରॲख法ͱ͠ ͯɺݻ༗の৚݅Λ౿·͑ͨվྑϞσϧΛ֤஍Ͱఆணͤ͞Δ͜ͱͰɺαϒαϋϥΞϑϦ

Χʹ͓͚Δશఱީܕಓ࿏へのΞΫηεظ্͕޲଴͞ΕΔɻ

͍ͭͰ΋௨ΕΔ೶ಓΛʂ�
௿ίετͰ؆ศͳ೶ಓͷҡ࣋Λ࣮ݱ

『�特殊土地盤上道路災害低減に向けた植物由来の土質改良材の

開発と運用モデル』

୅දऀڀݚ
ϑΟπϜ λεϑΝΠ ϕϧ΁
ΞδεΞϕόՊֶٕज़େֶ  
ॿڭ

୅දऀɹڀݚ
໦ଜ ྄
ྉࢿڀݚ౎େֶ ΞϑϦΧ஍Ҭژ
ηϯλʔ ಛ೚ڭत

૬खؔػڀݚࠃ ΞδεΞϕόՊֶٕज़େֶɺδϯΧେֶɺΤνΦϐΞಓ࿏ެࣾ

େֶ࡚ٶ౎େֶɺژ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ฏ੒��೥౓࠾

のࡐ஍学ੜͱ౔࣭վྑݱ
Λ行͏ݧ࣮߹ࠞ

Ӎ͕ߔ͍ਂʹظͰ͖ͨ 
ೆΦϞݝのಓ࿏

ΩοΫΦϑϛʔςΟϯά࣌の
ू߹ࣸਅ 

（ΞδεΞϕόʹͯ）

ΤνΦϐΞ�
࿈๜ຽओ�
ࠃ࿨ڞ

長距離土砂流動早期警戒情報伝達及びリスク判断支援システム開発

ɹީؾมಈʹ൐͏߽Ӎのස౓૿Ճ͕ஶ͍͠εϦϥϯΧͰ͸ɺ౔͕࠭֐ࡂස発͍ͯ͠Δɻಛʹਂࠁなߴ଎௕ڑ཭౔࠭ྲྀ

ಈの発ੜͱྲྀಈൣғΛ�日લʹ༧ଌ͢Δ͜ͱΛ可能ʹ͢ΔͨΊɺַࢁ஍の஍ੑܗཚྲྀのӨڹΛ౿·͑ͨ���̼࠷ํ࢛

େྦྷੵӍྔの༧ଌͱɺ೤ଳڧ෩Խ౔৿ྛࣼ໘ʹ͓͚Δෆ๞࿨ਁಁʹΑΔ஍͢΂り発ੜɾ֦ େɾྲྀ ಈൣғ༧ଌΛ行͏ઌ

ਐ技術Λ組みࠐみɺ஍͢΂り֐ࡂ༧ଌ৘ใのૣظ఻ୡٴͼϦεΫ൑அࢧԉγεςϜΛ開発͢Δɻ

豪雨災害の多発に悩むモンスーン地域諸国の防災に貢献する！

ɹ本研究Ͱ開発ͨ߱͠Ӎ༧ଌ΍౔࠭ྲྀಈの発ੜͱྲྀಈൣғの

༧ଌ技術͸ɺεϦϥϯΧ͹͔りͰな͘ɺಉछの͕֐ࡂஶ͍͠Ϟϯ

εʔϯ஍ଳの౦ೆΞδΞॾ国ʹ͓͍ͯߴɺ ଎௕ڑ཭౔࠭֐ࡂの

͞༺׆໘ͰہなͲ͋ΒΏΔࡂの๷ࢢɺ೶ଜɾ౎ޚਫ੍ߑ΍ݮܰ

Ε͍ͯ͘͜ ͱ͕ظ଴͞ΕΔɻ ����೥ΞϥφϠέ
஍͢΂り

ΞϥφϠέ஍͢΂り発ੜ࣌
の߱Ӎͱ౔࠭ྲྀಈのݱ࠶

εϦϥϯΧؔ܎機ؔͱの 
ϓϩδΣΫτઓུձٞ

スϦランカ 
ຽओࣾձओ
ࠃ࿨ڞٛ

൵ࢂͳ౔࠭ྲྀಈ֐ࡂͷൃੜΛ�
�೔લʹ༧ଌ͢Δʂ

『�スリランカにおける降雨による高速長距離土砂流動災害の�

早期警戒技術の開発』

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

୅දऀڀݚ
ΞγϦɾΧϧφϫʔσφ
ॴ ॴ௕ڀݚஙݐՈࠃ

୅දऀɹڀݚ
খ௕Ҫ Ұஉ
  ߏػڀݚ֐ࡂ໘ࣼࡍࠃ
෦ ֶज़୅දڀݚ

૬खࠃ ؔػڀݚࠃՈݐஙڀݚॴ

ॴڀݚ߹ɾ৿ྛ૯ߏػɾ੔උڀݚՊֶେֶɺ৿ྛژ౎େֶɺ౦ژɺߏػڀݚ֐ࡂ໘ࣼࡍࠃ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

気候・水理水文・農業・経済を結合させたハイブリッド型水災害リスク評価

ɹϑΟϦϐϯڞ࿨国Ͱ͸ɺকདྷのީؾมಈʹΑΔਫ֐ࡂのස発ʹΑり஍ํ౎ࢢの持続తな発ల્͕͞֐ΕɺϚχϥट

౎ݍへのߋなΔҰूۃத͕ਐΉ͜ͱ͕ݒ೦͞ΕΔɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺै དྷのީؾมಈɾਫཧਫจɾ೶ۀɾࡁܦϞσ

ϧΛ݁߹ͤͨ͞ϋΠϒϦουܕਫ֐ࡂϦεΫධՁϞσϧΛ૑ग़͠ɺϚχϥट౎߫ۙݍのύϯύϯΨ઒ྲྀҬ͓Αͼύογ

άɾϚϦΩφ઒ɾϥάφྲྀބҬʹ͓͚Δ๷ࡂରࡦ౤ޮࢿՌの؍٬తなධՁΛ行͏ɻɹ

水災害リスク評価に基づく政策提言により、持続可能な経済発展に貢献

ɹର৅ྲྀҬʹ͓͍ͯϋΠϒϦουܕਫ֐ࡂϦεΫධՁϞσϧΛ׆༻͠ɺࣄલ

の๷ࡂରࡦʹԠͨ͡কདྷతなࡁܦ発లγφϦΦの༧ଌΛ行͍ɺީؾมಈԼ

Ͱのਫ֐ࡂϨδϦΤϯεの্޲ͱߧۉのͱΕͨ国౔発లʹΑΔ持続可能な

Λ行͏ɻݴఏࡦ発లのͨΊの政ࡁܦ

෼໺ԣஅʹΑΔਫ֐ࡂϦεΫධՁʹ͖ͮجɺ�
లγφϦΦΛ༧ଌͤΑൃࡁܦଓՄೳͳ地Ҭ࣋

『�気候変動下での持続的な地域経済発展への政策立案のための

ハイブリッド型水災害リスク評価の活用』

୅දऀڀݚ
ϑΣϧφϯυ $� αϯνΣζ� +r� 
ϑΟϦϐϯେֶϩεόχϣεߍ  
तڭ

୅දऀɹڀݚ
େݪ ඒอ
౦ژେֶେֶӃ৘ใֶ؀  
૯߹๷ࡂ৘ใڀݚηϯλʔ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ ϑΟϦϐϯେֶϩεόχϣεߍɺϑΟϦϐϯେֶϛϯμφΦߍɺϑΟϦϐϯେֶσΟϦϚϯߍ

େֶɺ໊ཱݝլ࣎౎େֶɺژηϯλʔɺ౦๺େֶɺࡍࠃɾϦεΫϚωδϝϯτ֐ࡂॴ ਫڀݚେֶɺ౔໦ژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ ԰େֶݹ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

ϑΟϦϐϯ
ࠃ࿨ڞ

ύϯύϯΨ઒ྲྀҬの 
೶஍のௐࠪ

ύογάɾϚϦΩφ઒ݱ஍ௐࠪ
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社会経済と感染症伝播システムのモデルを基に地域住民と問題解決

ɹϒϧηϥ঱ͱ人्ڞ௨݁֩͸ɺλϯβχΞͰ人ͱՈசʹ͘޿·ΜԆ͍ͯ͠Δɻ本ϓϩ

δΣΫτͰ͸ɺอ ɾ्݈ 医ηΫλʔͰσʔλΛڞ༗྆࣬͠පのཧղΛ૿ਐ͢ΔɻεςʔΫ

ϗϧμʔのࢀՃの΋ͱɺࣾ ձࡁܦɾײછ঱のγεςϜμΠφϛΫεϞσϧʹΑりδΣϯ

μʔのࢹ఺΋ؚΊͨײછ঱੍ѹ͕੒ޭ͢Δ৚݅Λ͚ͭݟΔɻ݁ Ռʹ͖ͮجҟなΔηΫ

λʔ͕ڞಉͰײછ঱ڭҭΛ行͍ɺॅ ຽͱڞಉͰ׭ຽ࿈ײܞછ঱ରࡦΛܭըɺ࣮ Δɻ͢ࢪ

保健・獣医、官民連携の感染症対策が取られ、ハイリスク行動が減少する

ɹ຀சຽͱॅຽのؒͰϒϧηϥ঱ͱ人्ڞ௨݁֩ɺͦ ΕΒの

༧๷ࡦʹؔ͢Δ஌্͕ࣝ͢޲ΔɻՈசのײછ঱ରࡦΛ࣮͢ࢪ

Δ೶Ո͕૿Ճ͠ɺ人のϋΠϦεΫ行ಈ͕ݮগ͢ΔɻγεςϜϞ

σϦϯάʹͮج ϫ͘ϯϔϧεɾڭҭɾ׭ຽ࿈ܞʹΑΔײછ঱ର

଴͞ΕΔɻظΕΔ͜ͱ͕͞ٴී͘޿ʹ͸ੈքࡦ

έχΞ�
ࠃ࿨ڞ

ガイドラインの策定および感染症監視警戒システムの構築

ɹԹஆԽ΍ࣾࡁܦձ׆ಈʹ൐͏ੜ෺૬のมಈʹΑりɺઅ଍ಈ෺ʹΑͬͯഔհ͞Ε

Δײછ঱͸༰қʹ֦େ͢ΔɻτϧίͰ͸գʹΑͬͯ΋ͨΒ͞ΕΔ΢Πϧεײછ঱の

΄͔ɺαγνϣ΢όΤ͕ഔհ͢ΔϦʔγϡϚχΞ঱͕人ʑの݈߁Λ͔͠ڴɺࡁܦత

ଛࣦΛੜみग़͍ͯ͠Δɻ本研究Ͱ͸科学త஌͖ͮجʹݟɺ͜ ΕΒײછ঱の఻೻αΠ

ΫϧΛ໌Β͔ʹ͠ɺ੍ ఆ͢Δɻ͞ࡦΨΠυϥΠϯΛ͚ͯ޲ʹޚ Βʹτϧίશ౔ʹ͓͚

Δܯࢹ؂ռγεςϜの構ஙΛ目͢ࢦɻ

感染症の流行縮小に貢献、世界で応用可能なシステムの構築

ɹޮ཰తなපݪମݕग़技術Λ֬立͠ɺײછ঱ର͢ݙߩʹࡦΔɻઅ଍ಈ෺のੜଉมಈʹ൐͏日

本ʹ͓͚Δ৽ͨなײછ঱ରࡦʹ΋د༩͢Δ技術開発Λ΋ͨΒ͢ɻ本研究Ͱ֬立ͨ͠ܯࢹ؂

ռγεςϜͱΨΠυϥΠϯ͸ɺ஍نٿ໛՝୊Ͱ͋ΔϦʔγϡϚχΞ঱ʹԠ༻可能Ͱ͋りϞσϧ

έʔεͱなΔɻ

λϯβχΞ�
࿈߹ڞ࿨ࠃ 感染伝播モニタリング法、行動変容促進モデルと新規治療薬の創出

ɹॅ݂ٵ஬঱͸ੈք��Χ国Ͱ�ԯ�ઍສ人͕ጶ͢ױΔدੜ஬࣬ױͰ͋Δɻ୶ਫר࢈֋

͔Β༡ग़ͨ͠༮஬͕ൽෘ͔Β৵ೖ͠ɺຫੑײછの݁Ռɺ༷ ʑなපଶΛఄ͢ΔɻϫΫνϯ

͸ଘ͠ࡏな͍ɻศ΍೘ͱڞʹ์ग़͞ΕΔ஬ཛ͸ײછ఻೻ʹد༩͢Δɻ஬ཛݕग़ʹΑΔ

਍அ͸ײ౓͕௿͘ϞχλϦϯάʹ͸ෆे෼Ͱ͋Δɻ།ҰのಛޮༀͰ͋ΔϓϥδΧϯς

ϧ͕༗ޮʹ機能͠な͍঱ྫ΋ใ͞ࠂΕ͍ͯΔɻ本ϓϩδΣΫτ͸্ه՝୊のࠀ෰Λ目

ɻ͢ࢦ

高感度感染伝播モニタリングと行動変容の促進、創薬シーズの発見

ɹώτ΍ਫڥ؀ʹ͓͚Δײߴ౓のײછ఻೻ϞχλϦϯά法͸ɺ行ಈม༰ଅਐϞσϧͱڞ

Δɻ·ͨ૑͢ݙߩʹϓϩάϥϜ͚ͨ޲છ঱の੍ѹɾഉআへײ஬঱Λ͸͡Ί֤छٵ݂ॅʹ

ༀγʔζの発ݟ͸ॅ݂ٵ஬のみなΒͣଞのٵ஬ʹର͢Δ૑ༀ研究ΛՃ଎͢Δɻ

Ϛϯιϯॅ݂ٵ஬঱の఻೻஍Ҭ
（ϰΟΫτϦΞބބ൞ϗϚϕΠ܊）

ϫϯϔϧεɾڭҭɾ׭ຽ࿈ܞͷηοτͰ�
์ஔ͞Εͨਓ्ڞ௨ײછ঱ΛݮΒ ʂ͢

『�ワンヘルス・教育・官民連携による顧みられない�

人獣共通感染症介入の共同デザインに関する研究開発』

୅දऀڀݚ
ίϨα Ϛγϡʔ
ιίΠω೶ۀେֶ 
्ҩੜ෺ҩֶ෦ ্ࢣߨڃ

୅දऀɹڀݚ
ฏߒ ాࣘ
ཙ೶ֶԂେֶ 
େֶӃ्ҩֶڀݚՊɾ् ҩ्ֶ܈
ҩֶྨ ڭत

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

�ʹ஬঱ͷ੍ѹɾഉআٵ݂ॅ
ෆՄܽͳπʔϧΛڀݚ։ൃͤΑʂ

『�住血吸虫症の制圧・排除へ向けた統合的研究開発』

୅දऀڀݚ
δΣϯΨ αϛʔ
έχΞதԝҩֶڀݚॴ  
౦ೆΞϑϦΧدࡍࠃੜ஬ରࡦηϯ
λʔʗϦʔυɾαΠΤϯςΟετ

୅දऀɹڀݚ
ᖛ໺ ਅೋ࿠
௕࡚େֶ  
೤ଳҩֶڀݚॴ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  έχΞதԝҩֶڀݚॴɺϚηϊେֶɺอ݈ল

ҩՊେֶࢠঁژηϯλʔɺ౦ڀݚ஬පݪ େֶ࢈ச޿େֶɺଳށਆ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

Ϛϯιϯॅ݂ٵ஬のதؒ॓ओ 
（୶ਫר࢈֋）の࠾取෩ܠ 

（ϰΟΫτϦΞބބ൞ϗϚϕΠ܊）

Ϛηϊେ学Ͱ（ΩεϜࢢɺ
ϰΟΫτϦΞބބ൞）

Ϛϯιϯॅ݂ٵ஬঱のҰେྲྀ行஍
（ϰΟΫτϦΞބބ൞ϗϚϕΠ܊）

અ଍ಈ෺͕΋ͨΒ �͢
ΊΖʂࢭછ঱ͷ֦େΛ৯͍ײ

『�トルコにおける顧みられない熱帯病、�

特に節足動物媒介性感染症制御に向けたワンヘルス的展開』

୅දऀڀݚ
Ϣεϑ Φζϕϧ
Τʔήେֶ ҩֶ෦ ڭत

୅දऀɹڀݚ
ᑍ৔ ઍणࡾ
౦ژେֶ 
େֶӃ೶ֶੜ໋ՊֶڀݚՊ 
।ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  Τʔήେֶɺτϧίอ݈ল

ॴڀݚછ঱ײཱࠃॴɺڀݚେֶҩՊֶژՊɺ౦ڀݚେֶେֶӃ೶ֶੜ໋Պֶژ౦ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

寄生虫症の診断技術と予防技術の開発、及びエコヘルス教育の普及

ɹ౦ೆΞδΞの࠷ශ国ϥΦεͰ͸ɺϚϥϦΞɺϝίϯॅ݂ٵ஬঱ɺλΠ؊ٵ஬঱なͲدੜ

஬঱͕人ʑの݈߁ͱࡁܦ発లのোนͱな͍ͬͯΔɻ͜ ΕΒدੜ஬࣬ױのऀױΛݮΒ͠ɺϥ

Φεのࡁܦ発లΛଅਐ͢ΔͨΊʹɺ-AM1法ͱڥ؀D/A技術Λऀױͯ͠༺׆ͱྲྀ行஍Ҭ

のਖ਼֬なಉఆʹ取り組Ήɻ·ͨύϧεిྲྀ技術ΛԠ༻͠دʹڕੜ͢ΔλΠ؊ٵ஬Λෆ׆

Խ͢Δ技術Λ開発͠ɺ͜ ΕΒ科学技術のࣾձ࣮૷ʹج͚ͨ޲൫ͮ り͘ʹ取り組Ήɻ

マラリア、メコン住血吸虫症、タイ肝吸虫症の排除と制御に貢献！

ɹ-AM1法͕ϥΦεのϚϥϦΞഉআΛՃ଎ͤ͞Δ͜ͱ

͕࣮ূ͞ΕΕ͹ɺଞ国のϚϥϦΞରࡦʹ΋೾ޮٴՌ͕

D/AͰϦεΫΤϦΞ͕ಛఆ͞ΕޮՌڥ଴͞ΕΔɻ؀ظ

తなରࡦͱײછ༧๷ڭҭʹ͢ݙߩΔɻύϧεిྲྀ技術Ͱੜ৯ͯ͠΋҆શなڕ

͕ఏڙͰ͖ɺকདྷతʹ͸৯೑のدੜ஬ରࡦʹ΋͢ݙߩΔɻ

-".1๏ͰϚラϦΞऀױΛൃͤݟΑɺ�
地ҬΛಛఆͤΑʂߦͰྲྀ"/%ڥ؀

『�革新的技術を活用したマラリア及び�

顧みられない寄生虫症の制圧と排除に関する研究開発』

୅දऀڀݚ
ϑΟϦοϓ ϒʔγʔ
ϥΦεཱࠃύεπʔϧڀݚॴ  
ॴ௕

୅දऀɹڀݚ
ੴ্ ੝හ
 ॴڀݚηϯλʔڀݚҩྍࡍࠃཱࠃ
೤ଳҩ ɾֶϚϥϦΞڀݚ෦ ࣨ௕

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

Τίϔϧεڭҭ͕ඞཁな 
ශ͍͠ϥΦεのଜ

-AM1法ʹΑΔϚϥϦΞ਍அの༷ࢠ

ύϧεిྲྀ技術ʹΑり 
Խ͢Δ׆ੜ஬Λෆدのڕ

ਫ͔ܥΒدੜ஬D/AΛݕग़͢Δ
ࢠD/Aௐࠪの༷ڥ؀

ϥΦε�
ਓຽຽओ�
ࠃ࿨ڞ

૬खؔػڀݚࠃ  ϥΦεཱࠃύεπʔϧڀݚॴɺϚϥϦΞ ɾֶدੜ஬ ɾֶࠛ ஬ֶηϯλʔɺϥΦε೤ଳެऺӴੜڀݚॴɺ 
ϥΦεอ݈ՊֶେֶɺϥΦεཱࠃେֶɺϥΦεڭҭεϙʔπল

೔ຊจཧେֶɺ৽ׁେֶɺ৽ׁༀՊେֶɺླྀ  ؔػڀݚ಺ࠃ େֶޢ؃ݝຊେֶɺ৴भେֶɺ௕໺۽େֶɺٿ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

ϚαΠ଒ͱのײછ঱੍ޚʹ
ؔ͢ΔσΟεΧογϣϯ

ҠಈதのՈசの܈Ε

஍ํެ຿һ医ࢣͱ 
्医ࢣ（தԝ）ΛғΜͰ

ϥΠττϥοϓΛ 
ࢠΔ༷͢ू࠾஬Λ͍ࠛ࢖

αγνϣ΢όΤのࡴ஬ࡎ఍ݧࢼ߅の
ࢠ༷

Πψ͔Βのපݪମ 
ࢠの༷ࠪݕग़ݕ

ϦʔγϡϚχΞ঱Λ΋ͨΒ  ͢
αγνϣ΢όΤ

τϧί
ࠃ࿨ڞ

૬खؔػڀݚࠃ  ιίΠω೶ۀେֶɺλϯβχΞཱࠃҩֶڀݚॴɺϜώϯϏϦอ݈ؔ࿈Պֶେֶ

େֶژେֶɺ౦࢈ச޿େֶɺଳޱࢁ  ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ
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Ϟϯΰϧࠃ

フィールド試験と多角的モニタリングで統合的撲滅戦略を開発

ɹߴ౓ϚϥϦΞྲྀ行஍Ͱ͋ΔέχΞɾϰΟΫτϦΞބपล஍ҬΛର৅ʹɺແ঱ީੑ

ഔհգ΍ෆద੾なϚϥϦΞ༧๷行ಈͱ͍ͬͨ՝୊ʹର͠ɺ৽ੑ߅఍ࡎ஬ࡴછɺײ

法΍ɺॅࡦഔհգରن ຽの行ಈม༰Λଅ͢行ಈࡁܦ学త࢓組みの༗ޮੑΛূݕ

͢Δɻ·ͨɺ෼ࢠӸ学ɺҨ఻学ɺ݂ ਗ਼学ɺഔհࠛ஬学ɺࣾ ձࡁܦ学ͱ͍ͬͨଟ֯తࢹ

఺ͰϚϥϦΞײછͱ発঱ΛϞχλϦϯά͠ɺແ঱ީੑײછ΍఻೻ڧ౓のෆۉҰੑ

の本ଶΛ໌Β͔ʹ͢Δɻ

統合戦略の広域展開がマラリア撲滅に貢献し貧困との悪循環を断つ

ɹݸ人ɾू ஂϨϕϧのϚϥϦΞ఻೻ϝΧχζϜのཧղͱϑΟʔϧυ研究のূݕ

ઓུ͕開発͞ΕɺͦܕίϛϡχςΟओಋ͍ͨͮجʹ のల開ʹΑりର৅஍のϚϥ

ϦΞྲྀ行͕ॖখ͢Δɻͦ の੒Ռ͸೤ଳΞϑϦΧのϚϥϦΞɾϕϧτʹ޿Ҭల開͞

ΕɺශࠔͱϚϥϦΞのѱ॥؀のղফʹد༩͢Δɻ

୅දऀڀݚ
ψʔϧαΞμʔɾΞϒυΡϧɾ
ϥϋϚϯ
ϚϥϠେֶԽֶઐڭ ߈त

୅දऀڀݚ
Ξάε ϋϧϤϊ
ΠϊϕʔγϣϯிڀݚՈࠃ
׭࣍ɾΠϊϕʔγϣϯਪਐ୲౰ڀݚ

୅දऀɹڀݚ
໺࡚ ஐٛ
౦ژେֶେֶӃҩֶڀݚܥՊ  
तڭ

自国の生物資源を利用し、熱帯感染症の薬を作り出す

ɹ஍نٿ໛Ͱ໰୊ͱなΔϚϥϦΞɾ݁ ֩౳のײછ঱ʹରͯ͠ɺ౦ೆΞδΞのఱવ

のඍੜ෺͔ݯࢿΒɺ৽نༀࡎͱなΔީิԽ߹෺Λ発͢ݟΔɻߋʹɺԽ߹෺の構଄

Λม͑ɺ࣏療ޮՌͱ҆શੑΛ্ͤ͞޲ɺώτͰのར༻Λ目͠ࢦༀࡎ開発Λ࣮͢ࢪ

Δɻඍੜ෺ݯࢿのҡ持׆༻ɺԽ߹෺୳ࡧɺԽ学߹੒ɺ̓ શੑݧࢼなͲༀࡎ開発ʹ

ෆ可ܽな技術ΛҠస͢Δͱͱ΋ʹɺ人ࡐҭ੒Λ行͍ɺඍੜ෺ݯࢿΛ׆༻ͨ͠૑ༀ

のதɾ௿ॴಘ国Ͱのࣾձ࣮૷Λ目͢ࢦɻ

豊富な生物資源を利用し薬剤開発できる研究組織・社会を構築

ɹ౦ೆΞδΞॾ国ͱのؒʹࣗ国のݯࢿΛར༻ͨ͠ༀࡎ開発のج൫ͱ国際తωοτ

ϫʔΫ͕ܗ੒͞ΕΔɻ日本Ͱ΋͜の૑ༀج൫Λར༻༷ͯ͠ʑな࣬ױʹର͢Δ৽ن

ༀࡎの開発͕可能ͱなΔɻ開発͞Εͨײછ঱ʹର͢Δༀࡎ͸ྟচݧࢼΛࣾͯܦձ

࣮૷͞ΕΔ͜ͱ͕ظ଴͞ΕΔɻ

ΠϯυωγΞ
ࠃ࿨ڞ

ϚϨʔγΞ モンゴルにおける結核、鼻疽の疫学調査と迅速診断法の開発

ɹϞϯΰϧ͸ੈքͰ΋࠷΋͕݁֩ྲྀ行͍ͯ͠Δ国のҰͭͰ͋Δ͕ɺಈ෺ʹ

͓͚Δ݁֩のӸ学͸શ͘ෆ໌なঢ়گͰ͋りɺώτͰ͸ༀࡎ଱ੑەのຮԆ͕

఻છප͢͜ىΛҾ͖ױ࣬ثٵݺʹͱな͍ͬͯΔɻ·ͨۙ೥ɺഅگなঢ়ࠁਂ

Ͱ͋Δඓᙫの発ੜ݅਺͕૿Ճ͍ͯ͠Δɻ本ϓϩδΣΫτͰ͸ɺϞϯΰϧʹ͓

͍ͯྲྀ行͢Δ人्ڞ௨ײەࡉછ঱Ͱ͋Δ݁֩ͱඓᙫʹয఺Λ͋ͯɺ् 医学

͓Αͼ医学研究ऀ͕協ಇ͠ɺӸ学ௐࠪɺਝ଎਍அ法の開発Λ行͏ɻ

結核、鼻疽に罹患する動物、ヒト患者の特定と対策が可能になる

ɹ؆ศ͔ͭײߴ౓な݁֩ەɺඓᙫەのҨ఻ࢠ਍அ法ɺඓᙫەの݂ਗ਼਍அ法ɺなΒͼʹ݁֩ەの໢ཏతਝ଎ༀײࡎड

ੑղੳ法͕開発͞ΕɺϞϯΰϧʹ͓͍ͯ༗ޮੑ͕͞ূݕΕΔɻಘΒΕͨ技術͕ී͢ٴΔ͜ͱʹΑͬ ͯՈசӴੜɺެ ऺӴ

ੜのظ্͕޲଴͞ΕΔɻ

Ҩ఻ࢠղੳʹΑΔༀࡎ଱ੑ 
݁֩のӸ学తධՁ

؆ศɺਝ଎ߴɺ  ౓なײ
਍அ法の開発

Ոசͱώτʹڞ௨͢Δײەࡉછ঱Λ�
ҩ学ʵ्ҩ学࿈ܞͰ੍ѹͤΑʂ

『�結核と鼻疽の制圧プロジェクト』

୅දऀڀݚ
ϒϧωόλʔϧ  
ϒϠϯΩγοΫ
Ϟϯΰϧײཱࠃછ঱ηϯλʔ  
݁֩৘ใɾڀݚ෦໳ ࢀ༩

୅දऀɹڀݚ
໦ଜ ࢙ڗ
๺ւಓେֶ 
େֶӃ्ҩֶڀݚӃ ڭत

૬खؔػڀݚࠃ  Ϟϯΰϧײཱࠃછ঱ηϯλʔɺϞϯΰϧੜ໋Պֶେ्ֶҩֶڀݚॴ

๺ւಓେֶɺ݁ ؔػڀݚ಺ࠃ ֩༧๷ձ݁֩ڀݚॴ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

Ϟϯΰϧの૲ݪͰ
അ͔Β݂ӷΛ࠾取

ώτ͔Β෼཭ͨ͠ 
ࠪݕのە֩݁

ॅຽͱ協ಇ͢Δจཧ༥߹ڀݚͰ�
೤ଳΞϑϦΧͷϚラϦΞΛ๾໓ʂ

『�マラリアのない社会の持続を目指したコミュニティ主導型�

統合的戦略のための分野融合研究プロジェクト』

୅දऀڀݚ
δΣοη ΪλΧ
Ϛ΢ϯτέχΞେֶ  
һڀݚڃ্ ։ൃ෦໳ڀݚ

୅දऀɹڀݚ
໌ ࢠۚ
େཱެࡕେֶ  
େֶӃҩֶڀݚՊ ಛ೚ڭत

૬खؔػڀݚࠃ Ϛ΢ϯτέχΞେֶɺέχΞதԝҩֶڀݚॴʢ,&.R*ʣɺϗϚϕΠ܊੓෎

େֶɺ௕࡚େֶɺ౦๺େֶཱެࡕେ ؔػڀݚ಺ࠃ

ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

೥౓ݩ୒೥౓ ྩ࿨࠾

தɾ௿ॴಘ国Ͱͷײછ঱ʹ対͢Δ�
ༀͷൃݟɺ։ൃΛՄೳʹͤΑʂ

『�感染症創薬の実現に向けた薬剤の至適化と前臨床試験の確立』

૬खؔػڀݚࠃ  ΠϯυωγΞɿࠃՈڀݚɾΠϊϕʔγϣϯிɺϘΰʔϧ೶Պେֶ 
ϚϨʔγΞɿϚϥϠେֶɺϚϥ޻ՊେֶɺϓτϥϚϨʔγΞେֶ 

ձࣾϘκϦαʔνηϯλʔࣜגେֶɺۀ޻԰ݹ໊ େֶɺژ౦  ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

୅දऀڀݚ
Ωϯβϯ ϐΟ πΣϦϯ
έαʔϧɾΪϟϧϙҩՊֶେֶ  
ֶ௕

ϒʔλϯ�
Ԧࠃ

୅දऀɹڀݚ
Ԭ 𠮷ੜࢁ
େ෼େֶ 
ҩֶ෦ ڥ؀ɾ༧๷ҩֶڭ ࠲ߨत

迅速検査と内視鏡技術でピロリ菌全国調査へ

ɹϒʔλϯԦ国͸ɺң؞ʹΑΔࢮ๢཰͕ੈքͰ�൪目ʹ͍ߴ国Ͱ͢ɻң؞のݪ

Ҽのଟ͘͸ɺϐϩϦײەછ঱Ͱ͋りɺϒʔλϯͰ͸͢΂ͯのੈ୅Ͱ൒਺Ҏ্͕

ϐϩϦײʹەછ͍ͯ͠Δͱ͑ߟΒΕ·͢ɻզʑ͸ɺϐϩϦײەછ঱の੍ѹͱң؞

なͲのؔ࿈ࢮの๾໓Λ目͠ࢦɺϐϩϦײەછ঱のਝ଎ࠪݕ法Λ֬立͠ɺݒ೦͞

ΕΔༀࡎ଱ੑەへのରࡦɺ͞ Βʹɺң؞の࣏療ʹඞཁな಺ڸࢹ技術の্޲ʹ

取り組みɺϐϩϦەશ国ௐࠪの࣮ࢪΛܭը͍ͯ͠·͢ɻ

診断と治療の技術が向上し、ピロリ菌感染症関連死撲滅へ

ɹ҆ՁͰਝ଎なϐϩϦײەછ঱の਍அΛ可能ʹ͠ɺମ֎਍அༀの国಺੡଄ʹ取り

組ΉɻήϊϜղੳج൫Λங͖ɺςʔϥʔϝΠυআ࣏ە療Λ࣮͢ݱΔɻϒʔλϯফԽث

಺ڸࢹ科学ձΛઃ立ɺ಺ڭڸࢹҭɺઐ໳医੍౓Λॆ࣮ͤ͞Δɻ政෎ͱ࿈ͯ͠ܞશ国

ௐࠪΛ࣮͠ࢪɺϐϩϦײەછؔ࿈ࢮ๾໓ʹ͚ͨ޲ಓےΛࣔ͢ɻ

ݕଓՄೳͳ࣋ ɾࠪҩྍମ੍Λཱ֬͠ɺ�
ң͔؞ΒਓʑΛٹ ʂ͑�

『�ピロリ菌感染症関連死撲滅に向けた中核拠点形成事業』

૬खؔػڀݚࠃ  έαʔϧɾΪϟϧϙҩՊֶେֶɺϒʔλϯอ݈লԦཱ࣬ප؅ཧηϯλʔɺ 
δάϝɾυϧδɾϫϯνϡΫཱࠃ૯߹පӃ 

େ෼େֶ  ؔػڀݚ಺ࠃ
ظڀݚ ʢؒ࠾୒࣌ʣ �೥ؒ

୒೥౓ ྩ࿨�೥౓࠾

஍Ҭॅຽʹର͢ΔϐϩϦײەછ঱Ӹ学ௐࠪ
͓Αͼܒ発׆ಈの༷ࢠ

ϒʔλϯอ݈লԦ立࣬ප؅ཧηϯλʔ
ͰのϐϩϦײەછ঱ࠪݕの༷ࢠ

δάϝɾυϧδɾϫϯνϡΫ
国立૯߹පӃͰ࣮ͨ͠ࢪ

಺ڸࢹτϨʔχϯάの༷ࢠ

ϚϥϦΞ༧๷ʹؔ͢Δ 
஌ࣝܒ発׆ಈɺ 

ϗϚϕΠ܊εόɾα΢ε஍۠

国ՈϚϥϦΞରࡦ 
ϓϩάϥϜͱのձٞʹͯ

ॅຽʹΑΔ0MZsFU�1MVsఱҪࣜգாの
取り෇͚ɺϜϑΝϯΨϊౡ

行ಈࡁܦ学తհೖݧࢼɺ 
ϗϚϕΠ܊εόɾα΢ε஍۠

ϚϨʔγΞʹ͓͚Δ 
Խ学߹੒࠷దԽ

ΠϯυωγΞʹ͓͚Δ 
ϋΠεϧʔϓοτεΫϦʔχϯά

ΠϯυωγΞ 
Ԑの࣮ࢪݧઃ

έχΞ
ࠃ࿨ڞ
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 ɾڥ؀
ΤネϧΪʔ
ʢ地نٿ໛の 

՝୊ʣڥ؀  

気候変動適応策としての農業保険の強化に貢献
ɹީؾมಈのదԠࡦͱͯ͠ظ଴͞ΕΔ೶ۀอݥ͸৯ྉ҆શอোのͨΊ
のॏཁなࣾձΠϯϑϥͱͯ͠ӡ༻͞Ε͍ͯ·͕͢ɺӡ༻ؒޙ΋な͍Πϯ
υωγΞͰ͸ଟ͘の՝୊͕͋り·ͨ͠ɻ࠷େの՝୊͸ɺ೶ۀอݥのத֩
Ͱ͋Δଛ֐ධՁのਝ଎ԽͱධՁ݁Ռのੑ؍٬ʹ͋り·ͨ͠ɻϓϩδΣΫ
τͰ͸ਫҴΛର৅ͱ͠ ɺอݥのର৅Ͱ͋Δׯ͹ͭ֐ɺප஬֐ɺਫ֐ʹ͍ͭ
ͯɺਝ଎Ͱੑ؍٬の͍ߴଛ֐ධՁख法の構ஙͱࣾձ࣮૷Λ੢δϟϫभɾ
όϦभͰ行͏͜ͱΛ目͠ࢦ·ͨ͠ɻ
ɹैདྷのଛ֐ධՁ͸ධՁһ͕目ࢹͰ行͍ͬͯ·͕ͨ͠ɺϓϩδΣΫτͰ
͸6A7΍Ӵ੕σʔλ౳のۭؒ৘ใΛͨ͠࢖ۦධՁϓϩηεΛ૑りɺݱ
行ख法ͱ౷߹ͯ͠৽ͨなଛ֐ධՁख法Λ構ங͠·ͨ͠ɻূݕの݁Ռɺධ
Ձؒ࣌の୹ॖɺ࿑力ݮ࡟ɺ͕֬ੑ؍٬ೝ͞Ε೶ۀอݥʹ͓͚Δଛ֐ධՁ
ख法ͱͯ͠の༗ޮੑ͕ࣔ͞Ε·ͨ͠ɻख法͸ΨΠυϥΠϯʹవΊΒΕɺӡ
ɺߴதԝলிʹಇ͖͔͚ͨ݁Ռ͚ͯ޲ʹ༺ ͍ධՁΛಘΔ͜ͱ͕Ͱ͖·͠
ͨɻޙࠓ੢δϟϫभ಺֎Ͱల開͞ΕΔݟ௨͠Ͱ͢ɻ
ɹ構ஙͨ͠ଛ֐ධՁख法͸೶࡞෺のੜҭঢ়گΛะ৔୯ҐͰਝ଎͔ͭ޿

ൣғʹධՁ͢Δ͜ͱ͕可能Ͱ͋Δ͜ͱɺධՁʹඞཁな৘ใΛϚϧνϢʔ
εͰ͖Δ͜ͱ͔Βɺޙࠓ͸༷ʑなප஬֐΍ΠωҎ֎の࡞෺へのద༻ɺߋ
ʹ೶ۀอ͚ͩݥͰな͘ɺ೶ۀηΫλʔʹ͓͚Δଟ༷なχʔζʹର͢Δԣ
அతなظ͕༺׆଴͞Ε·͢ɻ·ͨɺएऀの೶ۀ཭Ε͕ਂࠁなΠϯυωγ
ΞͰ͸ɺ6A7΍Ӵ੕ը૾౳のϋΠςΫΛѻ͏本ϓϩδΣΫτ͸ɺ೶ۀのۙ
୅Խへのݙߩͱಉ࣌ʹएऀʹ೶ۀの৽ͨなಓΛఏࣔ͢Δ͜ͱͰ ΐ͠͏ɻ

リモートセンシングで水稲の損害評価の効率化を実現

ਤ�� ଛ֐ධՁһへの6A7研मの༷ࢠਤ��  6A7σʔλ͔ΒධՁͨ͠Πωന༿ރපのଛ
ධՁϚοϓ（ะ৔Ұච୯ҐͰのධՁ݁Ռ）֐

インドネシア
共和国

 ɾڥ؀
ΤネϧΪʔ
ʢΧʔϘンχϡʔ

トラϧʣ

ੜ෺ࢿ源

地域最適型スマートモビリティで交通・環境問題の解決へ
ɹΠϯυͰ͸ɺࡁܦのஶ͍͠発లͱͱ΋ʹަ௨ྔ૿େʹΑΔഁڥ؀յ΍
なࣾձత՝୊ͱな͍ͬͯ·͢ɻࠁ౳のωΨςΟϒΠϯύΫτ͕ਂނࣄ๢ࢮ
͜ΕΒΛղܾ͢ΔͨΊʹ͸ɺ೺Ѳ͕೉͔ͬͨ͠౎ަࢢ௨の࣮ଶΛ֬ೝ͢
Δ͜ͱ͕ඞཁͰ͢ɻͦ ͜Ͱɺ࠷৽のηϯγϯά技術ͱަ௨ཧ࿦ʹ͍ͯͮج
ϏοάσʔλղੳʹΑΔ࣮ଶの೺Ѳɺղܾʹڞ͚ͨ޲௨のख法の֬立ɺ
͞ΒʹϞʔμϧγϑτΛ可能ʹ͢ΔγεςϜの構ஙΛ目͠ࢦ·ͨ͠ɻ
ɹϓϩδΣΫτͰ͸ɺը૾AI技術ʹΑΔަ௨ྔのਖ਼֬な೺Ѳͱɺ͢ Ͱʹ޿
దަ௨खஈのఏ࠷ଳ୺຤΍可ม৘ใ൘（7MS）へのܞΘΕ͍ͯΔ࢖͘
Αりɺެʹڙ ௨機ؔΛؚΉϚϧνϞʔμϧԽ（ෳ਺のަ௨खஈの࿈ަڞ
のγεςϜΛ構ங͠·ͨ͠ɻ͜（ܞ ΕʹΑりɺࢢશମΛର৅ʹͨ͠ϚΫϩ
ަ௨γϛϡϨʔγϣϯͰ͸ɺ����೥ʹ࠷େ���ˋのೋࢎԽ୸ૉഉग़ྔ࡟
みΛಘ͍ͯ·͢ɻϫʔΫγϣοϓ΍ϋϯυϒοΫの発ࠐݟ可能ͱなΔ͕ݮ

アフリカの貧困・栄養問題の解決に貢献
ɹϚμΨεΧϧ͸ɺҰ人౰ͨりのίϝのফඅྔ͕日本の̎ഒҎ্Ͱ͋
りɺ国ຽの൒਺Ҏ্͕Ҵ͢ࣄैʹ࡞ΔҴ࡞େ国Ͱ͢ɻ͠ ͔͠ɺ೶Ո͕ශ͠
͘ංྉΛ͋·りߪೖͰ͖な͍͜ͱ΍ɺ࡞෺のੜҭʹෆ可ܽなϦϯのڅڙ
能ʹ๡͍͠෩Խ౔৕͕͘޿෼෍͢Δ͜ͱʹΑりɺΠωऩྔ͕௿͘ఀ଺ͯ͠
͍·͢ɻͦ のͨΊɺංྉ΍౔৕͔Βのཆ෼͕গな͍৚݅Ͱ΋ޮ཰తʹੜ
ΊΒΕ͍ͯ·͢ɻٻ技術͕࡞ΛվળͰ͖ΔҴੑ࢈
ɹ໌ظ࣏の日本のҴ࡞技術ʹώϯτΛಘな͕Βɺཆ෼の๡͍͠෩Խ౔৕
Ͱ΋ɺগな͍ංྉͰޮ཰తʹਫҴऩྔΛվળͰ͖ΔϦϯਁ௮ॲཧΛ開発
͠·ͨ͠ɻಉ技術͸ɺϦϯංྉͱਫా౔৕ΛࠞͥͨటΛਫҴのࠜʹ෇ண
͔ͤͯ͞ΒҠ২͢Δ؆қख法Ͱ͋りɺ௨ৗのࢪං法ʹൺ΂ɺංྉのར༻
ޮ཰Λഒ૿Ͱ͖Δ͜ͱΛ໌Β͔ʹ͠·ͨ͠ɻ͞ Βʹɺݱ஍の೶Ոะ৔Ͱ܁り
ฦͨ͠͠ূݕͱ͜Ζɺಉ技術͕ੜҭؒظの୹ॖ΍ॳظ੒ҭのվળΛ௨͠

行ɾ഑෍౳ʹΑΔ技術のप஌΋ੵۃతʹ行ΘΕ·ͨ͠ɻ
ɹΠϯυ޻科େ学ϋΠσϥόʔυߍ（IIT)）͸ɺ技術Λܧ続తʹ׆༻͠ɺ
Ξʔϝμόʔυࢢのަ௨ղੳ౳ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ研究୅ද機ؔ͸ϕϯ
Ψϧʔϧの౎ࢢITS（IOUFMMJHFOU 
TSBOsQPSU SZsUFNs）の開発΋ड
஫͠ɺΠϯυॳͱなΔ日本ํࣜの৴
Λಋೖ͢Δ༧ఆͰ͢ɻ研究੒ޚ੍߸
Ռ͕ࣾձΠϯϑϥʹద༻͞Εɺަ ௨
ौ଺Λղফ͢Δ͜ͱͰC0�ഉग़Λݮ
Β͢͜ͱ͕ظ଴͞Ε·͢ɻ

ͯɺ௿ԹෆູなͲ༷ʑなڥ؀ετϨεʹ΋༗ޮͰ͋Δ͜ͱ͕෼͔り·͠ ͨɻ
ɹ本੒Ռ͸政෎΍ຽؒձࣾのؔ৺ΛूΊɺශ͍͠೶ՈͰ΋࣮ફͰ͖Δ৽
技術ͱ͠ ஍の೶Ոݱɺ࢝ചΛ開ൢٴීͯ
りͭͭ͋り·͢ɻ本ϓϩδΣΫτͰ·޿ʹ
͸ɺ̐ ೥ؒのՈܭௐࠪΛ΋ͱʹɺΠωの
૿ऩ͕೶Ոのॴಘ΍ӫཆઁ取ྔʹ΋ਖ਼
のޮՌΛ΋ͨΒ͢͜ͱΛ໌Β͔ʹ͓ͯ͠
りɺޙࠓɺಉ技術͕޿·Δ͜ͱͰɺίϝの
҆ఆڅڙɺ͞ Βʹ͸ɺ೶Ոのශݮ࡟ࠔͱ
ӫཆվળʹ͕ܨΔ͜ͱ͕ظ଴Ͱ͖·͢ɻ

PPP
P Al Fe

Fe

P
P

P

ਤ�� Ϧϯਁ௮ॲཧٕज़ͷख๏

ࠜͷۙ๣ʹϦϯ͕ہॴࢪ༻͞ΕΔ͜ͱͰɺ
ංޮ཰͕େ෯ʹվળ͢Δɻࢪ

Ҡ২

ట͕ࠜʹࣗવ෇
ண͢Δ͜ͱͰɺ
ہԼʹϦϯ͕ג
ॴࢪ༻͞ΕΔɻ

গྔͷϦϯංྉ
Λࠞͥͨటʹ
බΛਁ͢ɻ

交通の見える化によるモーダルシフトで渋滞解消とCO2排出量削減

少ない肥料で米を増産する施肥技術の普及

ਤ��  ϋϯυϒοΫୈII෦Ͱ঺հ͞Ε͍ͯΔओな研
究୊目の研究੒Ռ技術

ࠜのۙ๣ʹϦϯ͕ہॴࢪ༻͞ΕΔ͜ͱͰɺ
ංޮ཰͕େ෯ʹվળ͢Δɻࢪ

インド

マμガスΧϧ
共和国

๷ࡂ

防災教育プログラムを確立、中南米地域へ展開
ɹϝΩγίのଠฏ༸Ԋ؛෦͸ɺա̌̑̎ڈ೥ؒʹΘͨりଟ͘の஍਒ɾ௡
೾ඃ֐Λड͚͍ͯ·͕͢ɺήϨϩभԊ؛෦Ͱ͸ɺ̍ ̍̍̕೥Ҏ߱େ஍਒
͕発ੜ͍ͯ͠·ͤΜɻͦ のཧ༝ͱ͠ ͯɺ਺೥ִؒͰ܁りฦ͠εϩʔεϦοϓ

（Ώͬ͘ り஍਒）͕ 発ੜ͠ɺϓϨʔτؒの࿪みのҰ෦͕஍਒ಈΛ൐Θͣʹ
ղফ͞Ε͍ͯΔ͜ͱ͕໌Β͔ʹなり·ͨ͠ɻ͠ ͔͠ɺશͯの࿪み͕εϩʔ
εϦοϓͰղফ͞ΕΔΘ͚Ͱ͸な͘ɺ஝ੵ͞ΕͨϓϨʔτؒの࿪͕͍ۙ
কདྷڊେ஍਒ΛҾ͖͢͜ى可能ੑ͕͍͜ߴͱ͔Βɺ௡೾ΛҾ͖͢͜ىւ
ఈ஍਒ʹର͢Δւఈ؍ଌ໢の੔උ͸ۓ٤の՝୊ͱな͍ͬͯ·ͨ͠ɻ
ɹͦ͜Ͱɺ日本の஌ݟͱւఈ؍ଌ技術Λಋೖɺւఈ؍ଌ໢Λ੔උ͠ɺε
ϩʔεϦοϓͱڊେ஍਒ͱの૬࡞ޓ༻ʹ͓͚ΔϓϨʔτؒݻணʹ͍ͭͯ
ղ໌͠·ͨ͠ɻ·ͨɺϋβʔυϦεΫϚοϓΛ࡞੒ɾ͠ূݕɺ௡೾ඃ֐のର
ҭϓϩάڭࡂݮ൫ʹਾ͑ͨجΛܠɾจԽతഎࡁܦ஍のࣾձɾݱͱͯ͠ࡦ
ϥϜΛ֬立͠·ͨ͠ɻ͜ ΕΛ༻͍ͯɺݱ஍の๷ہࡂͱ࿈͠ܞな͕Β๷ࡂʹ
ର͢Δ日͔ࠒΒのඋ͑Λ஍Ҭશମʹਁಁͤ͞·ͨ͠ɻ
ɹ͜のϓϩδΣΫτの੒Ռ͸ϝΩγί国಺ͰのධՁ͕͘ߴɺϝΩγίͰの

研究׆ಈのܧ続͕ظ଴͞Ε·͢ɻಛʹɺ௡೾ڭࡂݮҭϓϩάϥϜʹ͍ͭ
ͯ͸ɺϝΩγί国಺のଞ஍Ҭ΍தೆถɾΧϦϒ஍Ҭ౳へのଞ国ల開ʹ޲
͚ͯಈ͖͸͡Ί͍ͯ·͢ɻ

海底観測網の整備と防災教育で津波被害を予防

ਤ��  ঎ళ֗΍ւ؛ઢʹઃஔ͞Εͨආ೉
標ࣝ

ਤ��  日本ͱϝΩγίのΏͬ͘ り஍਒のҧ͍Λ஍਒αΠζ
（Ϟʔϝϯτ）ͱܧ続ؒ࣌のμΠΞάϥϜʹࣔͨ͠
΋のɻ྘の఺͕ϝΩγίɺ੺ɾϐϯΫɾന͕日本ɻ 
ϝΩγίの఺͸ܥ౷తʹ日本の఺Αりӈଆʹ͋Δ

ϝΩシί 
߹ऺ国

狂犬病を簡便・迅速に検出、すばやい対応で狂犬病制圧へ
ɹϑΟϦϐϯͰ͸ݘڰප͕ਂࠁな໰୊Ͱɺ೥ؒ���〜���人͕ݘڰපͰ
๢͘なりɺ೥ؒ���ສ人Ҏ্͕ಈ෺ʹᄐ·Εɺ発঱༧๷のͨΊʹϫΫνϯ
ͱݘڰපάϩϒϦϯʹΑΔ࣏療Λड͚͍ͯ·͢ɻ஍ҬͰのݘڰප੍ѹΛ
Βݶͱɺ͞ࡶखॱのෳࠪݕපのݘڰ೉ʹ͍ͯ͠ΔओなཁҼのҰ͕ͭɺࠔ
ΕͨࢪઃͰ͔͕ࠪ͠ݕ行͑な͍ঢ়گͰ͢ɻͦ の݁Ռɺଟ͘のݘڰපಈ෺
࣮͕ࠪݕපݘڰΔϦεΫ͕͋り·͢ɻͲ͜ͰͰ΋͕޿છ͕ײಀ͞Εɺݟ͕
のಋೖ͕ඞཁͱ͞Ε͍ͯ·ͨ͠ɻࡦ可能な技術ͱɺ஍ҬͰのਝ଎なରࢪ
ɹେ෼େ学ͱ஍͕ۀاݩ開発ͨ͠ਝ଎਍அΩοτΛ׆༻͠ɺ؆ศなݕମ
පಈ෺の਍அ͕可能ʹなݘڰ取技術ͱ組み߹ΘͤΔ͜ͱͰɺͲ͜Ͱ΋࠾
り·ͨ͠ɻ͞ Βʹɺݘڰපಈ෺の਍அޙɺରऀࡦ΍ॅຽʹ͚ͨ޲৘ใڞ
༗ͱΞϥʔτΛఏ͢ڙΔΞϓϦΛϓϩδΣΫτͰ開発͠ɺϫϯϔϧεΞϓ
ϩʔνʹΑΔ֤෦ॺのਝ଎な࿈͠ݱ࣮͕ܞ·ͨ͠ɻ͜ のֵ৽తなख法
͸ϑΟϦϐϯશ国の��भʹಋೖ͞Εɺ���಄Ҏ্のݘڰපಈ෺Λݱ৔
Ͱಛఆ͠ɺ஍ҬͰのਝ଎な෧͡ࠐΊͱݘڰපの஍ҬͰの੍ѹʹ͠ݙߩ
͍ͯ·͢ɻ

ɹ本ख法͸ϓϩδΣΫτऴྃޙ΋ϑΟϦϐϯのଟ͘の஍ҬͰӡ༻͞Εɺڰ
͸ಋೖ͞Ε͍ͯな͍஍Ҭへのల開΋ޙࠓ໾立͍ͬͯ·͢ɻʹࡦපのରݘ
ը͞Ε͓ͯりɺϑΟܭ
Ϧϐϯશ౔Ͱݘڰප
の཈੍Λ目͍ͯ͠ࢦ
·͢ɻ͞ Βʹɺ͜ の取
り組 みΛ ڰ ݘ ප ͕
໰୊ͱな͍ͬͯΔΞ
δΞ΍ΞϑϦΧのଞ
国ʹ΋ಋೖ͢Δ͜ͱ
Ͱɺ国際తなݘڰප
ରࡦへの͕ݙߩ ظ
଴͞Ε͍ͯ·͢ɻ

狂犬病迅速診断と情報共有アプリ開発！フィリピン全国に導入

ਤ��  ϓϩδΣΫτख法ಋೖ࣮੷ɻ
�� 3FHJPOs
 ��भʹಋೖɻ
���಄Ҏ্のݘڰපಈ෺͕
ಉख法Ͱݕग़（����೥�݄ϓ
ϩδΣΫτऴྃ࣌）

ਤ��  ݘڰපਝ଎਍அの༷ࢠ

ϑΟϦϐン 
共和国ײછ঱

ʰ৯料安全保োを目指した気ީ変動適応策としての農業保ݥにおける損害評価手法の
構築と社会実装ʱ
研究୅表者：本ڷ ઍय़ ।教授 採択年度：平成28年度

ʰマルチモーμル地域交通状گのセンシング、ネットワーΩングとビッグデータ解析に基
づくエネルギー低炭素社会実現を目指した新ڵ国におけるスマートシティの構築ʱ
研究୅表者：௶井 ຿（博士）  採択年度：平成28年度

ʰංཊ度センシング技術とཆ分ܽ๡଱性系統の開発を統合したアフリカҴ作におけるཆ
分利用効཰の飛躍的向上ʱ
研究୅表者：௰本 ହ߂ プロジェクトリーμー  採択年度：平成28年度

ʰメΩシコԊ؛部のڊ大地਒・௡波ࡂ害のܰ減に向けた総合的研究ʱ
研究୅表者：ҏ౻ 喜޺ ।教授 採択年度：平成27年度

ʰフィリϐンにおけるݘڰප排আに向けたワンϔルス・アプローチ予防・治療ネット
ワークモデル構築ʱ
研究୅表者：੢Ԃ ߊ 教授 採択年度：平成29年度
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3FTFBSDI�0VUDPNFT

4"53&14����� 4"53&14�����

6564



生
物
資
源

２
０
２
１（
令
和
３
年
）

33 σジタルプラットϑΥームΛ׆༻ͨ͠ルーϝンඍ生物ϑローラͱ 
૲地؅ཧの࠷దԽʹΑΔڇ೑όϦューνェーン૑ग़プロジェクト େଂ ૱   ԰େֶݹ໊

େֶӃ生໋೶ֶ研究Պ ڭत
ίロンビΞ 

ࠃ࿨ڞ Q44

34 Ҵの҆શੑͱߴӫཆՁʹ͢ݙߩΔҭछ͓Αͼਫ؅ཧٕज़の開発 ਆ୩ ַ༸ ౦ژେֶ େֶӃ೶ֶ生໋Պֶ研
究Պ ।ڭत

όングラσγュ
ਓຽڞ࿨ࠃ Q45

35 生物త঳Խ཈ （੍̗ ̣̞ ）ٕ ज़Λ༻͍ͨώンυΡスタンฏݪʹ͓͚Δ 
஠ૉར༻ޮ཰ʹ༏Εͨίムギ࠿ഓମܥのཱ֬ ඈా ఩  研究ηンターۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ

ಛఆ研究ओࠪ インυ Q45

２
０
２
０（
令
和
２
年
）

36 φイルの源ྲྀエνΦピΞ・タφބͰա৒ൟໜ͢Δਫ૲όイΦマスの؅ཧख๏ͱ 
༗ޮར༻プロηスのཱ֬ ೋ࿠৳ ౻ࠤ ૑Ձେֶ ཧֶ޻෦ ڞ生૑଄ཧ޻

ֶՊ ڭत
エνΦピΞ࿈๜

ຽओڞ࿨ࠃ Q46

37 ΰムϊΩ༿ރΕප防আのͨΊのෳ߹తٕज़開発 দҪ ೆ ཧԽֶ研究ॴ 環境資源Պֶ研究
ηンター グループσΟϨクター

インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q46

38 ೉防আප؅֐ཧٕज़の૑ग़ʹΑΔόφφ・カカΦの持続త生࢈ମ੍のཱ֬ ౉ล ࢠژ तڭ ઒େֶ ೶ֶ෦ۄ ϑΟϦピン 
ࠃ࿨ڞ Q47

２
０
１
９（
令
和
元
年
）

39 ༡຀ຽ఻ঝʹͮج Ϟ͘ンΰル૲ݪ২物資源の༗ޮ׆༻ʹΑΔ૲地ճ෮ ઙݟ ஧உ ౦ژେֶ େֶӃ 
೶ֶ生໋Պֶ研究Պ ಛ೚研究һ Ϟンΰルࠃ Q47

40 ٴज़の開発ͱීٕ࢈Խ生ڧ物ΩψΞのϨジϦエンス࡞ӫཆՁߴ ౻ా ହ成
  研究ηンターۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
৯ྉプログラム  
プログラムσΟϨクター

ボϦビΞ 
ଟຽ଒ࠃ Q48

41 ੈքの୆ॴΛ目͢ࢦタイʹ͓͚ΔՈச生࢈ͱ৯඼҆શʹؔ͢Δ৽ٕज़ಋೖʹΑΔ 
சֵ໋࢈のਪਐ ᖒ ঘ໌ࡾ

  େֶ࡚ٶ
  ಈ物防ӸϦサーνηンターۀ࢈
ಛผڭत

タイԦࠃ Q48

２
０
１
８（
平
成
30
年
）

42 スーμン͓ΑͼサブサϋラΞϑϦカのס૩ߴ・ Թ೶ۀ生ଶܥʹ͓͍  ͯ
持続తʹίムギΛ生͢࢈ΔͨΊのֵ৽తなީؾมಈ଱ੑٕज़の開発 ⁋ຊ ᆹ ௗ取େֶ

तڭ૩地研究ηンター ಛ೚ס スーμンڞ࿨ࠃ Q49

43 ੈքઓུڕの࡞ग़Λ目ͨ͠ࢦタイڕ࢈ݪ介ྨのՈڕԽͱཆڕ๏のߏங ኍ໺ ҭ生 ౦ژւ༸େֶ ֶज़研究Ӄ  
ւ༸生物資源ֶ෦໳ ڭत タイԦࠃ Q49

防
災

２
０
２
４（
令
和
６
年
）

インυネγΞٸۓ地਒଎ใ・ආ೉γスςムの開発 Ҫ্ 公 ౎େֶ 防災研究ॴ 研究һژ インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ �

Ԋ؛Ҭの持続తなอશɺ防災ɺ生׆վળΛ࣮͢ݱΔ૯߹౔͓࠭Αͼ環境؅ཧख๏のߏங ాౡ ๕ຬ ౦ژେֶ େֶӃܥֶ޻研究Պ  
तڭ Ψーφڞ࿨ࠃ �

２
０
２
３（
令
和
５
年
）

44  ೆ੢ଠฏ༸ౡቦࠃʹ͓͚Δ޿ҬՐࢁ災֐Ϧスクܰݮプロジェクト  ݪࢢ ඒܙ ౦ژେֶ 地਒研究ॴ ।ڭत
トンΨԦࠃ� 

όψΞπڞ࿨ࠃ� 
ϑΟジーڞ࿨ࠃ

Q52

45 ๺தถଠฏ༸Ԋ؛෦ʹ͓͚Δڊେ地਒・௡೾ෳ߹災֐Ϧスク͚ܰͨ޲ʹݮ૯߹త研究 த໺ ݩଠ   ౎େֶ 防災研究ॴژ
ڭ研究ηンター ॿ֐େ災ڊ

エルサルόυル
 �ࠃ࿨ڞ

ϝΩγί߹ऺࠃ
Q52

２
０
２
２（
令
和
４
年
）

46 災͍ࣾڧʹ֐ձΛ発లͤ͞ΔͨΊのトルίʹ͓͚Δ研究ͱڭҭのෳ߹ମのཱ֬ʕ 
マルςスト ߦٛ ాۚ

߳઒େֶ ؅ػةࠃ࢛ཧڭҭ・ 
研究・地Ҭ࿈ܞਪਐߏػ  
ಛ೚ڭत �෭ߏػ௕

トルίڞ࿨ࠃ Q53

47 持続可能なエネルギーڅڙͱۃ୺ؾ৅災֐のૣܯظใのͨΊのిՙ෼෍ϦΞルタイム 
̙̏ イϝージングͱཕ׆ಈ༧ଌ ৿ຊ ݈ࢤ तڭ ෦ֶ޻େֶ ཧـۙ マϨーγΞ Q53

２
０
２
１（
令
和
３
年
）

48  γスςムのڙ༧ใͱ防災৘ใఏؾ地ҬのͨΊの਺஋ఱूີޱ੬ऑなਓʹ֐৅災ؾ
プロジェクト ਖ਼ݐ ޷ࡾ ཧԽֶ研究ॴ 開୓研究ຊ෦  

ओ೚研究һ
Ξルθンνン 

ࠃ࿨ڞ Q54

49 Ԋ؛ͰのϨジϦエントࣾձߏஙのͨΊの৽͍͠持続ੑγスςム ৿ ৴ਓ ژ౎େֶ 防災研究ॴ ڭत インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q54

２
０
２
０（
令
和
２
年
）

50 地਒௚ޙʹ͓͚ΔϦマट౎ݍインϑラඃ災ఔ౓の 
༧ଌ・؍ଌのͨΊの౷߹ܕエΩスύートγスςムの開発 ೇ ߒ一 ౦ژେֶ 地਒研究ॴ ڭत ϖルーڞ࿨ࠃ Q55

51 タイࠃʹ͓͚ΔϨジϦエンスのڧԽのͨΊのಓ࿏ͱڮྊの 
ライϑタイムマネジϝントٕज़の開発 ༃඙ ౻ࠤ ૣҴాେֶ ૑଄ཧֶ޻෦ ࣾձ環

境ֶ޻Պ ڭत タイԦࠃ Q55

２
０
１
９（
令
和
元
年
）

52 Ϧス֐ਫ災ܕҊのͨΊのϋイブϦッυཱࡦ発లへの੓ࡁܦมಈԼͰの持続తな地Ҭީؾ
クධՁの׆༻ େݪ ඒอ ౦ژେֶେֶӃ৘ใֶ環  

૯߹防災৘ใ研究ηンター ڭत
ϑΟϦピン 

ࠃ࿨ڞ Q56

53 スϦランカʹ͓͚Δ߱ӍʹΑΔߴ଎௕ڑ཭౔࠭ྲྀಈ災֐のૣܯظռٕज़の開発 খ௕Ҫ 一உ   ߏػ研究֐໘災ࣼࡍࠃ
研究෦ ֶज़୅ද

スϦランカ 
ຽओࣾձओٛ

ࠃ࿨ڞ
Q56

２
０
１
８

（
平
成
30
年
）

54 ಛघ౔地൫্ಓ࿏災֐௿͚ͨ޲ʹݮ২物༝དྷの౔࣭վྑࡐの開発ͱӡ༻Ϟσル ໦ଜ ྄  ౎େֶ ΞϑϦカ地Ҭ研究資ྉژ
ηンター ಛ೚ڭत

エνΦピΞ࿈๜
ຽओڞ࿨ࠃ Q57

感
染
症
※

２
０
２
４（
令
和
６
年
）

クラウυܕήϊムղੳج൫のཱ֬ͱ৽規ίϨラྍ࣏๏ʹ͚ͨ޲研究開発 ൧ా ఩໵ େࡕେֶ ඍ生物ප研究ॴ ڭत インυ �

౷߹తϫンϔルスΞプローνʹΑΔਓ्ڞ௨マラϦΞの持続త੍ޚ๏の開発 म ࢠۚ ௕࡚େֶ ೤ଳҩֶ研究ॴ ڭत マϨーγΞ �
２
０
２
３（
令
和
５
年
）

地࣮૷ʹؔ͢Δ研究開発ߦ๺ཬ૑ༀのྲྀ͚ͨ޲ʹ஬症の๾໓ٵ݂ॅ ௰ ঘར ๺ཬ研究ॴ ๺ཬେֶҩֶ෦  
तڭ Ψーφڞ࿨ࠃ �

55 ϫンϔルス・ڭҭ・׭ຽ࿈ܞʹΑΔސみΒΕな͍ਓ्ڞ௨感染症介ೖのڞಉσβインʹؔ
͢Δ研究開発 ฏߒ ాࣘ ཙ೶ֶԂେֶ ्ҩ्ֶ܈ҩֶ

तڭ ྨ
タンβニΞ࿈߹

ࠃ࿨ڞ Q60

２
０
２
２（
令
和
４
年
）

56 ֵ৽తٕज़Λ׆༻ͨ͠マラϦΞٴͼސみΒΕな͍د生஬症の੍ѹͱഉআʹؔ͢Δ 
研究開発 ੴ্ ੝හ

  ҩྍ研究ηンターࡍࠃཱࠃ
研究ॴ ೤ଳҩ ・ֶマラϦΞ研究෦ 
ࣨ௕

ラΦスਓຽ
ຽओڞ࿨ࠃ Q60

57 ౷߹త研究開発͚ͨ޲஬症の੍ѹ・ഉআへٵ݂ॅ ᖛ໺ ਅೋ࿠ ௕࡚େֶ ೤ଳҩֶ研究ॴ ڭत έニΞڞ࿨ࠃ Q61
２
０
２
１（
令
和
３
年
）

58 トルίʹ͓͚ΔސみΒΕな͍೤ଳපɺಛʹઅ଍ಈ物ഔ介ੑ感染症੍͚ͨ޲ʹޚ 
ϫンϔルスతల開 ᑍ৔ ઍणࡾ ౦ژେֶ େֶӃ೶ֶ生໋Պֶ研

究Պ ।ڭत トルίڞ࿨ࠃ Q61

59 ピロϦە感染症ؔ࿈ࢮ๾໓ʹ͚ͨ޲த֩ڌ఺ܗ成ۀࣄ Ԭ 生ࢁ େ෼େֶ 
ҩֶ෦ 環境・༧防ҩֶڭ ࠲ߨत ブータンԦࠃ Q62

２
０
２
０

（
令
和
２
年
）

60 感染症૑ༀの࣮͚ͨ޲ʹݱༀࡎのࢸదԽͱલྟচݧࢼのཱ֬ ໺࡚ ஐٛ ౦ژେֶ େֶӃҩֶܥ研究Պ  
तڭ

インυネγΞ 
 �ࠃ࿨ڞ

マϨーγΞ
Q62

２
０
１
９（
令
和
元
年
）

61 マラϦΞのな͍ࣾձの持続Λ目ͨ͠ࢦίϛュニςΟओಋܕ౷߹తઓུのͨΊの 
෼໺༥߹研究プロジェクト ໌ ࢠۚ େࡕ公ཱେֶ 

େֶӃҩֶ研究Պ ಛ೚ڭत έニΞڞ࿨ࠃ Q63

62 ݁֩ͱඓᙫの੍ѹプロジェクト ໦ଜ ࢙ڗ ๺ւಓେֶେֶӃ 
्ҩֶ研究Ӄ ڭत Ϟンΰルࠃ Q63

環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー（
地
球
規
模
の
環
境
課
題
）

２
０
２
４	

令
和
６
年
）

スマートマイニングɹ ʹΑΔ環境ഁյΛҾ͖ ͜͞ى な͍持続可能な環境ௐ࿨త߭ࢁ開発 
γスςムのߏங ઒ଜ ༸ฏ ๺ւಓେֶ େֶӃֶ޻研究Ӄ  

तڭ
カβϑスタン 

ࠃ࿨ڞ �

Ӵ੕σータ・ྖ ҬԽֶ༌ૹϞσルΛ༻͍ͨେؾԚ染ධՁγスςムの開発ͱେؾԚ染 
͓Αͼࣨ಺ۭؾԚ染ରࡦʹؔ͢Δ৽ڌ఺のܗ成 ಹ೾ ৳හ ౦ژՊֶେֶ େֶӃҩֶࣃ૯߹

研究Պ ।ڭत Ωルギスڞ࿨ࠃ �

೶ۀഇغ物Λ׆༻ͨ͠プラスνック୅ସૉࡐ੡଄ʹͮج サ͘ーΩュラーエίϊϛーのߏங ຊ ޫ෉ࢁ ౦ژେֶ େֶӃ೶ֶ生໋Պֶ研
究Պ ڭत

エジプト・Ξラブ
ࠃ࿨ڞ �

２
０
２
３	

令
和
５
年
）

エジプト੢෦࠭യのΦΞγスࣾձʹ͓͚ΔॅຽのཧղͱࢀըΛ࣠ͱ͠ ͨ 
ਫ・౔地資源の持続తར༻Ϟσルのߏங ⃻ ͑りಸؠ ্ஐେֶ  

तڭ Պֶޠ෦ ϑランスֶޠࠃ֎
エジプト・Ξラブ

ࠃ࿨ڞ �

1 ະར༻ఱવΰムのछの持続తカスέーυར༻ʹΑΔ地球ԹஆԽ͓Αͼ 
プラスνック໰題؇࿨ࡦʹؔ͢Δ研究 ਅೋ ڮ݉

౦ژ೶޻େֶ େֶӃֶ޻研究Ӄ 
Ԡ༻Խֶ෦໳ グローόル 
イϊϕーγϣン研究Ӄ ।ڭत

タイԦࠃ Q24

2 ԼཀྵϦスク可ࢹԽʹΑΔΞϑϦカ౎ࢢपԑ地ҬのࢀՃܕਫ・Ӵ生ܭըͱਫ・Ӵ生౷ܭ ݪ  ాӳయ  ౎େֶ ΞϑϦカ地Ҭ研究資ྉژ
ηンター ।ڭत βンビΞڞ࿨ࠃ Q24

２
０
２
２	

令
和
４
年
）

3 ਫԚ染଱ੑの͋Δਫڅڙγスςムのߏங ౻Ԭ ߒو ௕࡚େֶ  
େֶӃֶ޻研究Պ ڭत

ϕトφムࣾձ 
ओٛڞ࿨ࠃ Q25

4 ৯ͱ環境の҆શ・̓ ৺Λ࣮͢ݱΔϋイςク؆қΦϖϨーγϣン෼ੳσόイスの開発ͱ 
ਓࡐҭ成 അ౉ ࿨ਅ ૣҴాେֶ 

৘ใ生࢈γスςム研究Պ ڭत
ϕトφムࣾձ 
ओٛڞ࿨ࠃ Q25

5 ͮجʹྉֵ৽ࡐ 持͘続可能なエネルギー・資源・ਫճऩܕύームΦイルࡡ༉ഇਫ（P0.E）
ॲཧγスςムの開発 ٢ా ಸԝࢠ   େֶۀ޻԰ݹ໊

େֶӃֶ޻研究Պ ।ڭत マϨーγΞ Q26

２
０
２
１（
令
和
３
年
）

6 ਟੑの૑ग़ڧ৿ྛҨ఻資源のར༻ͱ؅ཧʹΑΔ೤ଳྛ͚ͨ޲มಈదԠへީؾ ୩ ঘथ  研究ۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
ηンター ྛྖۀҬ  ओ೚研究һ

インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q26

7 カンボジΞʹ͓͚ΔେؾԚ染Ϧスク؅ཧプラットϑΥームのߏங ಺ ਖ਼ඒݹ ۚ୔େֶ ཧ޻研究Ҭ ڭत カンボジΞԦࠃ Q27

8 ఱવΰムΛ༻͍Δグローόル୸ૉ॥環プロηスのՊֶٕज़イϊϕーγϣン ོ࢘ ޱࢁ ௕Ԭٕज़Պֶେֶ  
େֶӃֶ޻研究Պ ڭत

ϕトφムࣾձ 
ओٛڞ࿨ࠃ Q27

２
０
２
０（
令
和
２
年
）

9 Ξラルւ地Ҭʹ͓͚Δਫར༻ޮ཰ͱԘ֐の੍ީؾ͚ͨ޲ʹޚ  ʹ
ϨジϦエントなֵ৽తٕज़開発 ాத ࣏ݡ तڭ ౎େֶ 防災研究ॴژ ウζϕΩスタン

ࠃ࿨ڞ Q28

10 Ξンσス�Ξマκンʹ͓͚Δࢁ地৿ྛ生ଶܥอશのͨΊの౷߹ܕ৿ྛ؅ཧγスςムϞσ
ルのߏங ฏ  ాହխ ৿ྛ研究・੔උߏػ ৿ྛ૯߹ 

研究ॴ 研究ઐ໳һ ϖルーڞ࿨ࠃ Q28

２
０
１
９（
令
和
元
年
）

11 ౦ೆΞジΞւҬʹ͓͚Δւ༸プラスνックԚ染研究のڌ఺ܗ成 үล ಞ඙ ۝भେֶ Ԡ༻ྗֶ研究ॴ  
େؾւ༸環境研究ηンター ڭत タイԦࠃ Q29

12 マϨーγΞࠃサラϫクभのอ۠ޢʹ͓͚Δ೤ଳӍྛの生物ଟ༷ੑଟ目తར༻のͨΊの׆
༻γスςム開発 ࿕޹ Ԭࢢ   ౎େֶେֶӃژ

地球環境ֶಊ ڭत マϨーγΞ Q29

13 マラウイཱࠃބ公Ԃʹ͓͚Δ౷߹ࣗવ資源؅ཧʹͮج 持͘続可能な地Ҭ開発Ϟσルߏங ఩ ౻ࠤ Ѫඤେֶ SDGsਪਐࣨ ಛ໋ڭत マラウイڞ࿨ࠃ Q30
２
０
１
８	

平
成
30
年
）

14 Φイルύーム೶Ԃの持続త౔地ར༻ͱ࠶生Λ目ͨ͠ࢦΦイルύームݹ໦への 
෇ՃՁ஋Խٕज़の開発ߴ খਿ ত඙

  研究ηンターۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
生物資源・ར༻ྖҬ  
プロジェクトϦーμー

マϨーγΞ Q30

15 ジブνʹ͓͚Δ޿Ҭ྘ԽϙςンγϟルධՁʹ͍ͨͮج 
発లత・持続可能ਫ資源؅ཧٕज़ཱ֬ʹؔ͢Δ研究 ౡ  ా୔඙ ౦ژ೶ۀେֶ 地Ҭ環境Պֶ෦  

तڭ ジブνڞ࿨ࠃ Q31

環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー（
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
）

２
０
２
４	

令
和
６
年
）

持続可能なσンプンサプライνェーンのͨΊのスマートカーボンϑΝーϛングの 
のมֵプロジェクトܥମ࢈ஙʹΑ ΔΩϟッサό生ߏ ৴ೱ ୎࿠ ๺ւಓେֶ େֶӃ೶ֶ研究Ӄ 

तڭ
ϕトφムࣾձ 
ओٛڞ࿨ࠃ �

のಈతަ௨マネジϝントܕಈۦΔσータ͚͓ʹࢢେ౎ڵΔ৽͢ݙߩʹมಈ؇࿨ީؾ  ʹ
ؔ͢Δ研究 ෱  ాେี ౦ژେֶ େֶӃܥֶ޻研究Պ  

तڭ タイԦࠃ �

ഇόイΦマスのߴ෇ՃՁ஋ԽΛ目ͨ͠ࢦόイΦϦϑΝイφϦーʹΑΔԽ成඼੡଄ ԣҪ ढ़೭ ౦ژՊֶେֶ ૯߹研究Ӄ ڭत タイԦࠃ �

２
０
２
３	

令
和
５
年
）

16 トンϨサップބ੢෦ਫాʹ͓͚Δ޿Ҭతਫాਫ؅ཧγスςムのཱ֬ʹΑΔ 
Թࣨޮ果Ψスഉग़ٕݮ࡟ज़の開発ͱࣾձ࣮૷ ઘ ଠ࿠   研究ηンターۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ

೶ଜ開発ྖҬ プロジェクトϦーμー カンボジΞԦࠃ Q34

17 ϑーυエスςートഇغ物のมٕ׵ज़ʹΑΔόイΦ॥環ࡁܦのथཱ Ԯ໺ ઍळ ਆށେֶ େֶӃֶ޻研究Պ Ԡ༻
Խֶઐڭ ߈त

インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q34

18 ウζϕΩスタンの地Ҭಛੑʹ഑ྀͨ͠カーボンニュートラルࣾձ࣮ݱのͨΊのޮ཰త・ֵ
৽తグϦーンʗブルーਫૉ੡଄ٕज़開発プロジェクト ੁҪ ༟一 ۝भେֶ େֶӃֶ޻研究Ӄ ڭत ウζϕΩスタン

ࠃ࿨ڞ Q35

２
０
２
２

（
令
和
４
年
）

19 ඍࡉ૶ྨʹΑΔೋࢎԽ୸ૉのݻఆͱ資源ԽʹΑΔエネルギー͓Αͼ৯ྉ資源の 
持続త生࢈γスςムの૑ग़ 持 一ܙా 

ཧԽֶ研究ॴ  
環境資源Պֶ研究ηンター  
νームϦーμー

インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q35

２
０
２
１（
令
和
３
年
）

20 生可能エネルギーਫૉΛ༻͍ͨ৽͍͠ΞンϞニΞ߹成γスςムの研究開発࠶ ळࣛ 研一 প௡ߴۀ޻౳ઐ໳ֶߍ  
٬һڭत

ೆΞϑϦカ 
ࠃ࿨ڞ Q36

21 地த೤ར༻ʹΑΔ୤୸ૉܕ೤エネルギーڅڙγスςムのߏங Ҵ֞ จত ळాେֶ  
େֶӃࡍࠃ資源ֶ研究Պ ڭत

タジΩスタン 
ࠃ࿨ڞ Q36

２
０
２
０（
令
和
２
年
）

22 ୤୸ૉࣾձʹ͚ͨ޲୸ࢎԘԽΛར༻ͨ͠カーボンϦサイクルγスςムの開発 ൧௩ ३ ౦๺େֶ 
େֶӃ環境Պֶ研究Պ ڭत

ೆΞϑϦカ 
ࠃ࿨ڞ Q37

23 タイࠃ・生物॥環グϦーン͚ͨ޲ʹݱ࣮ࡁܦウΩクサϗロビΦント資源Ձ஋のแׅత開୓ ৿઒ ਖ਼ষ ๺ւಓେֶ େֶӃ地球環境Պֶ
研究Ӄ ڭत タイԦࠃ Q37

２
０
１
９（
令
和
元
年
）

24 ύϦڠఆʹΑΔ2030೥目標ʹߴ͚ͨ޲Թଟ࣪ީؾԼのインυネγΞʹ͓͚Δ௿୸ૉ 
ΞϑΥーμブルू߹ॅ୐の開発 อٱ  ాప Պֶܥ޻ౡେֶ େֶӃઌਐཧ޿

研究Պ ڭत
インυネγΞ 

ࠃ࿨ڞ Q38

25 ౦ΞϑϦカେ地ߔଳʹ発ୡ͢Δ地೤ܥの࠷ద開発のͨΊのแׅతιϦューγϣン ޺߁ ޫ౻ ۝भେֶ  
େֶӃֶ޻研究Ӄ ڭत έニΞڞ࿨ࠃ Q38

２
０
１
８（
平
成
30
年
）

26 マϨーγΞʹ͓͚Δֵ৽తなւ༸Թ౓ࠩ発 （ి0TE$）の開発ʹΑΔ 
௿୸ૉࣾձのͨΊの持続可能なエネルギーγスςムのߏங ஑্ ߁೭

  լେֶࠤ
ւ༸エネルギー研究ॴ  
ॴ௕・ڭत

マϨーγΞ Q39

27 地ํిԽٴͼ෭࢈物の෇ՃՁ஋ԽΛ目࡞ͨ͠ࢦ物࢒ᕓ͔Βの 
ֵ৽త༉ࢷநग़ٕज़の開発ͱීٴ ໠ ݹࠤ

੩Ԭେֶ ૑଄Պֶٕज़େֶӃ 
エネルギーγスςム෦໳ 
ಛ೚ڭत・໊ ༪ڭत

タンβニΞ 
࿈߹ڞ࿨ࠃ Q39

生
物
資
源

２
０
２
４（
令
和
６
年
）

ᇬӸ๾໓ʹ͚ͨ޲研究͓Αͼ防Ӹج൫のཱ֬ Ҫ্ ঢ ଳ޿ச࢈େֶ ݪ஬ප研究 
ηンター ηンター௕・ڭत Ϟンΰルࠃ �

θロϋンΨーͱθロエϛッγϣンʹಉ͢ݙߩ࣌ΔਫాΛத৺ͱ͠ ͨ৯ྉ生࢈γスςムの૑ग़ ௰ຊ ହ߂
  研究ηンターۀ࢈೶ྛਫࡍࠃ
生࢈環境・சྖ࢈Ҭ  
プロジェクトϦーμー

マμΨスカル 
ࠃ࿨ڞ �

２
０
２
３ 

（
令
和
５
年
）

28 ブルーエίϊϛーৼڵのͨΊの持続可能なւ૶༝དྷػ能ੑ੡඼の開発 ࡞઒ ૑ࢢ ஜ೾େֶ 生໋環境ڭ ܥत インυネγΞ 
ࠃ࿨ڞ Q42

２
０
２
２（
令
和
４
年
）

29 όφφҤ஺පの਍அ・ܯռγスςムͱ発ප੍ޚઓུのߏஙͱ࣮૷ ༗ߐ ྗ ౦ژ೶޻େֶ  
େֶӃ೶ֶ研究Ӄ ڭत ϖルーڞ࿨ࠃ Q42

30 持続可能なۀړΛ࣮͢ݱΔߴ෇ՃՁ஋όイΦૉࡐの༗ޮར༻ খ໺ ߊా  ๺ւಓେֶ େֶӃ地球環境 
Պֶ研究Ӄ ڭत νϦڞ࿨ࠃ Q43

31 ೤ଳ地Ҭʹ͓͚Δ持続త໺ࡊ生࢈のͨΊのトウΨラγɺ 
トマトのֵ৽తなҭछٕज़開発 ঝ源 ߁ ஜ೾େֶ 生໋環境ܥ ।ڭत インυネγΞ 

ࠃ࿨ڞ Q43

32 ᤉഓཆٴͼγνζンサイエンスʹΑΔଈ࣌తҴ඼छ開発ମ੍のߏங ޼ ౻ۙ ๺ւಓେֶ  
େֶӃ೶ֶ研究Ӄ ڭत βンビΞڞ࿨ࠃ Q44     ৚݅෇͖৽規࠾୒プロジェクト

˞感染症෼໺の研究課題͸ฏ成27೥౓Αり ೔ຊҩྍ研究開発ߏػ（A.ED）͕ ॴ؅ （ฏ成26೥౓·Ͱʹऴྃ͠ ͨ課題Λআ͘ ）
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環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
気
候
変
動
）

２
０
０
９（
平
成
21
年
）

アマゾンの森林における炭素動態の広域評価 石塚 森吉 森林総合研究所
客員研究員 ブラジル連邦共和国

氷河減少に対する水資源管理適応策モデルの開発 田中 仁 東北大学
大学院工学研究科 教授 ボリビア多民族国

気候変動予測とアフリカ南部における応用 山形 俊男 海洋研究開発機構
アプリケーションラボ 所長 南アフリカ共和国

短期気候変動励起源地域における海陸観測網最適化と高精度降雨予測 山中 大学 海洋研究開発機構 
地球環境変動領域 上席研究員 インドネシア共和国 

２
０
０
８（
平
成
20
年
）

インドネシアの泥炭・森林における火災と炭素管理 大崎 満 北海道大学 
大学院農学研究院 教授 インドネシア共和国

気候変動に対する水分野の適応策立案・実施支援システムの構築 沖 大幹 東京大学 
生産技術研究所 教授 タイ王国

海面上昇に対するツバル国の生態工学的維持 茅根 創 東京大学 
大学院理学系研究科 教授 ツバル

サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研究 平田 悟史
産業技術総合研究所 バイオマス
リファイナリー研究センター 
センター長

ブラジル連邦共和国

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
地
球
規
模
の
環
境
課
題
）

２
０
１
７（
平
成
29
年
）

ベトナムにおける建設廃棄物の適正管理と建廃リサイクル資材を活用した環境浄化 
およびインフラ整備技術の開発 川本 健 埼玉大学 大学院 理工学研究科 

教授
ベトナム 
社会主義共和国

在来知と生態学的手法の統合による革新的な森林資源マネジメントの共創 安岡 宏和 京都大学 アフリカ地域研究資料
センター 准教授 カメルーン共和国

２
０
１
６(

平
成
28
年
）

砂漠化対処に向けた次世代型「持続可能な土地管理（ＳＬＭ）」フレームワークの開発 恒川 篤史 鳥取大学  
乾燥地研究センター 教授

エチオピア連邦 
民主共和国

コーラル・トライアングルにおけるブルーカーボン生態系とその多面的サービスの包括的評
価と保全戦略 灘岡 和夫 東京工業大学  

環境・社会理工学院 特任教授
フィリピン共和国/

インドネシア共和国

チョルノービリ災害後の環境管理支援技術の確立 難波 謙二 福島大学 共生システム理工学類
/環境放射能研究所 教授 ウクライナ

食料安全保障を目指した気候変動適応策としての農業保険における損害評価手法の構築と
社会実装 本郷 千春 千葉大学 環境リモートセンシング

研究センター 准教授 インドネシア共和国

２
０
１
５(

平
成
27
年
）

ザンビアにおける鉛汚染のメカニズムの解明と健康・経済リスク評価手法および 
予防・修復技術の開発 石塚 真由美 北海道大学大学院 

獣医学研究院 教授 ザンビア共和国

タイ国における統合的な気候変動適応戦略の共創推進に関する研究 沖 大幹 東京大学 生産技術研究所 教授 タイ王国

トンレサップ湖における環境保全基盤の構築 吉村 千洋 東京工業大学 環境・ 
社会理工学院 教授 カンボジア王国

２
０
１
４

（
平
成
26
年
）

持続可能な資源開発実現のための空間環境解析と高度金属回収の融合システム研究 石山 大三 秋田大学  
大学院国際資源学研究科 教授 セルビア共和国

２
０
１
３（
平
成
25
年
）

微生物学と水文水質学を融合させたネパールカトマンズの水安全性を確保する技術の開発 風間 ふたば 山梨大学 大学院総合研究部  
国際流域環境研究センター 教授

ネパール連邦 
民主共和国

“フィールドミュージアム”構想によるアマゾンの生物多様性保全 幸島 司郎 京都大学 
野生動物研究センター 教授

ブラジル 
連邦共和国

低品位炭とバイオマスのタイ国におけるクリーンで効率的な利用法を目指した
溶剤改質法の開発 三浦 孝一 京都大学 

エネルギー理工学研究所 教授 タイ王国

２
０
１
２（
平
成
24
年
）

サンゴ礁島嶼系における気候変動による危機とその対策 中村 崇 琉球大学 理学部 准教授 パラオ共和国

南米における大気環境リスク管理システムの開発 水野 亮 名古屋大学  
宇宙地球環境研究所 教授

アルゼンチン共和国

チリ共和国
２
０
１
１

（
平
成
23
年
）

アフリカ半乾燥地域における気候・生態系変動の予測・影響評価と統合的レジリエンス
強化戦略の構築 武内 和彦 東京大学 サステイナビリティ学

連携研究機構(IR3S) 機構長 ガーナ共和国

２
０
１
０（
平
成
22
年
）

スリランカ廃棄物処分場における地域特性を活かした汚染防止と修復技術の構築 田中 規夫 埼玉大学 レジリエント社会
研究センター 教授

スリランカ
民主社会主義共和国

エネルギー最小消費型の下水処理技術の開発 原田 秀樹 東北大学 未来科学技術
共同研究センター 教授 インド

天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築 福田 雅夫 長岡技術科学大学
工学部 教授

ベトナム 
社会主義共和国

オゾン、VOCs、PM2.5 生成機構の解明と対策シナリオ提言共同研究プロジェクト 若松 伸司 愛媛大学 農学部 教授 メキシコ合衆国
２
０
０
９（
平
成
21
年
）

インドにおける低炭素技術の適用促進に関する研究 鈴木 胖 (公財)地球環境戦略研究機関
関西研究センター 所長 インド

アフリカサヘル地域の持続可能な水・衛生システム開発 船水 尚行 北海道大学
大学院工学研究科 教授 ブルキナファソ

２
０
０
８（
平
成
20
年
）

ナイル流域における食糧・燃料の持続的生産 佐藤 政良 筑波大学
生命環境系 名誉教授  

エジプト・
アラブ共和国

野生生物と人間の共生を通じた熱帯林の生物多様性保全 山極 壽一 京都大学
大学院理学研究科 教授 ガボン共和国 

熱帯地域に適した水再利用技術の研究開発 山本 和夫 東京大学
環境安全研究センター 教授 タイ王国

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー(

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル)

２
０
１
２

（
平
成
24
年
）

生物多様性保全のためのパーム油産業によるグリーン経済の推進プロジェクト 白井 義人 九州工業大学  
大学院生命体工学研究科 教授 マレーシア

２
０
１
１（
平
成
23
年
）

ボツワナ乾燥冷害地域におけるヤトロファ・バイオエネルギー生産のシステム開発 明石 欣也 鳥取大学 農学部 教授 ボツワナ共和国

ベトナムおよびインドシナ諸国における、バイオマスエネルギーの生産システム 
（植林・製造・利用）構築による多益性気候変動緩和策の研究 前田 泰昭 大阪府立大学 人間社会システム

科学研究科 客員研究員
ベトナム 
社会主義共和国

インドネシア中部ジャワ州グンディガス田における二酸化炭素の地中貯留及び 
モニタリングに関する先導的研究 松岡 俊文

京都大学 学際融合教育研究推
進センター インフラシステム研究
拠点 特任教授

インドネシア共和国

２
０
１
０（
平
成
22
年
）

モザンビークにおけるジャトロファバイオ燃料の持続的生産 芋生 憲司 東京大学 大学院
農学生命科学研究科 教授

モザンビーク
共和国

サハラを起点とするソーラーブリーダー研究開発 鯉沼 秀臣 東京大学 大学院新領域創成
科学研究科 客員教授

アルジェリア
民主人民共和国

アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 松岡 譲 京都大学
大学院工学研究科 教授 マレーシア

新バイオディーゼルの合成法の開発 朝見 賢二 北九州市立大学
国際環境工学部 教授 タイ王国

● 終了プロジェクト

生
物
資
源

２
０
１
７（
平
成
29
年
）

ミャンマーにおけるイネゲノム育種システム強化 吉村 淳 九州大学 大学院 農学研究院  
特任教授

ミャンマー 
連邦共和国

チリにおける持続可能な沿岸漁業及び養殖に資する赤潮早期予測システムの構築と運用 丸山 史人 広島大学 学術・社会連携室 教授 チリ共和国

２
０
１
６(

平
成
28
年
）

ストライガ防除による食料安全保障と貧困克服 杉本 幸裕 神戸大学 大学院農学研究科 教授 スーダン共和国

肥沃度センシング技術と養分欠乏耐性系統の開発を統合したアフリカ稲作における 
養分利用効率の飛躍的向上 辻本 泰弘

国際農林水産業研究センター 
生産環境・畜産領域  
プロジェクトリーダー

マダガスカル共和国

ブルキナファソ産リン鉱石を用いた施肥栽培促進モデルの構築 南雲 不二男 国際農林水産業研究センター  
生産環境・畜産領域 主任研究員 ブルキナファソ

マリカルチャビッグデータの生成・分析による水産資源の持続可能な生産と安定供給の 
実現 和田 雅昭 公立はこだて未来大学 システム

情報科学部 教授 インドネシア共和国

２
０
１
５（
平
成
27
年
）

エビデンスに基づく乾燥地生物資源シーズ開発による新産業育成研究 礒田 博子
筑波大学 地中海・北アフリカ研
究センター センター長／ 
生命環境系 教授

チュニジア共和国/ 
モロッコ王国

生物遺伝資源と分子遺伝学を利用した養蚕研究基盤構築 亀田 恒徳
農業・食品産業技術総合研究機
構 絹糸昆虫高度利用研究領域  
新素材開発グループ グループ長

ケニア共和国

ベトナム、カンボジア、タイにおけるキャッサバの侵入病害虫対策に基づく 
持続的生産システムの開発と普及 高須 啓志 九州大学 大学院農学研究院  

教授

ベトナム 
社会主義共和国/ 
カンボジア王国/ 
タイ王国

微細藻類の大量培養技術の確立による持続可能な熱帯水産資源生産システムの構築 戸田 龍樹 創価大学 理工学部 教授 マレーシア
２
０
１
４（
平
成
26
年
）

ベトナム在来ブタ資源の遺伝子バンクの設立と多様性維持が可能な持続的生産システム
の構築 菊地 和弘

農業・食品産業技術総合研究機
構 生物機能利用研究部門  
主席研究員

ベトナム 
社会主義共和国

持続的食料生産のための乾燥地に適応した露地栽培結合型アクアポニックスの開発 山田 智 鳥取大学 農学部 教授 メキシコ合衆国
２
０
１
３

（
平
成
25
年
）

遺伝的改良と先端フィールド管理技術の活用による 
ラテンアメリカ型省資源稲作の開発と定着 岡田 謙介 東京大学 大学院

農学生命科学研究科 教授 コロンビア共和国

２
０
１
２（
平
成
24
年
）

インドネシアにおける統合バイオリファイナリーシステムの開発 荻野 千秋 神戸大学 大学院工学研究科  
教授 インドネシア共和国

テーラーメード育種と栽培技術開発のための稲作研究プロジェクト 山内 章 名古屋大学  
大学院生命農学研究科 教授 ケニア共和国

メキシコ遺伝資源の多様性評価と持続的利用の基盤構築 渡邉 和男 筑波大学 遺伝子実験センター  
教授 メキシコ合衆国

２
０
１
１（
平
成
23
年
）

半乾燥地の水環境保全を目指した洪水－干ばつ対応農法の提案 飯嶋 盛雄 近畿大学 農学部 教授 ナミビア共和国

次世代の食糧安全保障のための養殖技術研究開発 岡本 信明 東京海洋大学 特任教授 タイ王国

２
０
１
０（
平
成
22
年
）

カメルーン熱帯雨林とその周辺地域における持続的生業戦略の確立と自然資源管理：
地球規模課題と地域住民ニーズとの結合 荒木 茂

京都大学 
アフリカ地域研究資料センター 
教授

カメルーン共和国

資源の持続的利用に向けたマグロ類 2 種の産卵生態と初期生活史に関する基礎研究 澤田 好史 近畿大学
水産研究所 教授 パナマ共和国

生命科学研究及びバイオテクノロジー促進のための
国際標準の微生物資源センターの構築 鈴木 健一朗 製品評価技術基盤機構 

バイオテクノロジーセンター 技監 インドネシア共和国

持続的食糧生産のためのコムギ育種素材開発 坂 智広 横浜市立大学
木原生物学研究所 教授

ベトナム北部中山間地域に適応した作物品種開発 吉村 淳 九州大学 
大学院農学研究院 教授

ベトナム
社会主義共和国

２
０
０
９（
平
成
21
年
）

非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術 葭村 雄二
産業技術総合研究所 
エネルギー・環境領域 
名誉リサーチャー/招へい研究員

タイ王国

乾燥地生物資源の機能解析と有効利用 礒田 博子 筑波大学 北アフリカ研究センター/
生命環境系 教授 チュニジア共和国

持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合 迫田 章義 東京大学
生産技術研究所 教授

ベトナム
社会主義共和国

地球環境劣化に対応した環境ストレス耐性作物の作出技術の開発 中島 一雄
国際農林水産業研究センター
生物資源・利用領域　
プロジェクトリーダー

ブラジル
連邦共和国

根寄生雑草克服によるスーダン乾燥地農業開発 杉本 幸裕 神戸大学
大学院農学研究科 教授 スーダン共和国

フィリピン国統合的沿岸生態系保全・適応管理プロジェクト 灘岡 和夫 東京工業大学
大学院情報理工学研究科 教授 フィリピン共和国

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー(

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル)

２
０
１
７（
平
成
29
年
）

熱発光地熱探査法による地熱探査と地熱貯留層の統合評価システム 土屋 範芳
東北大学 大学院環境科学研究
科 名誉教授/客員教授  
八戸工業高等専門学校 校長

エルサルバドル 
共和国

Thailand4.0 を実現するスマート交通戦略 林 良嗣 中部大学 持続発展・スマートシ
ティ国際研究センター 卓越教授 タイ王国

２
０
１
６(

平
成
28
年
）

バイオマス・廃棄物資源のスーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発 椿 範立 富山大学 学術研究部工学系  
教授 タイ王国

マルチモーダル地域交通状況のセンシング、ネットワーキングとビッグデータ解析に 
基づくエネルギー低炭素社会実現を目指した新興国におけるスマートシティの構築 坪井 務

名古屋電機工業株式会社  
海外事業推進室・SATREPS 
プロジェクト プロジェクトリーダー

インド

２
０
１
５（
平
成
27
年
）

熱帯荒廃草原の植生回復によるバイオマスエネルギーとマテリアル生産 梅澤 俊明 京都大学 生存圏研究所 教授 インドネシア共和国

水処理システムと湿式抽出法による藻類の高効率燃料化の融合と実用化 神田 英輝 名古屋大学 大学院工学研究科 
助教 南アフリカ共和国

２
０
１
４（
平
成
26
年
）

インドネシアにおける地熱発電の大幅促進を目指した蒸気スポット検出と持続的資源利用
の技術開発 小池 克明 京都大学 大学院工学研究科  

教授 インドネシア共和国

高効率燃料電池と再生バイオガスを融合させた地域内エネルギー循環システムの構築 白鳥 祐介
九州大学 水素エネルギー 
国際研究センター/ 
大学院工学研究院 准教授

ベトナム 
社会主義共和国

２
０
１
３

（
平
成
25
年
）

インドネシアにおけるバイオマス廃棄物の
流動接触分解ガス化・液体燃料生産モデルシステムの開発 野田 玲治 群馬大学 大学院理工学府 

准教授 インドネシア共和国

防
災

２
０
１
７

（
平
成
29
年
）

産業集積地における Area-BCM の構築を通じた地域レジリエンスの強化 渡辺 研司 名古屋工業大学 大学院
工学研究科 教授 タイ王国

２
０
１
６（
平
成
28
年
）

ブータンにおける組積造建築の地震リスク評価と減災技術の開発 青木 孝義 名古屋市立大学  
大学院芸術工学研究科 教授 ブータン王国

フィリピンにおける極端気象の監視・情報提供システムの開発 高橋 幸弘 北海道大学  
大学院理学研究院 教授 フィリピン共和国

２
０
１
５（
平
成
27
年
）

メキシコ沿岸部の巨大地震・津波災害の軽減に向けた総合的研究 伊藤 喜宏 京都大学 防災研究所 准教授 メキシコ合衆国

ネパールヒマラヤ巨大地震とその災害軽減の総合研究 纐纈 一起 東京大学 名誉教授 ネパール連邦 
民主共和国

都市の急激な高密度化に伴う災害脆弱性を克服する技術開発と都市政策への 
戦略的展開プロジェクト 中埜 良昭 東京大学 生産技術研究所 教授 バングラデシュ 

人民共和国

SATREPS プロジェクト一覧
SATREPS Project Index

SATREPS 2024 SATREPS 2024

6968



防
災

２
０
１
４（
平
成
26
年
）

コロンビアにおける地震・津波・火山災害の軽減技術に関する研究開発 熊谷 博之 名古屋大学  
大学院環境学研究科 教授 コロンビア共和国

ミャンマーの災害対応力強化システムと産学官連携プラットフォームの構築 目黒 公郎
東京大学 生産技術研究所都市
基盤安全工学国際研究センター 
教授・センター長

ミャンマー 
連邦共和国

２
０
１
３（
平
成
25
年
）

火山噴出物の放出に伴う災害の軽減に関する総合的研究 井口 正人 京都大学 防災研究所
火山活動研究センター 教授 インドネシア共和国

バングラデシュ国における高潮・洪水被害の防止軽減技術の研究開発 中川 一 京都大学防災研究所 所長
流域災害研究センター 教授

バングラデシュ 
人民共和国

２
０
１
２

（
平
成
24
年
）

マルマラ海域の地震・津波災害軽減とトルコの防災教育 金田 義行
独立行政法人 海洋研究開発機
構 地震津波海域観測研究開発 
センター 上席技術研究員

トルコ共和国

２
０
１
１（
平
成
23
年
）

ベトナムにおける幹線交通網沿いの斜面災害危険度評価技術の開発 佐  々恭二 特定非営利活動法人 国際斜面
災害研究機構 研究部 学術代表

ベトナム 
社会主義共和国

津波に強い地域づくり技術の向上に関する研究 富田 孝史
港湾空港技術研究所 
アジア・太平洋沿岸防災研究センター
副センター長

チリ共和国

２
０
１
０（
平
成
22
年
）

カメルーン火口湖ガス災害防止の総合対策と人材育成 大場 武 東海大学 
理学部 教授 カメルーン共和国

マレーシアにおける地すべり災害および水害による被災低減に関する研究 登坂 博行 東京大学
大学院工学系研究科 教授 マレーシア

２
０
０
９（
平
成
21
年
）

フィリピン地震火山監視強化と防災情報の利活用推進 井上 公
防災科学技術研究所
災害リスク研究ユニット 
総括主任研究員

フィリピン共和国

鉱山での地震被害低減のための観測研究 小笠原 宏 立命館大学
理工学部 教授 南アフリカ共和国

自然災害の減災と復旧のための情報ネットワーク構築に関する研究 村井 純 慶應義塾大学
環境情報学部 教授 インド

ペルーにおける地震・津波減災技術の向上に関する研究 山崎 文雄 千葉大学
大学院工学研究科 教授 ペルー共和国

２
０
０
８（
平
成
20
年
）

インドネシアにおける地震火山の総合防災策 佐竹 健治 東京大学
地震研究所 教授 インドネシア共和国

ブータンヒマラヤにおける氷河湖決壊洪水に関する研究 西村 浩一 名古屋大学
大学院環境学研究科 教授 ブータン王国

クロアチア土砂・洪水災害軽減基本計画構築 丸井 英明 新潟大学 
災害・復興科学研究所 所長・教授 クロアチア共和国

感
染
症

２
０
１
８（
平
成
30
年
）

ベトナムにおける治療成功維持のための 
“Bench-to-Bedside System”構築と新規 HIV-1 感染阻止プロジェクト 岡 慎一

国立国際医療研究センター 
エイズ治療・研究開発センター  
名誉センター長

ベトナム 
社会主義共和国

アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の疫学に関する研究 高田 礼人
北海道大学  
人獣共通感染症国際共同研究所 
教授

ザンビア共和国/

コンゴ民主共和国
２
０
１
７(

平
成
29
年
）

シャーガス病制圧のための統合的研究開発 嶋田 淳子 群馬大学 大学院保健学研究科 
教授

エルサルバドル 
共和国

フィリピンにおける狂犬病排除に向けたワンヘルス・アプローチ予防・ 
治療ネットワークモデル構築 西園 晃 大分大学 医学部微生物学講座 

教授 フィリピン共和国

２
０
１
６

（
平
成
28
年
）

ブラジルと日本の薬剤耐性を含む真菌感染症診断に関する研究と 
リファレンス協力体制強化 渡邉 哲 千葉大学 真菌医学研究センター 

臨床感染症分野  准教授
ブラジル
連邦共和国

２
０
１
５（
平
成
27
年
）

ガーナにおける感染症サーベイランス体制強化とコレラ菌・HIV 等の 
腸管粘膜感染防御に関する研究 清野 宏 東京大学 医科学研究所  

特任教授 ガーナ共和国

公衆衛生上問題となっているウイルス感染症の把握と実験室診断法の確立 安田 二朗 長崎大学 熱帯医学研究所 教授 ガボン共和国

２
０
１
４（
平
成
26
年
）

効果的な結核対策のためのヒトと病原菌のゲノム情報の統合的活用 徳永 勝士 東京大学大学院医学系研究科  
教授 タイ王国

インドネシアの生物資源多様性を利用した抗マラリア・抗アメーバ新規薬剤リード化合物
の探索 野崎 智義 東京大学 大学院医学系研究科 

教授 インドネシア共和国

オオコウモリを対象とした生態学調査と狂犬病関連及びその他のウイルス感染症への関与 本道 栄一 名古屋大学  
大学院生命農学研究科 教授 インドネシア共和国

２
０
１
３（
平
成
25
年
）

モンゴルにおける家畜原虫病の疫学調査と社会実装可能な診断法の開発 横山 直明 帯広畜産大学 原虫病研究センター 
教授 モンゴル国

ラオス国のマラリア及び重要寄生虫症の流行拡散制御に向けた遺伝疫学による 
革新的技術開発研究 狩野 繁之 国立国際医療研究センター 研究

所 熱帯医学・マラリア研究部 部長
ラオス人民
民主共和国

南部アフリカにおける気候予測モデルをもとにした感染症流行の早期警戒システムの構築 皆川 昇 長崎大学 熱帯医学研究所 教授 南アフリカ共和国
２
０
１
２

（
平
成
24
年
）

アフリカにおけるウイルス性人獣共通感染症の調査研究 高田 礼人 北海道大学 人獣共通感染症 
リサーチセンター 教授 ザンビア共和国

２
０
１
１（
平
成
23
年
）

小児呼吸器感染症の病因解析・疫学に基づく予防・制御に関する研究 押谷 仁 東北大学 大学院医学系研究科 フィリピン共和国

薬剤耐性細菌発生機構の解明と食品管理における耐性菌モニタリングシステムの開発 山本 容正 大阪大学 グローバルコラボレー
ションセンター

ベトナム 
社会主義共和国

ケニアにおける黄熱病およびリフトバレー熱に対する迅速診断法の開発とそのアウトブレイ
ク警戒システムの構築 森田 公一 長崎大学 熱帯医学研究所 ケニア共和国

２
０
１
０

（
平
成
22
年
）

顧みられない熱帯病対策～特にカラ・アザールの診断体制の確立とベクター対策研究 野入 英世 東京大学 
医学部附属病院 准教授

バングラデシュ
人民共和国

２
０
０
９（
平
成
21
年
）

AIDS 患者及びその他の免疫不全患者における新規診断法による真菌症対策 亀井 克彦 千葉大学
真菌医学研究センター 教授

ブラジル
連邦共和国

抗 C 型肝炎ウイルス（HCV）物質の同定及び HCV ならびにデングワクチンの開発 堀田 博 神戸大学
大学院医学研究科 教授 インドネシア共和国

ガーナ由来薬用植物による抗ウイルス及び抗寄生虫活性候補物質の研究 山岡 昇司 東京医科歯科大学
大学院医歯学総合研究科 教授 ガーナ共和国

レプトスピラ症の予防対策と診断技術の開発 吉田 真一 九州大学
大学院医学研究院 教授 フィリピン共和国

２
０
０
８（
平
成
20
年
）

デング出血熱等に対するヒト型抗体による治療法の開発と新規薬剤候補物質の探索 生田 和良 大阪大学
微生物病研究所 教授 タイ王国

結核及びトリパノソーマ症の診断法と治療薬開発 鈴木 定彦
北海道大学
人獣共通感染症リサーチセンター 
教授

ザンビア共和国

●東京本部別館（K's五番町）
　〒102-0076 
　東京都千代田区五番町7 K's五番町
　Tel. 03-5214-8085

https://www.jst.go.jp/global/index.html

https://www.jica.go.jp/activities/schemes/science/index.html

●本部
　〒102-8012 
　東京都千代田区二番町5-25  二番町センタービル
　Tel. 03-5226-6660 （代表）

https://www.amed.go.jp/program/list/20/01/001.html

●本部
　〒100-0004 
　東京都千代田区大手町1-7-1 読売新聞ビル
　Tel. 03-6870-2216

公式ウェブサイト・SNS

公式ウェブサイト 
https://www.jst.go.jp/global/

SATREPSに関するギモンや最新の情報は、  SATREPS    で検索！

公式SNS
SATREPSのSNSでも最新情報を発信中！ こちらからフォローしてね！

最新の公募情報

各種広報資料

SATREPSとSDGs プロジェクト情報

研究契約について

公式Facebook
@ Friends of SATREPS
https://www.facebook.com/Friends.of.SATREPS

公式X
@ SATREPS
https://x.com/satreps

レップスくん
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